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このように、新型コロナの感染拡大により、人口を巡る様々な指標にこれまでと変わった動きが

みられています。この動きが一過性のものなのか、あるいは今後もこのような傾向が続くことにな

るのか、引き続き、十分注視していく必要があります。 

 

 

おわりに 

 

これまで見てきたように、新型コロナは、本県の社会経済の様々な分野に大きな影響を与えまし

た。そして、収束の時期が見通せない中にあっては、引き続き、新型コロナの感染拡大を抑え込む

と同時に、影響が多方面にわたることから、しっかりと状況を見極めながら必要な対策を講じてい

く必要があります。 

このため県では、令和3年度当初予算において、感染拡大防止や地域経済の回復等に最大限配慮

するとともに、医療提供体制の確保、地域経済の回復と新型コロナの先を見据えた事業展開、デジ

タル化の推進や「新しい生活様式」等への対応の3つを施策の柱と位置付け取り組んでいくことと

しています。 

新型コロナの拡大を乗り越えることは厳しい試練ですが、この試練を乗り越えることにより、危

機に強い強靭な社会経済と、活力に満ちた県民の暮らし、そして明るい未来を実現させることにな

ると考えています。 

 

129 

 

 

 

 

 ࡵࡌࡣ

 

௧2年(2020年)のᡃが国の⤒῭は、新型コࣟナウイルスឤᰁのឤᰁᣑ大のᙳ㡪により、大き

なᡴᧁを受け、これは雇用ໃにも大きなᙳ㡪を及ࡰしました。 

 

このため、足ୗの雇用ໃはᙅ含みとなっていますが、新型コࣟナのឤᰁᣑ大前の雇用ໃは、

ᑡ子化・高㱋化によってຍ㏿する人口ῶᑡ、ປാ力人口のῶᑡにより、全国的にປാ力足の≧ែ

となり、ᮏ県においても有ຠ求人ಸ率が1ಸを㉸えるなど、人手足ឤがᙉまっていました。 

ປാ力足の問㢟は、人口ῶᑡと表一体の関係にあります。近年の青᳃県社会⤒῭ⓑ᭩におい

ても、ᗄ度にもわたり雇用をテー࣐とした分ᯒを行い、ᨵၿのための方向性についてゝ及していま

す。ᖹᡂ28 年度(2016 年度)「魅力あふれる『あおもりワーࢡ』の確❧に向けて」では㈤㔠・ປാ

時間などᮏ県雇用≧ἣの質的分ᯒを、ᖹᡂ29年度(2017年度)「『ひと』が支えるᣢ続ྍ⬟な地域づ

くり」では県内⥲生産の向上に向けたປാ生産性の向上を、௧ඖ年度(2019年度)「ປാ力足の

ඞ᭹に向けて」では近年の有ຠ求人ಸ率上᪼の背景と女性、高㱋者など㠀ປാ力人口の活㌍につい

て分ᯒをしてきました。 

 

᭱初に述たとおり、新型コࣟナのᙳ㡪が続いている中で、足ୗの雇用ໃはᙅ含ࢇでいますが、

新型コࣟナの᮰・景気回後には、再び人手足ឤがᙉまることがண されます。この≧ἣにお

いても௧3年(2021年)1月のᮏ県の有ຠ求人ಸ率が0.96ಸで、ᖹᡂ21年(2009年)のリー࣐ンシ

ョࢡࢵ後の有ຠ求人ಸ率 0.28 ಸをはるかに上回っていることからも、ᮏ県の人手足ឤが足率

のపい産業を中心に深้な≧ἣであることがうかがえます。 

新型コࣟナの᮰が見通せないこの難ᒁୗでは雇用をᏲるのが᭱ඃඛです。しかし、ࣇターコ

ࣟナを見ᤣえたඛには、人手足による⤒Ⴀᝏ化がᠱᛕされます。特に、建設業や་⒪、福♴など

新型コࣟナ⚝においても求人の多い産業では、人ᮦの取り合いがひっ㏕してくることが見込まれま

す。 

 

第2部では、「ാく場として㑅ばれるために」をテー࣐に、近年のⓑ᭩の分ᯒにゐれつつ、人口ῶ

ᑡとປാ力人口ῶᑡの᭱大の要ᅉとなっている新規学༞者の県外流出にṑṆめをかけ県内定╔をᅗ

るため、どうしたら若年ᒙにᮏ県でാくことを㑅ࢇでもらえるのか、また、県外㌿出者に移住、創

業の場としてᮏ県を㑅ࢇでもらえるのか、の方向性について、ᮍ来のປാ㟂⤥推ィ、求⫋者側・求

人側それࡒれからみた要ᅉ、移住、創業、新規就農などの࢝ࢭンドࣕ࢟リの動向、新型コࣟナの

ឤᰁᣑ大をきっかけにຍ㏿する多ᵝなാき方といった多ゅ的な視点から考ᐹしていきます。 

  

第２部　働く場として選ばれるために
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➨�❶ ᮏ┴のປാຊ㊊ࡾྲྀࢆᕳࡃ⌧≧ 

 第1❶では、近年のⓑ᭩で分ᯒした内ᐜをり㏉りながら、ᮏ県のປാ市場の動向と、ᮍ来のປ

ാ㟂⤥ண についてみていきます。 

 

➨�⠇ ປാຊேཱྀᑵ業⪅  ᩘ

 

ᮏ県の人口は58年をピーࢡにῶᑡが続いていますが、これは15ṓᮍ‶人口(年ᑡ人口)と

15㹼64 ṓ人口(生産年㱋人口)のῶᑡによるものであり、65 ṓ௨上人口(⪁年人口)は㏫にቑຍし

ています。(94࣌ーࢪ「青᳃県の人口の推移」参↷) 

15ṓ௨上人口のປാ力≧ែの推移をみると、出生者数のῶᑡと若年者の県外㌿出㉸㐣にṑṆめ

がかからないことで生産年㱋人口がῶᑡし、就業者数と全ኻ業者数を合わせたປാ力人口もῶ

ᑡഴ向にあります。ປാ力人口は、全国、ᮏ県ともᖹᡂ7年(1995年)をピーࢡにῶᑡに㌿ࡌてい

ますが、ᮏ県のῶᑡ率は全国を上回っています。(ᅗ1�1�1㹼2 ͤ௧ඖ年度∧ⓑ᭩より) 

 

 

  また、就業者数もᖹᡂ7年(1995年)をピーࢡにῶᑡしています。ᖹᡂ17年(2005年)からᖹᡂ

27年(2015年)までの就業者数を⏨女ูでみると、⏨性は全国、ᮏ県ともにῶᑡしていますが、

ᮏ県のῶᑡ率は全国を上回っており、女性は全国ではቑຍしているのに対しᮏ県ではῶᑡしてお

り、⏨女ィをみてもᮏ県のῶᑡ率は全国を上回っています。(ᅗ1�1�3 ͤᖹᡂ29年度∧ⓑ᭩よ

り) 
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本県の就業者数を産業別にみると、ほぼ全ての産業で就業者数が減少しています。平成17年

(2005年)と平成27年(2015年)を比較すると、特に、減少幅が大きいのは卸売業、小売業(2万

243人減)で、次いで農業、林業(1万9,286人減)、建設業(1万5,415人減)の減少幅が大きくな

っています。 

一方で、高齢者の増加に伴い医療、福祉(1万6,800人増)の就業者数は大幅に増加していま

す。(図1-1-4 ※平成29年度版白書より) 
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➨2⠇ ᮏ┴のປാຊ㊊ࡾྲྀࢆᕳࡃ⌧≧ 

 

� ᭷ຠồேಸ⋡ୖ᪼の⫼ᬒ 

近年の有ຠ求人ಸ率をみると、新型コࣟナのឤᰁᣑ大前までは全国的な人手足ឤを受け、長

期にわたり上᪼ഴ向が続きました。ᮏ県においても有ຠ求人ಸ率(Ꮨ⠇ㄪᩚ )್がᖹᡂ28年(2016

年)に初めて1ಸを㉸え、ᖹᡂ30年(2018年)8月と11月には㐣ཤ᭱高の1.33ಸをグ㘓するなど

高い水準で推移していました。 (42࣌ーࢪ「有ຠ求人ಸ率の長期推移」参↷) 

有ຠ求人ಸ率を、分子である有ຠ求人数と、分ẕである有ຠ求⫋者数に分けてそれࡒれの動向

をみると、ᮏ県の月ᖹᆒの有ຠ求人数はᖹᡂ 21 年度(2009 年度)からቑຍが続き、ᖹᡂ 29 年度

(2017 年度)には 3 万人となりました。一方、ྠࡌ時期の月ᖹᆒの有ຠ求⫋者数はᖹᡂ 30 年度

(2018年度)に㐣ཤ᭱ᑡの2万3千人となりました。このように近年の有ຠ求人ಸ率の上᪼は、有

ຠ求人数のቑຍと有ຠ求⫋者数のῶᑡの୧方に㉳ᅉしています。 (ᅗ1�2�1�1 ͤ௧ඖ年度∧

ⓑ᭩より) 

 

この有ຠ求人ಸ率のኚ化について、「求人」と「求⫋」のいずれの要ᅉがよりᙉいᙳ㡪を及ࡰし

ているのかをみてみます。ᖹᡂ25年度(2013年度)までは、求人数のቑῶが有ຠ求人ಸ率の上 ・᪼

ୗ㝆にᙳ㡪を及ࡰす度合いが高くなっていましたが、ᖹᡂ26 年度(2014 年度)௨㝆は、求人数の

ቑຍよりも求⫋者数のῶᑡが有ຠ求人ಸ率の上᪼にᙳ㡪を及ࡰす度合いが高まっており、ᮏ県の

近年の有ຠ求人ಸ率は、求⫋要ᅉにᕥྑされている㠃が大きいことがわかります。(ᅗ 1�2�1�2 

ͤ௧ඖ年度∧ⓑ᭩より) 
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次に充足率についてみると、全国、本県ともリーマンショック後の平成21 年度(2009 年度)

の50.2％をピークに下降しており、人手不足感が強まっていきました。全国では本県より充足

率が低く、さらに人手不足感が強い状況となっています。(図1-2-1-3 ※令和元年度版白書よ

り) 

また、日本銀行の企業短期経済観測調査の雇用人員判断ＤＩ(「過剰」－「不足」)において

も、平成21 年(2009 年)をピークに低下しており、新型コロナの感染拡大前までは本県の人手

不足感は強まっていました。 (47ページ「雇用人員判断ＤＩの推移」参照) 

産業別にみると、建設業の充足率が最も低くなっています。(47ページ「産業別充足率(青森

県・令和元年度)」参照) 
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図1-2-1-2 有効求人倍率の要因分解（青森県） 
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➨2⠇ ᮏ┴のປാຊ㊊ࡾྲྀࢆᕳࡃ⌧≧ 

 

� ᭷ຠồேಸ⋡ୖ᪼の⫼ᬒ 

近年の有ຠ求人ಸ率をみると、新型コࣟナのឤᰁᣑ大前までは全国的な人手足ឤを受け、長

期にわたり上᪼ഴ向が続きました。ᮏ県においても有ຠ求人ಸ率(Ꮨ⠇ㄪᩚ )್がᖹᡂ28年(2016

年)に初めて1ಸを㉸え、ᖹᡂ30年(2018年)8月と11月には㐣ཤ᭱高の1.33ಸをグ㘓するなど

高い水準で推移していました。 (42࣌ーࢪ「有ຠ求人ಸ率の長期推移」参↷) 

有ຠ求人ಸ率を、分子である有ຠ求人数と、分ẕである有ຠ求⫋者数に分けてそれࡒれの動向

をみると、ᮏ県の月ᖹᆒの有ຠ求人数はᖹᡂ 21 年度(2009 年度)からቑຍが続き、ᖹᡂ 29 年度

(2017 年度)には 3 万人となりました。一方、ྠࡌ時期の月ᖹᆒの有ຠ求⫋者数はᖹᡂ 30 年度

(2018年度)に㐣ཤ᭱ᑡの2万3千人となりました。このように近年の有ຠ求人ಸ率の上᪼は、有

ຠ求人数のቑຍと有ຠ求⫋者数のῶᑡの୧方に㉳ᅉしています。 (ᅗ1�2�1�1 ͤ௧ඖ年度∧

ⓑ᭩より) 

 

この有ຠ求人ಸ率のኚ化について、「求人」と「求⫋」のいずれの要ᅉがよりᙉいᙳ㡪を及ࡰし

ているのかをみてみます。ᖹᡂ25年度(2013年度)までは、求人数のቑῶが有ຠ求人ಸ率の上 ・᪼

ୗ㝆にᙳ㡪を及ࡰす度合いが高くなっていましたが、ᖹᡂ26 年度(2014 年度)௨㝆は、求人数の

ቑຍよりも求⫋者数のῶᑡが有ຠ求人ಸ率の上᪼にᙳ㡪を及ࡰす度合いが高まっており、ᮏ県の

近年の有ຠ求人ಸ率は、求⫋要ᅉにᕥྑされている㠃が大きいことがわかります。(ᅗ 1�2�1�2 

ͤ௧ඖ年度∧ⓑ᭩より) 
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ͤ 

 

景気ኚ動と有ຠ求人ಸ率の動きをẚ㍑してみると、ᚑ来は、景気が良くなっているときは、求

人数がቑຍし、ኻ業者数がῶᑡするため、求⫋者数もῶᑡするというࢧイࢡルがみられました。

このため、景気の⌧≧をᢕᥱするための指ᶆである景気動向指数(㹁㹇)においては、国・県とも

一⮴指数の作ᡂに用いる指ᶆの一つとして有ຠ求人ಸ率を᥇用してきましたが、近年は景気後㏥

期にධっているにもかかわらず、必ずしも一⮴指数がྠࡌように動いているとはゝえない≧ἣと

なっています。(ᅗ1�2�1�4 ͤ௧ඖ年度∧ⓑ᭩より) 

 

 

 

  

                         
ͤ 全国の場合は、足数と就⫋件数はྠ数であり、足率は就⫋件数を用いて⟬出されます。なお、㒔道ᗓ県の

場合には、㒔道ᗓ県を㉺えた移動(他県からの足、他県への就⫋)があることを㋃まえ、足数を用いて⟬出し

ます。 
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図1-2-1-㻠 ᭷ຠồேಸ⋡䛸ᬒẼ動ྥᣦᩘの᥎⛣ 
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2 ⱝᖺ⪅の⛣動≧ἣ 

ᮏ県は長年、㌿ධ者数から㌿出者数をᕪしᘬいた社会動ែにおいて人口ῶᑡが続いています。

中でも、高ᰯ༞業時の18ṓと大学༞業時の22ṓでの㌿出㉸㐣が大きいことが、年௦ูの人口ᵓ

ᡂに大きなᙳ㡪をえ、ປാ力人口のᛴ⃭なῶᑡが求⫋者数のῶᑡにつながっていると考えられ

ます。(97࣌ーࢪ「年㱋ู県外㌿出ධの≧ἣ」、100࣌ーࢪ「『県外への㌿出』の移動理⏤」参↷) 

年㱋㝵ᒙูでの㌿ධ㉸㐣率をᖹᡂ22 年(2010 年)からᖹᡂ26 年(2014 年)までの5年間と、ᖹ

ᡂ27年(2015年)から௧ඖ年(2019年)までの5年間とでみると、いずれの期間においても15㹼

19ṓと20㹼24ṓでは大ᖜな㌿出㉸㐣となっており、୧期間をẚ㍑すると、特に、20㹼24ṓの女

性の㌿出㉸㐣率が大ᖜにᣑ大しています。 (ᅗ1�2�2�1) 

 

 

 

 

 

さらに、ᖹᡂ30年(2018年)10月1᪥から1年間の県外㌿出ධの≧ἣを年㱋ูで⏨女に分けてみ

ていくと、22ṓの女性では、⏨性より㌿ධ者がᑡなく、⏨性より㌿出者が多くなっています。 (ᅗ

1�2�2�2)  

 

 

 

 

  ㌿ධ・㌿出ᒆ出時に提出されたンケーࢺㄪᰝの⤖ᯝ(回⟅率約50％)により、就⫋、㌿⫋、㌿

といった仕事関係で㌿出ධした若年者が、㌿ධ・㌿出後に就いた仕事を㌿出ධ前後でྠࡌ産業
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2 ⱝᖺ⪅の⛣動≧ἣ 

ᮏ県は長年、㌿ධ者数から㌿出者数をᕪしᘬいた社会動ែにおいて人口ῶᑡが続いています。
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に就くと仮定して、産業別にみてみると、15～19歳では、男性、女性ともに製造業、各種サービ

ス業での転出超過数が多くなっています。(図1-2-2-3) 

20～24 歳では、男性は15～19 歳と同様に、製造業、各種サービス業で、女性は医療福祉業、

各種サービス業での転出超過数が多くなっています。(図1-2-2-4) 

これらは、本県においても充足率が低い産業ですが、その要因等については第2章で詳しくみ

ていきます。 
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図1-2-2-3 仕事関係（就職、転職、転勤）における産業別移動者数(15～19 歳) 

図1-2-2-4 仕事関係（就職、転職、転勤）における産業別移動者数(20～24 歳) 
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第3節 将来の労働需給予測 

 

第1節と第2節では、近年の本県における労働力の状況と労働力不足の大きな要因となってい

る若年者の転出超過の現状についてみてきました。昭和から平成半ばにかけては有効求人倍率が

0.2～0.4倍と極めて低く、県外に就業先を求めざるを得ない状況がありましたが、ここ数年は1

倍を超えるようになっています。しかしながら、新規学卒者を中心とした若年者が県外で働くこ

とを選択している状況が続いています。 

若者を中心とした転出超過による労働力人口の減少に加え、少子化・高齢化の進展による労働

力人口の減少が続くことで、将来における本県の労働需給はどうなっていくのでしょうか。 

ここでは、独立行政法人労働政策研究・研修機構(以下、「ＪＩＬＰＴ」という)が将来の労働

力人口と就業者数をシミュレーションした結果により、本県の中長期的な労働力需給予測をみて

いきます。 

 

【推計の詳細】 

 (1) 「労働力需給の推計―労働力需給モデル(2018年度版)による将来推計―」 

全国の令和22年(2040年)までの労働力需給を推計(平成31年(2019年)3月公表) 

ＵＲＬ  https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2019/209.html 

 (2) 「労働力需給の推計―全国推計(2018年度版)を踏まえた都道府県別試算―」 

  全国の推計結果をもとにした令和22年(2040年)までの都道府県別の労働力需給を推計 

(令和2年(2020年)3月公表) 

ＵＲＬ https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2020/222.html 

 

 シミュレーションは、国立社会保障・人口問題研究所が推計した「日本の将来推計人口」を前

提に、平成30年(2018年)6月15日に閣議決定された「未来投資戦略2018」の成果目標が達成

される場合などの複数のシナリオで行われています。 

 労働力需給モデルは、就業者数をシミュレーションする「労働力需要ブロック」、労働力人口

を推計する「労働力供給ブロック」、賃金上昇率及び完全失業率を推計する「労働力需給調整ブ

ロック」の3つのブロックから構成され、労働力人口、労働力率、就業者数、就業率、産業別就

業者数、労働生産性などが推計されています。 

 また、推計は、「成長実現・労働参加進展シナリオ」(経済成長と労働参加が進むケース)、「ベ

ースライン・労働参加漸進シナリオ」(経済成長と労働参加が一定程度進むケース)、「ゼロ成

長・労働参加現状シナリオ」(経済成長と労働参加が進まないケース)の3つのシナリオに基づき

行われています。なお、この推計モデルは平成29年(2017年)までのトレンドを基に推計されて

いるので、新型コロナによる雇用情勢の変化の影響は加味されていません。 

 

はじめに労働力人口についてみると、成長実現・労働参加進展シナリオでは、平成29年(2017

年)から令和22年(2040年)までに一部の都県を除いて減少し、全国では7.8％減少するのに対し

て、本県は秋田県に次ぐ28.1％の減少となります。同様にベースライン・労働参加漸進シナリ

オでは、東京都を除いて減少し、全国では13.0％減少するのに対して、本県は秋田県に次ぐ
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32.7％のῶᑡとなります。さらにࣟࢮᡂ長・ປാ参ຍ⌧≧シナリオでは、いずれの㒔道ᗓ県でも

ῶᑡし、全国では18.8％ῶᑡするのに対して、ᮏ県は⛅⏣県に次ぐ37.5％のῶᑡとなります。

(ᅗ1�3�1) 

次に就業者数についてみると、ᡂ長ᐇ⌧・ປാ参ຍ進ᒎシナリオでは、௧22年(2040年)ま

でに一部の㒔県を㝖いてῶᑡし、全国では7.7％ῶᑡするのに対して、ᮏ県は⛅⏣県に次ぐ

26.8％のῶᑡとなります。ྠᵝに࣋ースライン・ປാ参ຍ進シナリオでは、東ி㒔を㝖いてῶ

ᑡし、全国では13.6％ῶᑡするのに対して、ᮏ県は⛅⏣県に次ぐ31.8％のῶᑡとなります。さ

らにࣟࢮᡂ長・ປാ参ຍ⌧≧シナリオでは、いずれの㒔道ᗓ県でもῶᑡし、全国では19.7％ῶ

ᑡするのに対して、ᮏ県は⛅⏣県に次ぐ37.0％のῶᑡとなります。(ᅗ1�3�2) 

ປാ力人口と就業者数はᑗ来推ィ人口とྠᵝに、ᑗ来にわたって全国より大きくῶᑡしていく

ことがみてとれます。(95࣌ーࢪ「人口の推移(青᳃県)」参↷) 

 

 

 

 

また、全ኻ業率についてみると、ᖹᡂ29年(2017年)の全ኻ業率は全国の2.8％に対し、

ᮏ県は3.7％と、高知県、沖縄県と୪ࢇで᭱も高くなっていましたが、ᡂ長ᐇ⌧・ປാ参ຍ進ᒎ

シナリオでは、௧22年(2040年)までにపୗする道ᗓ県と上᪼する㒔ᗓ県があり、全国ではᖹ

ᡂ29年(2017年)とྠ್の2.8％に対して、ᮏ県は全国で᭱も大きい1.7࣏インࢺῶの2.0％と

なり、山県、ᐩ山県と୪び全国で5␒目にపくなるとされています。ྠᵝに、࣋ースライン・

ປാ参ຍ進シナリオでは、పୗするᗓ県と上᪼する㒔道ᗓ県があり、全国では0.6࣏インࢺቑ

の3.4％に対して、ᮏ県は全国で᭱も大きい1.2࣏インࢺῶの2.5％となり、全国で4␒目にప

くなるとされています。さらにࣟࢮᡂ長・ປാ参ຍ⌧≧シナリオでは、一部の県を㝖いて上᪼

し、全国では1.1࣏インࢺቑの3.9％に対して、ᮏ県は全国で᭱も大きい0.8࣏インࢺῶの

2.9％となり、新潟県、福県と୪び全国で2␒目にపくなるとされています。(ᅗ1�3�3) 

 

一般的に⤒῭ᡂ長率が高くなると全ኻ業率はపୗし、⤒῭ᡂ長率がపくなると全ኻ業率は

上᪼するとされていますが、このシミࣗレーションでは、ᮏ県は生産年㱋人口のῶᑡにకって、

いずれのシナリオでも㟂要側で必要とされる就業者数より供⤥されるປാ力人口のῶᑡが大きい

ために、⤒῭ᡂ長率がపい場合であっても、全ኻ業率がపୗすると推 されています。 
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（ᅜ㻦ⓒே）
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図1-3-1 ປാຊ౪⤥（ປാຊ 

ே 㻕ཱྀの᥎ィ  ್

図1-3-2 ປാຊ㟂せ（就業者 ）ᩘ 

の᥎ィ  ್
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いずれのシナリオにおいても、ᮏ県においては௧22年(2040年)までに就業者数、全ኻ業

者数がいずれもῶᑡし、⤒῭ᡂ長が進むᡂ長ᐇ⌧・ປാ参ຍ進ᒎシナリオでは、ᖹᡂ29年(2017

年)にẚて就業者数で26.8％ῶ、全ኻ業者数で60.0％ῶとなり、人手足ឤがᙉまる≧ἣと

なっていくことがこのシミࣗレーションにおける⤖ᯝであり、⦰小・ᆒ⾮の≧ἣとなることがᙉ

くᠱᛕされます。(ᅗ1�3�4) 

 

 

 

次に、就業者数を産業ูにみていきます。なお、産業ู就業者数は、近年の産業ᵓ造、就業ᵓ

造のኚ化のഴ向がᑗ来にわたってྠࡌように継続するとの定により推ィされていますが、高㱋

者のቑຍにకってますますࢽーࢬの高くなる་⒪・福♴など㐣ཤのࢺレンドをそのまま用いるこ

とが㐺ษでない産業については、ูの方法で推ィされています。 

࢞・ースラインシナリオでみると、ᮏ県の産業ู就業者数は௧22年(2040年)までに電気࣋

ス・⇕供⤥・水道業を㝖いた全ての産業で就業者がῶᑡしていきます。(ᅗ1�3�5) 
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㋃まえた㒔㐨府┴ูヨ⟬䇷」を⏝いて┴⤫ィศᯒㄢにおいてసᡂ

7.1

6.1 6.4

0.3 0.6

3

11

1.9

2.7

8.6

2.9

1.7

2.7

4

5
4.3

3.2

5.9

0.3 0.3

2.5

6.3

1.4
1.8

8.1

2.3

0.8

1.8

2.9

1.7

0

2

4

6

8

10

12

⏘業ู就業者ᩘ（䝧䞊ス䝷イ䞁䝅ナ䝸䜸）

㻴2㻥年 㻾2年 㻾12年 㻾22年

（ே）

資料）⊂❧行ᨻἲேປാᨻ⟇◊✲・◊ಟᶵᵓ「ປാຊ㟂⤥の᥎ィ䞊ᅜ᥎ィ㻔2㻜1㻤年ᗘ∧㻕を㋃まえた㒔㐨府┴ูヨ⟬䞊」

図1-3-3 ኻ業⋡᥎ィ  ್ 図1-3-㻠 ኻ業者 （ᩘປാຊே 䌦ཱྀ就業者 ）ᩘ㻔㟷᳃┴㻕 

図1-3-㻡 ⏘業ู就業者 㻔ᩘ䝧䞊ス䝷イ䞁䝅ナ䝸䜸㻕 
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32.7％のῶᑡとなります。さらにࣟࢮᡂ長・ປാ参ຍ⌧≧シナリオでは、いずれの㒔道ᗓ県でも

ῶᑡし、全国では18.8％ῶᑡするのに対して、ᮏ県は⛅⏣県に次ぐ37.5％のῶᑡとなります。

(ᅗ1�3�1) 

次に就業者数についてみると、ᡂ長ᐇ⌧・ປാ参ຍ進ᒎシナリオでは、௧22年(2040年)ま

でに一部の㒔県を㝖いてῶᑡし、全国では7.7％ῶᑡするのに対して、ᮏ県は⛅⏣県に次ぐ

26.8％のῶᑡとなります。ྠᵝに࣋ースライン・ປാ参ຍ進シナリオでは、東ி㒔を㝖いてῶ

ᑡし、全国では13.6％ῶᑡするのに対して、ᮏ県は⛅⏣県に次ぐ31.8％のῶᑡとなります。さ

らにࣟࢮᡂ長・ປാ参ຍ⌧≧シナリオでは、いずれの㒔道ᗓ県でもῶᑡし、全国では19.7％ῶ

ᑡするのに対して、ᮏ県は⛅⏣県に次ぐ37.0％のῶᑡとなります。(ᅗ1�3�2) 

ປാ力人口と就業者数はᑗ来推ィ人口とྠᵝに、ᑗ来にわたって全国より大きくῶᑡしていく

ことがみてとれます。(95࣌ーࢪ「人口の推移(青᳃県)」参↷) 

 

 

 

 

また、全ኻ業率についてみると、ᖹᡂ29年(2017年)の全ኻ業率は全国の2.8％に対し、

ᮏ県は3.7％と、高知県、沖縄県と୪ࢇで᭱も高くなっていましたが、ᡂ長ᐇ⌧・ປാ参ຍ進ᒎ

シナリオでは、௧22年(2040年)までにపୗする道ᗓ県と上᪼する㒔ᗓ県があり、全国ではᖹ

ᡂ29年(2017年)とྠ್の2.8％に対して、ᮏ県は全国で᭱も大きい1.7࣏インࢺῶの2.0％と

なり、山県、ᐩ山県と୪び全国で5␒目にపくなるとされています。ྠᵝに、࣋ースライン・

ປാ参ຍ進シナリオでは、పୗするᗓ県と上᪼する㒔道ᗓ県があり、全国では0.6࣏インࢺቑ

の3.4％に対して、ᮏ県は全国で᭱も大きい1.2࣏インࢺῶの2.5％となり、全国で4␒目にప

くなるとされています。さらにࣟࢮᡂ長・ປാ参ຍ⌧≧シナリオでは、一部の県を㝖いて上᪼

し、全国では1.1࣏インࢺቑの3.9％に対して、ᮏ県は全国で᭱も大きい0.8࣏インࢺῶの

2.9％となり、新潟県、福県と୪び全国で2␒目にపくなるとされています。(ᅗ1�3�3) 

 

一般的に⤒῭ᡂ長率が高くなると全ኻ業率はపୗし、⤒῭ᡂ長率がపくなると全ኻ業率は

上᪼するとされていますが、このシミࣗレーションでは、ᮏ県は生産年㱋人口のῶᑡにకって、

いずれのシナリオでも㟂要側で必要とされる就業者数より供⤥されるປാ力人口のῶᑡが大きい

ために、⤒῭ᡂ長率がపい場合であっても、全ኻ業率がపୗすると推 されています。 
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よる将来᥎ィ䇷」、 「ປാຊ㟂⤥の᥎ィ 䇷ᅜ᥎ィ㻔2㻜1㻤年ᗘ∧㻕を㋃まえた㒔㐨府┴ูヨ⟬䇷」

（ᅜ㻦ⓒே）

64.1
62.9

53.3 43.7

65.3 65.2 61.2

56.4

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H29 R2 12 22

ປാຊ㟂せ（就業者ᩘ）᥎ィ್

ᡂ㛗ᐇ⌧䝅ナ䝸䜸㻔㟷᳃┴㻕 䝧䞊ス䝷イ䞁䝅ナ䝸䜸㻔㟷᳃┴㻕
䝊ロᡂ㛗䝅ナ䝸䜸㻔㟷᳃┴㻕 ᡂ㛗ᐇ⌧䝅ナ䝸䜸㻔ᅜ㻕
䝧䞊ス䝷イ䞁䝅ナ䝸䜸㻔ᅜ㻕 䝊ロᡂ㛗䝅ナ䝸䜸㻔ᅜ㻕

㻔㟷᳃┴㻦ே㻕

年
資料）⊂❧行ᨻἲேປാᨻ⟇◊✲・◊ಟᶵᵓ「ປാຊ㟂⤥の᥎ィ 䇷ປാຊ㟂⤥䝰䝕ル㻔2㻜1㻤年ᗘ∧㻕に

よる将来᥎ィ䇷」、 「ປാຊ㟂⤥の᥎ィ 䇷ᅜ᥎ィ㻔2㻜1㻤年ᗘ∧㻕を㋃まえた㒔㐨府┴ูヨ⟬䇷」

（ᅜ㻦ⓒே）

図1-3-1 ປാຊ౪⤥（ປാຊ 

ே 㻕ཱྀの᥎ィ  ್
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いずれのシナリオにおいても、ᮏ県においては௧22年(2040年)までに就業者数、全ኻ業

者数がいずれもῶᑡし、⤒῭ᡂ長が進むᡂ長ᐇ⌧・ປാ参ຍ進ᒎシナリオでは、ᖹᡂ29年(2017

年)にẚて就業者数で26.8％ῶ、全ኻ業者数で60.0％ῶとなり、人手足ឤがᙉまる≧ἣと

なっていくことがこのシミࣗレーションにおける⤖ᯝであり、⦰小・ᆒ⾮の≧ἣとなることがᙉ

くᠱᛕされます。(ᅗ1�3�4) 

 

 

 

次に、就業者数を産業ูにみていきます。なお、産業ู就業者数は、近年の産業ᵓ造、就業ᵓ

造のኚ化のഴ向がᑗ来にわたってྠࡌように継続するとの定により推ィされていますが、高㱋

者のቑຍにకってますますࢽーࢬの高くなる་⒪・福♴など㐣ཤのࢺレンドをそのまま用いるこ

とが㐺ษでない産業については、ูの方法で推ィされています。 

࢞・ースラインシナリオでみると、ᮏ県の産業ู就業者数は௧22年(2040年)までに電気࣋

ス・⇕供⤥・水道業を㝖いた全ての産業で就業者がῶᑡしていきます。(ᅗ1�3�5) 
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産業別就業者の増減率を3つのシナリオでみていくと、政策効果が景気動向に左右されやすい

情報通信業ではシナリオにより増減率が大きく異なっていますが、その他の産業ではシナリオに

よって大きく異なる傾向はみられません。就業者数が増加するのは、成長実現・労働参加進展シ

ナリオにおける製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、医療・福祉のみで、これら

のほかは全ての産業で減少しています。 

中でも、近年、就業者数の減少幅が大きい農林水産業や、充足率の低い建設業では、将来にわ

たって就業者数が大きく減少します。(131ページ「産業別就業者数の推移(平成17～27年)」参

照)(図1-3-6) 

 

 

 

人口減少が続き労働力人口が減少していくと、特に、労働集約型産業を中心として働き手とな

る就業者を確保できないことで必要なサービスを提供できなくなったり、産業や地域経済の縮小

につながっていくことが懸念されます。 

今は新型コロナの感染拡大の影響で弱い動きとなっている雇用情勢ではありますが、中長期的

な視点でみると、地域経済の規模を維持するためには労働力の確保が必須となります。 

次章では、これから本県の労働力の担い手となる若年層等の県内定着を進める上での課題につ

いて詳しくみていきます。 
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資料）独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計―全国推計(2018年度版)を踏まえた

都道府県別試算―」を用いて県統計分析課において作成

図1-3-6 産業別就業者数の増減率(平成29 年→令和22 年) 

＜コラム1 ビࣚンドコࣟナの青᳃県＞ 

 

あおもり創生パーࢺナーࢬ株式会社 専ົ取⥾役 ➉内 ⣖人   

 

なお⊛ጾをふるうコࣟナ⚝の中、「新しい生活ᵝ式(ࣗࢽーࣀー࣐ル)」が推ዡされ、ᾐ㏱して

きた。ാき方も、「オンラインでできることはオンラインで」となり、地域のࢪࢹタル対ᛂ力は⓶⫗

にも高まった。当初は戸ᝨいながら対ᛂした青᳃県のビࢪネス࣐ンも、ではリࣔーࢺ会議やウ࢙

ビナー聴講を当たり前にこなしている。 

これまでᗄ度となく、「報通信ᢏ⾡の発達が地域の報᱁ᕪをṇし、『地方の時௦』が来る」

とゝわれてきた。しかし、いくらᢏ⾡が発達しても、それを上手にいこなす⬟力がなければ報

᱁ᕪはᇙまらず、むしろᣑ大する。有事が地域の報リテラシーを㘫えてくれたことは、⤖ᯝ的に

喜ばしい出来事だ。 

ୡの中はいま、「ᣢ続ྍ⬟性」を合ゝⴥに新たな方向に動き始めている。ຠ率一㎶ಽの新自⏤主

⩏⤒῭のᘢᐖが大きくなってきたからだ。この流れは、わが国において㤳㒔ᅪから㐲㝸地にあり、

⤒῭ຠ率性にᝎむ青᳃県にとって、間㐪いなく㏣い㢼となる。 

目指すきጼが、人間中心の方向にリࢺࢵࢭされ、一方では、コࣟナ対ᛂにより、ྰ ᛂなしに㠀

対㠃や㠀接ゐをᐇ⌧するࢪࢹタル化・ࣟࢺࢵ࣎化の動きがຍ㏿している。Ａ㹇(人ᕤ知⬟)の活用も

これまで௨上に進ࢇでいくだろう。 

ビࣚンドコࣟナの青᳃県をᒎᮃするなら、こうしたᢏ⾡㠉新の力を味方につけ、㐲㝸地のᙅみや

人手足問㢟をඞ᭹しながら、人間性の回や環ቃ㈇荷のపῶをᶆᴶし、シンプルな新しいᬽらし

で人を呼び込み、⤒῭的なᡂᯝに⤖びつけたい。つまり、「ᐦ」がࢲメな時௦に、新たな「」のメ

リࢺࢵをしっかりと組み❧てて、ୡ⏺にッえかけていく作ᡓが有ຠだと考える。 

⚾たࡕはᕢ⡲り生活の中で、「要ᛴ」のࢡティビティに対するḧ求の大きさを再認㆑した。

自⏤な外出、多人数の飲食や会合、ス࣏ーࢶ、ⱁ⾡、ⱁ⬟、᪑行など、人々のᴦしみの᰿ᖿは「

要ᛴ」からᡂっている。 

青᳃県の「」な✵間は、ඖ来、ⴠࡕ╔き、安心ឤ、⒵しなどの要⣲をಖᣢしている。そこにࢽ

ࣗーࣀー࣐ル基準の青᳃∧「要ᛴ」のࢡティビティをຍえていけば、⚾たࡕのᬽらしは豊か

になり、その✵間を提供することで、県外・国外からの観光客を⒵し、ᴦしませることが期ᚅでき

る。したがって、後は、⚾たࡕの᪥常生活にᇙもれている、当たり前で㠀ຠ率でఱ気ない「要

ᛴ」の魅力を自ら᥀り㉳し、見┤していくことが重要となる。 

ຠ率⮳上主⩏からの⬺༷により、長㊥㞳を 来することのព⩏もこれまで௨上にࣟࢡーࢵࢬプ

されるだろう。ఱらかのきっかけで、青᳃県に興味をᣢࡕ、自㌟の役割ややりがいをឤࡌてくれる

県外の人々は確ᐇにቑຍしている。「関係人口」と呼ばれるᙼらの知ᜨと࣐ンパワーは、オンライン

の交流を࣋ースとしながら、௬に 1 月に࢝ 1㹼2 度⛬度のゼ問㢖度でも、地域ㄢ㢟の一部を的に

ኚ化させるྍ⬟性を⛎めている。また、⺬足ながら、 来に用いる❧体交通インࣇラは、ᮏ県のᚓ

ពなࢶールとしてすでに確❧している。 

⚾自㌟も、コࣟナの≧ἣがもうᑡしまったら、オンラインでいつも⧅がっている県外の௰間た

を重ねていきたい。青᳃県の「」を生かし、「要ᛴ」をᴟめるためࢢルミーティンと、リࡕ

には、ᙼらの生のኌが大いなる่⃭となるからだ。 
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➨2❶ ປാຊの☜ಖࡵࡓࡴ⤌ࡾྲྀ 

第1❶では、近年のປാ市場の動向とᮍ来のປാ㟂⤥ண についてみてきました。主に若年者の

県外流出を背景に、ᑗ来にわたってປാ力人口が大ᖜにῶᑡしていくことがண されています。 

ᮏ県の有ຠ求人ಸ率が1ಸを㉸えるようになっているにもかかわらず、౫↛として新規学༞者を

中心とした若年者が、県外でാくことを㑅ᢥし、県内でാくことを㑅ᢥしない要ᅉはどこにあるの

でしࡻうか。 

第2❶では、ປാ力人口がῶᑡしていく大きな要ᅉとなっている新規学༞者の県外流出をᢚ制し、

県内定╔をᅗっていくためのㄢ㢟について、人ᮦ(求⫋者)側とປാ市場(求人)側からそれࡒれみて

いきます。 

 

➨�⠇ ேᮦ�ປാ౪⤥ࠊồ⫋⪅�ഃࡽのせᅉศᯒ 

 

新規学༞者がാく場を㑅ᢥする㝿の視点や近年の就⫋動向を、高ᰯ生と大学生に分け、それࡒれ

を取りᕳく雇用環ቃなども㋃まえながらみていきます。 

 

� 㧗ᰯ⏕の動向 

��� ᪂つ㧗➼Ꮫ �ᰯ᪥ไ࣭ᐃไㄢ⛬�༞業⪅のᑵ⫋≧ἣ 

近年における県内の高等学ᰯの༞業者は、出生数が年々ῶᑡしてきたことを背景に、ῶᑡഴ向

が続いています。༞業後の進㊰≧ἣをみると、大学や▷期大学等への進学率が年々上᪼している

ことから、༞業者数がῶᑡする中にあっても進学者数はࡰᶓばいで推移しています。一方、就

⫋者数は༞業者数のῶᑡと相まって、就⫋者数はῶᑡഴ向がᙉまっています。(ᅗ2�1�1�1) 

就⫋者数がῶᑡするにつれて県内就⫋者数と県外就⫋者数はともにῶᑡしていますが、就⫋者

に༨める県外就⫋者数の割合をみると、ᖹᡂ28年(2016 年)3 月༞から௧2年(2020 年)3 月༞

にかけては⦆やかに上᪼するഴ向にあります。௧2年(2020年)3月に県内の高等学ᰯを༞業し

た高ᰯ生では県外就⫋率が45.0％となっており、全国で᭱も高くなっています。(ᅗ2�1�1�2) 

これを⏨女ูにみると、県外就⫋者数の割合が、⏨性では 47.2％から 48.2％へと 1.0 イン࣏

、上᪼しており、౫↛として⏨性の༙数近くが県外に就⫋している≧ἣとなっています。一方ࢺ

女性では 37.4％から 40.3％へと 2.9 てその割合はపいもの上᪼しており、⏨性とẚࢺイン࣏

の上᪼ᖜは大きく、近年の県外就⫋率の上᪼は、女性の県外就⫋者数のቑຍによるところが大き

くなっています。 (ᅗ2�1�1�3) 

県外就⫋率の全国ᖹᆒは19.2％で、他県では新規高等学ᰯ༞業者の就⫋者のうࡕ約8割は県内

にとどまることになります。しかし、ᮏ県では、ປാ力人口のῶᑡにより人手足ឤがᙉまって

いるにもかかわらず、有ຠ求人ಸ率がపかった時௦とኚわらずに、౫↛として༙数近くが県外に

就⫋しており、ゝわば他㒔道ᗓ県への「人㈈1供⤥県」の≧ែが続いています。 

                         
1 人㈈ ͐青᳃県では「人は青᳃県にとっての『㈈(たから)』である」という基ᮏ的考えから、「人」「人ᮦ」など

を「人㈈」と表しています。 
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近県の≧ἣをみると、ᒾ手県は32.7％、⛅⏣県は32.2％とᮏ県よりも10࣏インࢺ௨上పく、

就⫋者のうࡕ約7割は県内にとどまる≧ἣとなっています。  

県外就⫋率が40％を㉸えているのは、ᮏ県のかに㮵ඣ島県(44.0％)とᐑᓮ県(42.0％)のみで、

ᮏ県の県外就⫋率は他県と␗なる≧ἣとᤊえることができます。(50 高等学ᰯ༞業者の」ࢪー࣌

県外就⫋率(52年3月༞業)」参↷) 

 

 

 

 

 

 

 

�2� ᪂つ㧗➼Ꮫᰯ༞業⪅ࢆᕠࡿồேの動ࡁᑵ⫋ᕼᮃ⪅ᩘの᥎⛣ 

高ᰯ生への求人は、例年6月1᪥から受を始め、7月1᪥から求人を公開します。9月5᪥

が業への出㢪᭩㢮提出開始᪥(௧2年(2020年)は新型コࣟナのឤᰁᣑ大のᙳ㡪により10月5

᪥)となり、9月16᪥(ྠ10月16᪥)から᥇用ヨ㦂がゎ⚗となります。8月から9月にかけては、

高ᰯ生がᐇ㝿に求人報を見て、出㢪ඛをỴめる時期となります。 

これを㋃まえて、県内の新規高等学ᰯ༞業者の就⫋ᕼᮃ者数について、月ูの推移をみると、

例年、8月から9 月にかけて就⫋ᕼᮃ者数がῶᑡしています。これを、県内就⫋ᕼᮃ者数と県外

就⫋ᕼᮃ者数に分けてみると、求人報がゎ⚗される前の6月の時点では、県内就⫋ᕼᮃ者数が

県外就⫋ᕼᮃ者数を大きく上回っていますが、8月から9月にかけて県内就⫋ᕼᮃ者数がῶᑡし、

県外就⫋ᕼᮃ者数がቑຍするഴ向にあります。(ᅗ2�1�1�4) 
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➨2❶ ປാຊの☜ಖࡵࡓࡴ⤌ࡾྲྀ 

第1❶では、近年のປാ市場の動向とᮍ来のປാ㟂⤥ண についてみてきました。主に若年者の

県外流出を背景に、ᑗ来にわたってປാ力人口が大ᖜにῶᑡしていくことがண されています。 

ᮏ県の有ຠ求人ಸ率が1ಸを㉸えるようになっているにもかかわらず、౫↛として新規学༞者を

中心とした若年者が、県外でാくことを㑅ᢥし、県内でാくことを㑅ᢥしない要ᅉはどこにあるの

でしࡻうか。 

第2❶では、ປാ力人口がῶᑡしていく大きな要ᅉとなっている新規学༞者の県外流出をᢚ制し、

県内定╔をᅗっていくためのㄢ㢟について、人ᮦ(求⫋者)側とປാ市場(求人)側からそれࡒれみて

いきます。 

 

➨�⠇ ேᮦ�ປാ౪⤥ࠊồ⫋⪅�ഃࡽのせᅉศᯒ 

 

新規学༞者がാく場を㑅ᢥする㝿の視点や近年の就⫋動向を、高ᰯ生と大学生に分け、それࡒれ

を取りᕳく雇用環ቃなども㋃まえながらみていきます。 

 

� 㧗ᰯ⏕の動向 

��� ᪂つ㧗➼Ꮫ �ᰯ᪥ไ࣭ᐃไㄢ⛬�༞業⪅のᑵ⫋≧ἣ 

近年における県内の高等学ᰯの༞業者は、出生数が年々ῶᑡしてきたことを背景に、ῶᑡഴ向

が続いています。༞業後の進㊰≧ἣをみると、大学や▷期大学等への進学率が年々上᪼している

ことから、༞業者数がῶᑡする中にあっても進学者数はࡰᶓばいで推移しています。一方、就

⫋者数は༞業者数のῶᑡと相まって、就⫋者数はῶᑡഴ向がᙉまっています。(ᅗ2�1�1�1) 

就⫋者数がῶᑡするにつれて県内就⫋者数と県外就⫋者数はともにῶᑡしていますが、就⫋者

に༨める県外就⫋者数の割合をみると、ᖹᡂ28年(2016 年)3 月༞から௧2年(2020 年)3 月༞

にかけては⦆やかに上᪼するഴ向にあります。௧2年(2020年)3月に県内の高等学ᰯを༞業し

た高ᰯ生では県外就⫋率が45.0％となっており、全国で᭱も高くなっています。(ᅗ2�1�1�2) 

これを⏨女ูにみると、県外就⫋者数の割合が、⏨性では 47.2％から 48.2％へと 1.0 イン࣏

、上᪼しており、౫↛として⏨性の༙数近くが県外に就⫋している≧ἣとなっています。一方ࢺ

女性では 37.4％から 40.3％へと 2.9 てその割合はపいもの上᪼しており、⏨性とẚࢺイン࣏

の上᪼ᖜは大きく、近年の県外就⫋率の上᪼は、女性の県外就⫋者数のቑຍによるところが大き

くなっています。 (ᅗ2�1�1�3) 

県外就⫋率の全国ᖹᆒは19.2％で、他県では新規高等学ᰯ༞業者の就⫋者のうࡕ約8割は県内

にとどまることになります。しかし、ᮏ県では、ປാ力人口のῶᑡにより人手足ឤがᙉまって

いるにもかかわらず、有ຠ求人ಸ率がపかった時௦とኚわらずに、౫↛として༙数近くが県外に

就⫋しており、ゝわば他㒔道ᗓ県への「人㈈1供⤥県」の≧ែが続いています。 

                         
1 人㈈ ͐青᳃県では「人は青᳃県にとっての『㈈(たから)』である」という基ᮏ的考えから、「人」「人ᮦ」など

を「人㈈」と表しています。 
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近県の≧ἣをみると、ᒾ手県は32.7％、⛅⏣県は32.2％とᮏ県よりも10࣏インࢺ௨上పく、

就⫋者のうࡕ約7割は県内にとどまる≧ἣとなっています。  

県外就⫋率が40％を㉸えているのは、ᮏ県のかに㮵ඣ島県(44.0％)とᐑᓮ県(42.0％)のみで、

ᮏ県の県外就⫋率は他県と␗なる≧ἣとᤊえることができます。(50 高等学ᰯ༞業者の」ࢪー࣌

県外就⫋率(52年3月༞業)」参↷) 
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高ᰯ生への求人は、例年6月1᪥から受を始め、7月1᪥から求人を公開します。9月5᪥

が業への出㢪᭩㢮提出開始᪥(௧2年(2020年)は新型コࣟナのឤᰁᣑ大のᙳ㡪により10月5

᪥)となり、9月16᪥(ྠ10月16᪥)から᥇用ヨ㦂がゎ⚗となります。8月から9月にかけては、

高ᰯ生がᐇ㝿に求人報を見て、出㢪ඛをỴめる時期となります。 

これを㋃まえて、県内の新規高等学ᰯ༞業者の就⫋ᕼᮃ者数について、月ูの推移をみると、

例年、8月から9 月にかけて就⫋ᕼᮃ者数がῶᑡしています。これを、県内就⫋ᕼᮃ者数と県外

就⫋ᕼᮃ者数に分けてみると、求人報がゎ⚗される前の6月の時点では、県内就⫋ᕼᮃ者数が

県外就⫋ᕼᮃ者数を大きく上回っていますが、8月から9月にかけて県内就⫋ᕼᮃ者数がῶᑡし、

県外就⫋ᕼᮃ者数がቑຍするഴ向にあります。(ᅗ2�1�1�4) 
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新規高等学ᰯ༞業者の県内の求人ಸ率は、例年は 7 月の時点で 1 ಸを㉸え、ᖹᡂ 30 年(2018

年)3 月௨㝆の༞業者を対㇟とした県内の求人ಸ率は、業への出㢪᭩㢮提出開始となる9 月(௧

3年(2021年)༞は10月)には、2ಸ௨上となっています。10年前のᮏ県であれば、新規高等学

ᰯ༞業者の求人ಸ率が1ಸを若ᖸ上回る≧ែが続き(49 高等学ᰯ༞業者の県内求人ಸ率」ࢪー࣌

の推移」参↷)、新規高等学ᰯ༞業者に対する求人も多くあったとはゝえないことから、⫋を求め

て県外に就⫋するというケースが多かったと考えられますが、新規高等学ᰯ༞業者に対する求人

ಸ率が2ಸを㉸えるようになったにおいても、高ᰯ生が県外就⫋を志向するのにはどういっ

た背景があるのでしࡻうか。 

これは、県内業では県外業よりも求人報の提出が㐜いഴ向にあり、高ᰯ生が県内求人よ

りも県外求人をඛに目にするといったᙳ㡪が考えられます。また、ඛにゐれたとおり、公開され

た求人報を見て、県内求人に自分のᕼᮃする仕事の内ᐜや✀㢮がない、求めるᚅ㐝がないこと

などから、県内就⫋ᕼᮃから県外就⫋ᕼᮃ等にษり᭰えていることがあるのではないでしࡻうか。

求人報の提出時期は、就⫋内定時期にもᙳ㡪します。県外業は求人報の提出が᪩いため、

10月には就⫋内定率が90％に達します。一方で、県内の就⫋内定率は1月になってから90％ྎ

に達します。(ᅗ2�1�1�5) 

さらに、就⫋活動を始めた高ᰯ生には、᥇用ヨ㦂のゎ⚗時に複数の業の㑅考ヨ㦂を受けられ

ず、1人 1 社の体制で᥇用ヨ㦂に⮫む制約があります。求人報の公開から出㢪᭩㢮の提出時期
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までの短期間で、高校生が良い条件を求め、早期に就職先を確保したいという思いから県外就職

希望に移行することもあるのではないでしょうか。 

 

 

 

 

次に、高等学校(全日制・定時制課程)卒業者の就職者数を卒業学科別でみると、普通科以外の

専門系の学科で多くなっています。中でも、就職者数が最も多いのは工業系の学科で、令和2年

(2020年)3月の卒業者数は普通科6,382人に対して工業系は1,590人であるにもかかわらず、工

業系の就職者数は普通科を上回っています。この工業系の学科では約6割が県外に就職しており、

工業系卒業者の専門性を高次元に活かせる求人が、県内に比べて県外に多いことも一つの要因で

はないでしょうか。(図2-1-1-6) 
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新規高等学ᰯ༞業者の県内の求人ಸ率は、例年は 7 月の時点で 1 ಸを㉸え、ᖹᡂ 30 年(2018

年)3 月௨㝆の༞業者を対㇟とした県内の求人ಸ率は、業への出㢪᭩㢮提出開始となる9 月(௧

3年(2021年)༞は10月)には、2ಸ௨上となっています。10年前のᮏ県であれば、新規高等学

ᰯ༞業者の求人ಸ率が1ಸを若ᖸ上回る≧ែが続き(49 高等学ᰯ༞業者の県内求人ಸ率」ࢪー࣌

の推移」参↷)、新規高等学ᰯ༞業者に対する求人も多くあったとはゝえないことから、⫋を求め

て県外に就⫋するというケースが多かったと考えられますが、新規高等学ᰯ༞業者に対する求人

ಸ率が2ಸを㉸えるようになったにおいても、高ᰯ生が県外就⫋を志向するのにはどういっ

た背景があるのでしࡻうか。 

これは、県内業では県外業よりも求人報の提出が㐜いഴ向にあり、高ᰯ生が県内求人よ

りも県外求人をඛに目にするといったᙳ㡪が考えられます。また、ඛにゐれたとおり、公開され

た求人報を見て、県内求人に自分のᕼᮃする仕事の内ᐜや✀㢮がない、求めるᚅ㐝がないこと

などから、県内就⫋ᕼᮃから県外就⫋ᕼᮃ等にษり᭰えていることがあるのではないでしࡻうか。

求人報の提出時期は、就⫋内定時期にもᙳ㡪します。県外業は求人報の提出が᪩いため、

10月には就⫋内定率が90％に達します。一方で、県内の就⫋内定率は1月になってから90％ྎ

に達します。(ᅗ2�1�1�5) 

さらに、就⫋活動を始めた高ᰯ生には、᥇用ヨ㦂のゎ⚗時に複数の業の㑅考ヨ㦂を受けられ

ず、1人 1 社の体制で᥇用ヨ㦂に⮫む制約があります。求人報の公開から出㢪᭩㢮の提出時期
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までの短期間で、高校生が良い条件を求め、早期に就職先を確保したいという思いから県外就職

希望に移行することもあるのではないでしょうか。 
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��� ⏘業ูࡓࡳồே┴ෆᑵ⫋⪅の≧ἣ 

次に、新規高等学ᰯ༞業者の県内求人数に対する県内就⫋者数、就⫋者数に対する県内就⫋者

数の割合を産業ูにみてみます。 

県内求人数に対する県内就⫋者数の割合が᭱もపい建設業では、就⫋者数に対する県内就⫋者

の割合が50.7％にとどまっています。また、ᐟἩ業、飲食ࢧービス業や報通信業などでも、県

内求人数に対する県内就⫋者数の割合が30％前後にとどまっており、就⫋者数に対する県内就⫋

者数の割合も27㹼40％にとどまっています。 

これらの産業については、県内に༑分な㔞の仕事があるものの、就⫋者の多くは県外へ㌿出し

ていることがうかがえます。(ᅗ2�1�1�7) 

 

 

 

 

県内の新規高等学ᰯ༞業者の求人ಸ率が1ಸを若ᖸ上回っていた時௦と␗なり、就⫋ᕼᮃ者数

௨上の求人がある≧ἣにおいて、新規高等学ᰯ༞業者の県内定╔をᅗるためには、求人報の公

開前の時点で県内就⫋をᕼᮃしていた高ᰯ生を、当初のᕼᮃどおり県内就⫋につなげていくため

の取組や支が必要であると考えられます。 

ᕼᮃにあった求人がないことで、県内就⫋からやむなく県外就⫋にኚ᭦するといったミスࢵ࣐

をゎᾘするためには、ᚅ㐝のᨵၿにຍえ、ᕤ業⣔の学科など専㛛的知㆑・ᢏ⾡を活かせるようࢳ

な多ᵝな求人も求められます。また、求人報を᪩期に提出することで、高ᰯ生が᪩い時期から

就⫋ඛの㑅ᢥ⫥として県内就⫋を考える時間的なవ⿱を作っていくことが必要です。 

 

県内就⫋した高ᰯ生の定╔をᅗるため、᪩期の㞳⫋を㜵ぐ取組も重要です。県内に就⫋した新

規高等学ᰯ༞業者の㞳⫋の≧ἣをみると、ᮏ県の就⫋後 3 年௨内の㞳⫋率は産業全体で 41.6％
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と、全国の39.5％より高く、就職後の年数が経過するにつれて高くなっていきます。(51ページ

「新規学卒者の離職状況」参照) 

社内で人材育成を図り、社員を定着させることは、初めて働く場を選ぶ高校生にとって、長く

働いていける職場といった安心感から有力な選択肢になるとともに、職業選択に当たって高校生

に助言する保護者や教員にとっても優位な材料となります。また、就職先や職業に対するイメー

ジが実際の就労と相違することで早期離職の要因の一つになり得ることから、高校在学時の職場

体験の実施も重要と考えられます。 

 

2 大学生等からの視点 

(1) 大学生の動向 

県内大学の入学者数をみると、県内高校出身者数の割合は平成23年度(2011年度)以降55％前

後で推移していましたが、令和元年度(2019 年度)以降低下し、令和2年度(2020年度)は54.4％

となっています。一方、就職内定者数に占める県内就職者数の割合は平成23 年(2011 年)以降低

下傾向にあり、令和2年(2020年)3月に県内の大学を卒業した学生では31.3％となっています。

入学年次の県内高校出身者数の割合と、4 年後の卒業年次の県内就職内定者数の割合を比較する

と、県内高校出身者数の割合より県内就職者数の割合が低い状況が続いており、その差は拡大す

る傾向にあります。 (図2-1-2-1) 

近県の岩手県、秋田県に所在する大学の状況と比較してみると、両県とも本県と同様に入学者

数に占める県内出身者数の割合よりも卒業年次における県内就職内定者数の割合が低くなってい

ますが、その差は本県よりかなり小さくなっています。 (図2-1-2-2) 

 

 

 

  

また、卒業予定者数を男女別にみると、男女ともに県外就職者数は増加しています。男性は県

内就職率の低下により、女性は卒業予定者の増加とともに県外就職者数が増加している状況にあ

り、県外就職者数の増加傾向に歯止めがかかっていないことがうかがわれます。(図2-1-2-3) 

 

 

 

 

1,802 1,686 1,774 1,794 1,873 1,845 1,948 2,037 1,886 1,881

1,359
1,341

1,446 1,430 1,375 1,464 1,473 1,374 1,544 1,574

57.0 55.7 55.1 55.6 57.7 55.8 56.9 59.7
55.0

54.4

34.5 33.4 32.5 32.5 32.4 31.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H23 24 25 26 27 28 29 30 31 R2年

県内に所在する大学の県内出身者と県内就職者の割合

県外高校出身者数
県内高校出身者数
県内出身者の割合（右目盛）
卒業年次での就職内定者に占める県内就職者割合（右目盛）

（人） （％）

資料）文部科学省「学校基本調査」、青森労働局「新規大学等卒業予定者就職内定等状況（各年3月末現在）」

度

1,845

1,187
844826 768

515

1,464 1,271 1,230

1,810

1,063 1,073

55.8

48.3

40.7

31.3

41.9

32.4

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

青森県 岩手県 秋田県

北東北3県に所在する大学の入学者数と県内就職内定者数

H28県内高校出身者数
R2.3月卒県内就職内定者数
H28県外高校出身者数
R2.3月卒県外就職内定者数
H28県内出身者の割合（右目盛）
R2.3月卒就職内定者に占める県内就職者割合（右目盛）

（人） （％）

資料）文部科学省「令和2年度学校基本調査」、青森労働局、岩手労働局、秋田労働局
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図2-1-2-1 県内に所在する大学の入学者数 

         と県内就職内定者数の割合 

図2-1-2-2 北東北3 県に所在する大学の 

      入学者数と県内就職内定者数 
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��� ⏘業ูࡓࡳồே┴ෆᑵ⫋⪅の≧ἣ 

次に、新規高等学ᰯ༞業者の県内求人数に対する県内就⫋者数、就⫋者数に対する県内就⫋者

数の割合を産業ูにみてみます。 

県内求人数に対する県内就⫋者数の割合が᭱もపい建設業では、就⫋者数に対する県内就⫋者

の割合が50.7％にとどまっています。また、ᐟἩ業、飲食ࢧービス業や報通信業などでも、県

内求人数に対する県内就⫋者数の割合が30％前後にとどまっており、就⫋者数に対する県内就⫋

者数の割合も27㹼40％にとどまっています。 

これらの産業については、県内に༑分な㔞の仕事があるものの、就⫋者の多くは県外へ㌿出し

ていることがうかがえます。(ᅗ2�1�1�7) 

 

 

 

 

県内の新規高等学ᰯ༞業者の求人ಸ率が1ಸを若ᖸ上回っていた時௦と␗なり、就⫋ᕼᮃ者数

௨上の求人がある≧ἣにおいて、新規高等学ᰯ༞業者の県内定╔をᅗるためには、求人報の公

開前の時点で県内就⫋をᕼᮃしていた高ᰯ生を、当初のᕼᮃどおり県内就⫋につなげていくため

の取組や支が必要であると考えられます。 

ᕼᮃにあった求人がないことで、県内就⫋からやむなく県外就⫋にኚ᭦するといったミスࢵ࣐

をゎᾘするためには、ᚅ㐝のᨵၿにຍえ、ᕤ業⣔の学科など専㛛的知㆑・ᢏ⾡を活かせるようࢳ

な多ᵝな求人も求められます。また、求人報を᪩期に提出することで、高ᰯ生が᪩い時期から

就⫋ඛの㑅ᢥ⫥として県内就⫋を考える時間的なవ⿱を作っていくことが必要です。 

 

県内就⫋した高ᰯ生の定╔をᅗるため、᪩期の㞳⫋を㜵ぐ取組も重要です。県内に就⫋した新

規高等学ᰯ༞業者の㞳⫋の≧ἣをみると、ᮏ県の就⫋後 3 年௨内の㞳⫋率は産業全体で 41.6％
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と、全国の39.5％より高く、就職後の年数が経過するにつれて高くなっていきます。(51ページ

「新規学卒者の離職状況」参照) 

社内で人材育成を図り、社員を定着させることは、初めて働く場を選ぶ高校生にとって、長く

働いていける職場といった安心感から有力な選択肢になるとともに、職業選択に当たって高校生

に助言する保護者や教員にとっても優位な材料となります。また、就職先や職業に対するイメー

ジが実際の就労と相違することで早期離職の要因の一つになり得ることから、高校在学時の職場

体験の実施も重要と考えられます。 

 

2 大学生等からの視点 

(1) 大学生の動向 

県内大学の入学者数をみると、県内高校出身者数の割合は平成23年度(2011年度)以降55％前

後で推移していましたが、令和元年度(2019 年度)以降低下し、令和2年度(2020年度)は54.4％

となっています。一方、就職内定者数に占める県内就職者数の割合は平成23 年(2011 年)以降低

下傾向にあり、令和2年(2020年)3月に県内の大学を卒業した学生では31.3％となっています。

入学年次の県内高校出身者数の割合と、4 年後の卒業年次の県内就職内定者数の割合を比較する

と、県内高校出身者数の割合より県内就職者数の割合が低い状況が続いており、その差は拡大す

る傾向にあります。 (図2-1-2-1) 

近県の岩手県、秋田県に所在する大学の状況と比較してみると、両県とも本県と同様に入学者

数に占める県内出身者数の割合よりも卒業年次における県内就職内定者数の割合が低くなってい

ますが、その差は本県よりかなり小さくなっています。 (図2-1-2-2) 

 

 

 

  

また、卒業予定者数を男女別にみると、男女ともに県外就職者数は増加しています。男性は県

内就職率の低下により、女性は卒業予定者の増加とともに県外就職者数が増加している状況にあ

り、県外就職者数の増加傾向に歯止めがかかっていないことがうかがわれます。(図2-1-2-3) 
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「令和2年3月新規大学等卒業予定者就職内定等状況」（令和2年3月末現在）

図2-1-2-1 県内に所在する大学の入学者数 

         と県内就職内定者数の割合 

図2-1-2-2 北東北3 県に所在する大学の 

      入学者数と県内就職内定者数 
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 次に、弘前大学がᖹᡂ31年(2019年)4月のධ学者(1年生)を対㇟に行った「大学生の地ඖព㆑

と就業に関するព㆑ㄪᰝ」で、ᮏ県出㌟学生とᾏ道出㌟学生の地ඖ就⫋ᕼᮃの割合をみると、

産業全体ではᮏ県出㌟者の地ඖ就⫋ᕼᮃ者の割合が 66.5％であるのに対し、ᾏ道出㌟者では

76.4％と約10࣏インࢺの開きがあります。 

ᖹᡂ 28 年(2016 年)にᾏ道内の大学にධ学した道内高ᰯ出㌟者数の割合は 73.7％(学ᰯ基ᮏ

ㄪᰝ)であり、௧ 2 年(2020 年)3 月にᾏ道内の大学を༞業した就⫋内定者数のうࡕ道内就⫋

者数の割合は57.0％(ᾏ道ປാᒁ「௧2年3月新規大学等༞業者の就⫋≧ἣ」)と、道内大学

ධ学者数に༨める道内出㌟者数の割合よりも༞業年次における道内就⫋内定者数の割合はపくな

っていますが、そのᕪはᮏ県よりもかなり小さく、いずれの⤖ᯝからみてもᾏ道出㌟者はᮏ県

にẚ地ඖ志向がᙉいことがわかります。 

弘前大学のㄪᰝ⤖ᯝを産業ูにみると、飲食業・ᐟἩ業ではᾏ道は81.3％が地ඖをᕼᮃして

いるのに対し、ᮏ県では52.2％となっており、୧地域間に大きなᕪがあることがわかります。建

設業、〇造業、㐠㍺・通信業においてもᕪがみられます。 

この要ᅉについては、弘前大学の分ᯒでは、୧地域の産業ᵓ造や産業基┙のᕪをᫎしている

とᛮわれ、特に、国㝿的な観光地として知名度が高いᾏ道では、飲食業・ᐟἩ業をᕼᮃしてい

る若者にᙉい地ඖ志向がみられるのに対し、ᮏ県のྠ産業では地ඖᕼᮃ者が༙数⛬度にとどまっ

ていると報࿌されています。 (ᅗ2�1�2�4)  
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図2-1-2-㻠 㟷᳃┴䛸ᾏ㐨ฟ㌟者のᆅඖ就職希望（⏘業 ）ู 
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(2) 大学生等の将来選択における意識 

令和2年(2020年)7～9月に県企画調整課が、県内の大学、短期大学(以下、「県内大学等」とい

う。)に在籍する学生(回答者数 2,006 人)と県内大学等に在籍する学生の保護者及び県外協定締

結大学に在籍する県内出身学生の保護者(回答者数1,326人)を対象に行った「若者の将来選択に

関するアンケート調査」の結果から、大学生、短期大学生とその保護者の意識についてみていき

ます。 

 

県内の大学に在籍する学生のうち県内出身者の就職希望地をみると、「県内を希望」、「どちらか

といえば県内を希望」とした学生の割合は 61.4％、「県外を希望」、「どちらかといえば県外を希

望」とした学生の割合は38.6％となっています。 

県内希望(どちらかといえば県内を希望を含む)の学生の割合を男女別にみると、男性が63.7％

と女性を3.8ポイント上回っています。 (図2-1-2-5) 

(1)でみた弘前大学の調査結果と同様に、県内就職希望の割合は6割を超えていますが、先にみ

たとおり就職内定時には県内就職者の割合が県内出身者の45％程度まで低下することから、高校

生の職業選択と同様に、就職活動開始時期から内定に至るまでの段階において、県内希望から県

外希望に移行する学生が多いと推測されます。 

 

 

次に、県内の大学等に在籍する県内出身学生のうち、「県内を希望」、「どちらかといえば県内を

希望」とした学生について県内就職を希望する理由をみると、「地元で就職したいから」、「青森県

内が安心できるから」、「実家から通えるから」、「青森県内の暮らしが快適だから」、「地元に貢献

したいから」の回答割合が高く、「地元」「県内」「実家」といったキーワードが含まれる選択肢が

上位となっています。 (図2-1-2-6) 
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者数の割合は57.0％(ᾏ道ປാᒁ「௧2年3月新規大学等༞業者の就⫋≧ἣ」)と、道内大学

ධ学者数に༨める道内出㌟者数の割合よりも༞業年次における道内就⫋内定者数の割合はపくな

っていますが、そのᕪはᮏ県よりもかなり小さく、いずれの⤖ᯝからみてもᾏ道出㌟者はᮏ県

にẚ地ඖ志向がᙉいことがわかります。 

弘前大学のㄪᰝ⤖ᯝを産業ูにみると、飲食業・ᐟἩ業ではᾏ道は81.3％が地ඖをᕼᮃして

いるのに対し、ᮏ県では52.2％となっており、୧地域間に大きなᕪがあることがわかります。建

設業、〇造業、㐠㍺・通信業においてもᕪがみられます。 

この要ᅉについては、弘前大学の分ᯒでは、୧地域の産業ᵓ造や産業基┙のᕪをᫎしている

とᛮわれ、特に、国㝿的な観光地として知名度が高いᾏ道では、飲食業・ᐟἩ業をᕼᮃしてい

る若者にᙉい地ඖ志向がみられるのに対し、ᮏ県のྠ産業では地ඖᕼᮃ者が༙数⛬度にとどまっ

ていると報࿌されています。 (ᅗ2�1�2�4)  
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(2) 大学生等の将来選択における意識 

令和2年(2020年)7～9月に県企画調整課が、県内の大学、短期大学(以下、「県内大学等」とい

う。)に在籍する学生(回答者数 2,006 人)と県内大学等に在籍する学生の保護者及び県外協定締

結大学に在籍する県内出身学生の保護者(回答者数1,326人)を対象に行った「若者の将来選択に

関するアンケート調査」の結果から、大学生、短期大学生とその保護者の意識についてみていき

ます。 

 

県内の大学に在籍する学生のうち県内出身者の就職希望地をみると、「県内を希望」、「どちらか

といえば県内を希望」とした学生の割合は 61.4％、「県外を希望」、「どちらかといえば県外を希

望」とした学生の割合は38.6％となっています。 

県内希望(どちらかといえば県内を希望を含む)の学生の割合を男女別にみると、男性が63.7％

と女性を3.8ポイント上回っています。 (図2-1-2-5) 

(1)でみた弘前大学の調査結果と同様に、県内就職希望の割合は6割を超えていますが、先にみ

たとおり就職内定時には県内就職者の割合が県内出身者の45％程度まで低下することから、高校

生の職業選択と同様に、就職活動開始時期から内定に至るまでの段階において、県内希望から県

外希望に移行する学生が多いと推測されます。 

 

 

次に、県内の大学等に在籍する県内出身学生のうち、「県内を希望」、「どちらかといえば県内を

希望」とした学生について県内就職を希望する理由をみると、「地元で就職したいから」、「青森県

内が安心できるから」、「実家から通えるから」、「青森県内の暮らしが快適だから」、「地元に貢献

したいから」の回答割合が高く、「地元」「県内」「実家」といったキーワードが含まれる選択肢が

上位となっています。 (図2-1-2-6) 
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資料）県企画調整課「若者の将来選択に関するアンケート調査」（令和2年度）を用いて県統計分析課に

おいて作成 ※短期大学、無回答を除く

N=1020

図2-1-2-5 就職希望地（県内出身者・大学生） 
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「県外をᕼᮃ」、「どࡕらかといえば県外をᕼᮃ」とした学生について、県外就⫋をᕼᮃする理

⏤をみると、「㒔会に魅力をឤࡌるから」、「ᐇ家から㞳れて生活したいから」という㒔会志向の理

⏤のか、「㈤㔠」「ᚅ㐝」などの࢟ーワードが含まれている㑅ᢥ⫥が上位となっています。 (ᅗ

2�1�2�7) 

 

  このように、県内就⫋をᕼᮃする学生は、仕事よりも地ඖでのᬽらしをඃඛしたいのに対して、

県外就⫋をᕼᮃする学生は、㒔会でᬽらしたいとのᛮいがあるか、㈤㔠やᚅ㐝など、仕事の条
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図2-1-2-6 ┴内就職を希望する⌮⏤（┴内ฟ㌟Ꮫ生・」ᩘᅇ⟅・ୖ1㻜 㡯┠） 

図2-1-2-㻣 ┴እ就職を希望する⌮⏤（┴内ฟ㌟Ꮫ生・」ᩘᅇ⟅・ୖ1㻜 㡯┠） 
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件も重視する傾向があるとうかがえます。 

 

  次に、保護者の意識をみてみます。県内在住の保護者に子どもの就職希望先を尋ねた結果では、

「青森県内で就職してほしい」が47.3％、「どちらでも良い」が45.3％と同じ位の回答割合とな

りました。これを子どもの性別でみると、「青森県内に就職してほしい」割合は、子どもが男性の

場合は39.1％であるのに対し、子どもが女性の場合は53.6％となっており、14.5 ポイントの差

があります。 

また、大学の所在地別でみると、子どもが県外の大学の場合、「青森県内に就職してほしい」の

割合は子どもが県内大学等の場合と比べてかなり低くなっています。(図2-1-2-8) 

 

次に、就職希望地について、保護者と学生を紐づけてみてみると、保護者が「青森県外で就職

してほしい」と希望している場合、子どもが県内就職を希望する割合は極端に低くなっています。

このように、保護者が「青森県外で就職してほしい」と希望している場合、子どもの県内就職割

合に大きく影響していることがうかがわれます。(図2-1-2-9) 

ただし、この場合であっても、「どちらかといえば県内」を含めた割合ではそれほど低いわけで

はないことから、大学在学中の取組により意識を変化させることも可能と考えられます。 

 

 

 

 

  保護者が子どもの就職希望地を選択した理由についてみると、「県内で就職してほしい」と希望

する保護者では、「何かあった時にすぐ対応できるから」、「安心できる所で暮らしてほしいから」、

「地元で就職してほしいから」といった、地元の暮らしを優先させる傾向となっています。 

一方、「県外で就職してほしい」、「どちらでも良い」と希望する保護者は、「様々な経験を積ん

でほしいから」、「大学等で身につけた技術や資格を生かすことができるから」、「子どもが希望す

る会社や仕事があるから」といった仕事の条件を優先させる傾向となっています。このような傾

向は、学生自身の希望理由と合致しており、理由からみても保護者の意向が学生自身の就職希望

地に影響していることが推察されます。 

 

また、「県外で就職してほしい」、「どちらでも良い」という保護者では、「本当は青森県内で就

職してほしいが県内には良い仕事がないから」の割合も高く、本当は子どもには県内にいてほし
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を用いて県統計分析課において作成 ※短期大学を含む
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図2-1-2-8 保護者の希望 

                 （保護者が県内在住） 

図2-1-2-9 保護者と学生の就職希望 

（保護者が県内在住・県内出身学生） 
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⏤のか、「㈤㔠」「ᚅ㐝」などの࢟ーワードが含まれている㑅ᢥ⫥が上位となっています。 (ᅗ
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  このように、県内就⫋をᕼᮃする学生は、仕事よりも地ඖでのᬽらしをඃඛしたいのに対して、
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※▷ᮇ大Ꮫをྵ䜐

（％）

⏨ᛶ 㻺㻩1㻡㻠 ዪᛶ 㻺㻩3㻤3

図2-1-2-6 ┴内就職を希望する⌮⏤（┴内ฟ㌟Ꮫ生・」ᩘᅇ⟅・ୖ1㻜 㡯┠） 

図2-1-2-㻣 ┴እ就職を希望する⌮⏤（┴内ฟ㌟Ꮫ生・」ᩘᅇ⟅・ୖ1㻜 㡯┠） 
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件も重視する傾向があるとうかがえます。 

 

  次に、保護者の意識をみてみます。県内在住の保護者に子どもの就職希望先を尋ねた結果では、

「青森県内で就職してほしい」が47.3％、「どちらでも良い」が45.3％と同じ位の回答割合とな

りました。これを子どもの性別でみると、「青森県内に就職してほしい」割合は、子どもが男性の

場合は39.1％であるのに対し、子どもが女性の場合は53.6％となっており、14.5 ポイントの差

があります。 

また、大学の所在地別でみると、子どもが県外の大学の場合、「青森県内に就職してほしい」の

割合は子どもが県内大学等の場合と比べてかなり低くなっています。(図2-1-2-8) 

 

次に、就職希望地について、保護者と学生を紐づけてみてみると、保護者が「青森県外で就職

してほしい」と希望している場合、子どもが県内就職を希望する割合は極端に低くなっています。

このように、保護者が「青森県外で就職してほしい」と希望している場合、子どもの県内就職割

合に大きく影響していることがうかがわれます。(図2-1-2-9) 

ただし、この場合であっても、「どちらかといえば県内」を含めた割合ではそれほど低いわけで

はないことから、大学在学中の取組により意識を変化させることも可能と考えられます。 

 

 

 

 

  保護者が子どもの就職希望地を選択した理由についてみると、「県内で就職してほしい」と希望

する保護者では、「何かあった時にすぐ対応できるから」、「安心できる所で暮らしてほしいから」、

「地元で就職してほしいから」といった、地元の暮らしを優先させる傾向となっています。 

一方、「県外で就職してほしい」、「どちらでも良い」と希望する保護者は、「様々な経験を積ん

でほしいから」、「大学等で身につけた技術や資格を生かすことができるから」、「子どもが希望す

る会社や仕事があるから」といった仕事の条件を優先させる傾向となっています。このような傾

向は、学生自身の希望理由と合致しており、理由からみても保護者の意向が学生自身の就職希望

地に影響していることが推察されます。 

 

また、「県外で就職してほしい」、「どちらでも良い」という保護者では、「本当は青森県内で就

職してほしいが県内には良い仕事がないから」の割合も高く、本当は子どもには県内にいてほし
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保護者の希望（県内在住の保護者）

青森県内で就職してほしい 青森県外で就職してほしい

どちらでも良い 無回答

資料）県企画調整課「若者の将来選択に関するアンケート調査」（令和2年度）を

用いて県統計分析課において作成 ※短期大学を含む
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資料）県企画調整課「若者の将来選択に関するアンケート調査」（令和2年度）

を用いて県統計分析課において作成 ※短期大学を含む

N=445

図2-1-2-8 保護者の希望 

                 （保護者が県内在住） 

図2-1-2-9 保護者と学生の就職希望 

（保護者が県内在住・県内出身学生） 
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いといった思いもうかがわれます。(図2-1-2-10) 

 

 

 

次に、県内出身学生が将来的にどこに住みたいかという就職後の見通しをみると、県内就職を

希望する学生では、「そのまま県内に住み続けたい」の割合が8割を超えています。どちらかとい

えば県内を希望する学生では、「そのまま県内に住み続けたい」の割合が 68.5％とその割合が低

下し、特に女性が63.9％と低下の傾向が強くなっています。(図2-1-2-11) 

  同様に県外就職を希望する学生では、「将来的には青森県に戻りたい」の割合が33.0％で、「そ

のまま県外に住み続けたい」の割合55.4％を大きく下回っていますが、どちらかといえば県外を

希望する学生では「将来的に青森県に戻りたい」の割合が 48.6％となっており、「そのまま県外

に住み続けたい」の割合41.0％を超える結果となっています。卒業後は実家から離れ、都会での

生活や仕事に憧れ県外就職を希望するものの、県外での経験を積んだ後には、青森県に戻りたい

と考えている学生も少なくありません。特に女性では53.9％が将来的には青森県に戻ることを希

望しています。(図2-1-2-12) 
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待遇（福利厚生、研修、寮完備など）が良い企業があるから

都会は危険が多く心配だから

子どもの就職希望地を選択した理由（保護者が県内在住・上位10項目）
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どちらでも良い

（％）

資料）県企画調整課「若者の将来選択に関するアンケート調査」(令和2年度)を用いて県統計分析課において作成
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どちらかといえば県内を希望
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県内就職後の見通し（県内出身・県内就職希望者）

そのまま県内に住み続けたい 将来的には県外に住みたい

その他 無回答

資料）県企画調整課「若者の将来選択に関するアンケート調査」（令和2年度）を用いて

県統計分析課において作成 ※短期大学を含む
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その他 無回答

資料）県企画調整課「若者の将来選択に関するアンケート調査」（令和2年度）を用いて

県統計分析課において作成 ※短期大学を含む

N=327

N=210

図2-1-2-10 子どもの就職希望地を選択した理由 

              （保護者が県内在住・複数回答・上位10 項目） 

図2-1-2-11 県内就職後の見通し（県内出身学生・県内就職希望者） 図2-1-2-12 県外就職後の見通し（県内出身学生・県外就職希望者） 

153 

 

学生が将来暮らす場所を選択する際に重視していることを、県内出身学生と県外出身学生別に

みていきます。県内出身学生、県外出身学生ともに、「ゆったりと暮らすことができる(時間・空

間・心)こと」が最も高い割合となり、最近の学生は収入や仕事の内容よりも時間的、心理的なゆ

とりを重視している傾向がうかがわれます。次に高かったのは、「交通の利便性が良いこと」で、

就業地を問わず交通インフラは不可欠ということがうかがわれます。 

また、県内出身学生では、「高収入な仕事につけること」、「家賃など生活コストが低い地域であ

ること」が県外出身学生より高い傾向となっています。 

「家族が暮らす地元であること」、「地域に貢献できること」は、県外出身学生が県内出身学生

より多く重視しており、先に紹介した弘前大学の調査結果と同様に、県外出身者は県内出身者よ

りも出身地への回帰志向が強いことがうかがわれます。(図2-1-2-13) 

 

 

 

  青森県がどのように変わったら青森県内での就職を勧めたいかを、県内在住の保護者と県外在

住の保護者に分けてみていくと、「高収入な仕事があること」で12.1ポイント、「仕事の種類が多

いこと」で11.1ポイント、県内在住の保護者が県外在住の保護者を上回っています。(図2-1-2-

14) 
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将来暮らす場所で重視すること（県内に在籍する学生・上位10項目）

県内出身者

県外出身者

資料）県企画調整課「若者の将来選択に関するアンケート調査」（令和2年度）を用いて県統計分析課において作成

※短期大学を含む、無回答を除く

（％）

県内 N=1474

県外 N=526

図2-1-2-13 将来暮らす場所で重視すること（県内大学等に在籍する学生・複数回答・上位10 項目） 
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いといった思いもうかがわれます。(図2-1-2-10) 

 

 

 

次に、県内出身学生が将来的にどこに住みたいかという就職後の見通しをみると、県内就職を

希望する学生では、「そのまま県内に住み続けたい」の割合が8割を超えています。どちらかとい

えば県内を希望する学生では、「そのまま県内に住み続けたい」の割合が 68.5％とその割合が低

下し、特に女性が63.9％と低下の傾向が強くなっています。(図2-1-2-11) 
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希望する学生では「将来的に青森県に戻りたい」の割合が 48.6％となっており、「そのまま県外

に住み続けたい」の割合41.0％を超える結果となっています。卒業後は実家から離れ、都会での

生活や仕事に憧れ県外就職を希望するものの、県外での経験を積んだ後には、青森県に戻りたい

と考えている学生も少なくありません。特に女性では53.9％が将来的には青森県に戻ることを希
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図2-1-2-10 子どもの就職希望地を選択した理由 

              （保護者が県内在住・複数回答・上位10 項目） 

図2-1-2-11 県内就職後の見通し（県内出身学生・県内就職希望者） 図2-1-2-12 県外就職後の見通し（県内出身学生・県外就職希望者） 
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学生が将来暮らす場所を選択する際に重視していることを、県内出身学生と県外出身学生別に

みていきます。県内出身学生、県外出身学生ともに、「ゆったりと暮らすことができる(時間・空

間・心)こと」が最も高い割合となり、最近の学生は収入や仕事の内容よりも時間的、心理的なゆ

とりを重視している傾向がうかがわれます。次に高かったのは、「交通の利便性が良いこと」で、

就業地を問わず交通インフラは不可欠ということがうかがわれます。 

また、県内出身学生では、「高収入な仕事につけること」、「家賃など生活コストが低い地域であ

ること」が県外出身学生より高い傾向となっています。 

「家族が暮らす地元であること」、「地域に貢献できること」は、県外出身学生が県内出身学生

より多く重視しており、先に紹介した弘前大学の調査結果と同様に、県外出身者は県内出身者よ

りも出身地への回帰志向が強いことがうかがわれます。(図2-1-2-13) 
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住の保護者に分けてみていくと、「高収入な仕事があること」で12.1ポイント、「仕事の種類が多

いこと」で11.1ポイント、県内在住の保護者が県外在住の保護者を上回っています。(図2-1-2-
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資料）県企画調整課「若者の将来選択に関するアンケート調査」（令和2年度）を用いて県統計分析課において作成

※短期大学を含む、無回答を除く

（％）

県内 N=1474

県外 N=526

図2-1-2-13 将来暮らす場所で重視すること（県内大学等に在籍する学生・複数回答・上位10 項目） 
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 高ᰯ生とྠᵝに大学生においても、ᮏ県出㌟者の大༙が就⫋の㝿に県外流出しています。ま

た、当初は県内就⫋をᕼᮃしていても、就⫋内定時までに県外就⫋に㌿する学生が多くなっ

ています。 

ㄪᰝの⤖ᯝから、県内就⫋をᕼᮃする学生は、地ඖでാきたいといった地ඖでのࢺンケー 

ᬽらしを重視し、県外就⫋をᕼᮃする学生においては㒔会でᬽらしたいとのᛮいにຍえ、㈤㔠

やᚅ㐝など仕事の条件を重視するഴ向がᙉいことがうかがわれました。 

   また、県外就⫋をᕼᮃする学生の中には、ᑗ来的には青᳃県にᡠりたいと考えている学生が

ᑡなくないことがみてとれます。県外からのＵ・㹇・Ｊターンの≧ἣについては、第3❶でみ

ていきますが、県外に進学した学生を含めてＵ・㹇・Ｊターンのᕼᮃ者が₯在的に存在するこ

とは、ᛴ⃭なປാ力人口のῶᑡがᠱᛕされるᮏ県にとって、ປാ力人口ῶᑡをᢚṆする一ຓと

なりᚓます。 

ᑡ子化・高㱋化により生産年㱋人口のῶᑡは進ࢇでいますが、ᮏ県には高等教育機関が多く

存在するため、県内大学等に在⡠する学生数はᶓばいで推移しています。さらには学生の県内

出㌟者ẚ率が高いという࣏テンシࣕルがあります。しかし、⌧≧では県内就⫋率はపく、この

テンシࣕルが活かしきれていない≧ἣと考えられることから、新規学༞者にᮏ県をാく場と࣏

して㑅ࢇでもらうためには、在学中からの学生へのാきかけや、県内就⫋ᕼᮃ者が県内就⫋で

きるような支とともに、県外進学者を含めＵ・㹇・Ｊターンなど人㈈の㑏流に向けた取組を

さらに進めていく必要があります。 
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資料）┴⏬調ᩚㄢ「ⱝ者の将来選択に関する䜰䞁䜿䞊䝖調査」（令和2年ᗘ）を⏝いて┴⤫ィศᯒㄢにおいてసᡂ

※↓ᅇ⟅を㝖䛟

N=1097

N=226

図2-1-2-1㻠 㟷᳃┴が䛹のように変わったら㟷᳃┴内での就職を່めたいか（ಖㆤ者・」ᩘᅇ⟅） 

＜コラム2 コロナ禍後、「人」が活きる地域づくり＞ 

弘前大学 人文社会科学部 教授 李 永俊   

 

新型コロナウイルスの感染拡大が止まらない。2020 年 3 月にＷＨＯが，新型コロナウイルス感

染症がパンデミックに至っているという認識を示して以来，丸一年が経過した現在でも世界中で猛

威を振るっており、一向に収束の兆しがない。そんな中、米国バイデン新大統領が就任演説で米国

の新型コロナウイルスによる死者数が第2次世界大戦による死者数を上回ったと述べ、このコロナ

の恐ろしさを改めて実感させられた。国内においても、感染拡大が止まらず、11都府県に2度目の

緊急事態宣言が発出された。(令和3年(2021年)1月末時点) 

今回の宣言は前回の教訓を活かし、限定的な経済活動の制限となっているが、飲食、遊興施設を

中心に、経済的なダメージは大きい。飲食店の営業時間を制限すると、飲食店に食材を供給する卸

売・小売業者、あるいは運送業者、農業・漁業などの生産者にまでその影響が及ぶ。また、飲食業

を営む経営者や飲食店などで働いている従業員には廃業や雇い止め、解雇など生活を脅かす影響が

出ている。 

また、県内の労働市場においても新型コロナ危機は深刻な影響を及ぼしている。労働市場に起き

ている大きな変化は次の三点にまとめられる。第1は、2008年の金融危機の直前の労働市場が、求

職者数が求人数を大幅に上回っていたのに対し、この新型コロナ危機直前は逆に求人数が求職者数

を大幅に上回っていたという点である。第2は産業別にその影響が異なるという点である。産業別

の新規求人の前年同月増減率をみると、飲食サービス業、宿泊業、生活関連サービス業・娯楽業で

減少しているのに対し、農林漁業、情報通信業、学術研究・専門・技術サービス業で増加しており、

産業別に明暗がはっきりわかれていることがわかる。第3は、負の影響が強く出ている産業が女性

労働者や非正規労働者の多い職場だという点である。 

このような状況から県民の生活を守るためには、短期的には積極的な財政政策を迅速に実施すべ

きである。ただ残念ながら、事態の長期化や国や県の財政状況を考えると、財政政策だけではこの

事態を乗り越えられない。 

ペストやスペイン風邪など、過去に猛威を振るった感染症と同様に、新型コロナ危機も大きな社

会的変革をもたらすような予兆が現れている。その一つはデジタル革命で、もう一つはエネルギー

革命である。地方のデジタルトランスフォーメーションは、コロナ危機からの脱却だけでなく、急

激に人口減少が進む地方において、持続可能な地域づくりのためにも必要不可欠なインフラである。

ただ、本県にはその役割を担う人材が大幅に不足している。その穴を埋めるためには、県外からの

人材に頼るのではなく、県内で人材を育成する仕組みづくりが急がれる。 

求人が激減した産業や職業に従事していた人材を、職業紹介機能だけでなく、職業仲介機能を強

化して社会の変化のためのインフラ作りに回すべきである。そのために、地域の大学などの教育機

関を利活用したリカレント教育プログラムの構築や流出した本県出身のデジタル人材のＵターン就

業の支援など、より積極的な人材確保と育成に十分な投資を行うべきである。 

筆者が専門とする労働経済学では、「人」は消費と生産、そして人口再生産の主体であると捉え

ている。地域づくりは「人」からはじまり、「人」がいなくなると商店街も企業も地域も消えていく。

新型コロナ危機を「人」が活きる地域づくりで乗り越えることが、今を生きる我々に課せられた使

命であろう。 
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第2節 労働市場(労働需要、求人)側からの要因分析 

 

次に、新規学卒者が県内就職を選択しない要因を労働市場(求人)側からみていきます。 

ここでは、賃金や労働時間など多くの産業における共通した課題について分析した後、新規求

人数に対して就職者数が少ない、すなわち充足率の低い建設業と介護サービス業について、アン

ケート調査の結果なども踏まえながら、掘り下げて分析します。さらにこれらの分析を踏まえて、

新規学卒者の県内定着に向けての課題を明らかにしていきます。 

 

1 賃金・労働時間の動向 

  前節の大学生等の将来選択における意識では、県内出身の学生と県内在住の保護者に賃金や待

遇など仕事の条件を重視する傾向がうかがわれました。そこで、本県の賃金を全国と比較してみ

てみます。 

  常用の一般労働者について、1人1カ月当たりの現金給与総額2をみると、本県は全国最低の25

万8,800円で全国平均33万8,000円の76.6％の水準となっています。また、全国の中央値に当

たる30万9,000円と比較しても83.8％の水準にとどまっています。このうち所定内給与額につ

いてみると、本県は現金給与総額と同様に全国最低の23万9,000円となっており、全国平均30

万 7,700 円の 77.7％となっています。全国で最も高い東京都とは、現金給与総額で14 万 9,300

円、所定内給与額で14万円の大きな格差があります。(図2-2-1-1) 

 

 
 
 

                         
2 現金給与総額 …基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当などが含まれるほか、超過実労働給与額

も含まれる。 
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資料）厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査」 ※決まって支給する現金給与総額＝所定内給与額＋超過労働給与額

（千円）

決まって支給する現金給与総額 所定内給与額全国平均

図2-2-1-1 決まって支給する現金給与総額（企業規模10 人以上、一般労働者） 
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  国民⤒῭ィ⟬及び県民⤒῭ィ⟬により全国とᮏ県の就業者 1 人当たりのປാ生産性(⥲生産¹
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第2節 労働市場(労働需要、求人)側からの要因分析 
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新規学卒者の県内定着に向けての課題を明らかにしていきます。 
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ス業、ፗᴦ業(21万4,900円)などとなっています。 

全国とẚ㍑すると、ᡤ定内⤥㢠は全ての産業で全国ᖹᆒをୗ回っています。全国ᖹᆒに᭱も

近いのは、㖔業、᥇▼業、◁利᥇取業の94.7％で、᱁ᕪが᭱も大きかったのは、電気・࢞ス・⇕

供⤥・水道業の 65.3％となっています。かに、建設業、〇造業、༺売業、小売業、学⾡研究、

専㛛・ᢏ⾡ࢧービス業、ࢧービス業(他に分㢮されないもの)が全産業ᖹᆒの全国ẚ77.7％をୗ回

り、全国との᱁ᕪが大きい産業となっています。(ᅗ2�2�1�4) 
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時間で、全国ᖹᆒの160時間を4時間上回っており、ᒱ㜧県、福県に次いで多くなっています。

また、㉸㐣ᐇປാ時間数では、ᮏ県は11時間で、全国ᖹᆒの13時間を2時間ୗ回っています。
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  労働時間数を産業別にみると、本県の所定内実労働時間数は、鉱業、採石業、砂利採取業以外

は全国平均を上回っており、その中でも特に、運輸業、郵便業(170時間)、宿泊業、飲食サービス

業(170時間)、卸売業、小売業(167時間)、生活関連サービス業、娯楽業(167時間)などが多くな

っています。全国との格差が大きい産業は、不動産業、物品賃貸業(104.4％)、卸売業、小売業

(103.1％)、医療、福祉(103.1％)などとなっています。 

一方、超過実労働時間数は、運輸業、郵便業、複合サービス業以外は、全国平均を下回ってい

ます。(図2-2-1-6) 

 

 

 

 次に、常用労働者(短時間労働者を含む)の1人1カ月当たり月平均出勤日数をみると、本県の

出勤日数は19.8日で全国で最も多く、全国平均の18.0日を1.8日上回っています。全国の中央

値に当たる 18.6 日と比較しても 1.2 日上回っています。また、全国で最も出勤日数の少ない神

奈川県とは2.7日の格差があります。(図2-2-1-7) 
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常用の一般労働者1人当たりの月平均出勤日数を産業別にみると、教育、学習支援業、電気・

ガス・熱供給・水道業以外は全国平均を上回っており、その中でも全国との格差が大きい産業

は、運輸業、郵便業(109.9％)、生活関連サービス業、娯楽業(107.8％)、宿泊業、飲食サービ

ス業(107.5％)などとなっています。また、これらに加え、建設業(21.9 日)で、本県の調査産

業平均(20.7日)との格差が大きくなっています。(図2-2-1-8) 
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 このように㈤㔠、ປാ時間数、出᪥数などປാの条件についてみていくと、㈤㔠が全国᭱ప

水準であるのにຍえ、ປാ時間数と出᪥数は全国ᖹᆒ௨上となっています。㈤㔠やປാ時間か

らみると、このことが新規学༞者が県外に流出する一ᅉとなっているのではないかと考えられま

す。 

 

2 ㊊のప࠸⏘業ࡽのどⅬ 

��� ᘓタ業 

  ᮏ県の建設業の足率は10.6％で、全産業で᭱もపくなっています。(47࣌ーࢪ「産業ู足

率(青᳃県・௧ඖ年度)」参↷) 

  建設業のᚑ事者は、主に⌧場௦理人・┘╩(主௵)ᢏ⾡者であるᢏ⾡⫋と建設ᕤ事の┤接的な作

業を行う⫋人等のᢏ⬟⫋でᵓᡂされています。 

  一般⫋業紹介≧ἣにおける建設業の足率(足数¹新規求人数)をみると、東᪥ᮏ大㟈⅏の

興㟂要や東ிオリンピࢡࢵにకう建設㟂要による求人ቑなどから、ᖹᡂ24 年度(2012 年度)௨㝆

ୗ㝆ᖜが大きくなり、௧ඖ年度(2019年度)のᮏ県の足率は11.1％で、ᖹᡂ24年度(2012年

度)の5割௨ୗとなっています。全国、東ி㒔の足率もᮏ県とྠᵝにୗ㝆ഴ向にあり、さらにᮏ

県よりもపくなっていますが、足率のୗ㝆ᖜはᮏ県の方が大きくなっています。(ᅗ2�2�2�1) 

ᮏ県のᕤ業⣔学科の新規高等学ᰯ༞業者の就⫋≧ἣは、ඛにみたように県外就⫋率が高い≧ἣ

にあります。(145࣌ーࢪ「高等学 (ᰯ全᪥制・定時制ㄢ⛬)༞業者の学科ู就⫋者の≧ἣ(௧2年

3 月༞)」参↷)このうࡕ、ᅵ木建⠏⣔学科の就⫋ᕼᮃ者の内定≧ἣをみると、近年では県外建設

業への就⫋内定者数が大きくቑຍするとともに、建設業௨外の就⫋ᕼᮃ者数もቑຍしていま

す。この⤖ᯝ、県内建設業内定者数はῶᑡഴ向にあり、就⫋ᕼᮃ者数に༨める割合は20.0％と

なっています。(ᅗ2�2�2�2) 

 

 

 

 

就業ᵓ造基ᮏㄪᰝにより建設業有業者(ὀ：就業者とྠࡰ⩏)の年㱋ᵓᡂ割合をみると、ᮏ県

では50 ṓ௨上が49.5％で、全国の建設業やᮏ県の全産業とẚ㍑しても有業者の高㱋化が進ࢇで

いることがわかります。中でも、60㹼69ṓでは全国の建設業やᮏ県の全産業とのᕪが大きくなっ

ています。(ᅗ2�2�2�3) 

  このように高㱋化が進ࢇだ⤖ᯝ、特にᢏ⬟⫋において、㞳⫋者のうࡕ 60 ṓ௦௨上の割合が
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34.9％を༨めるようになっており、これがᅗ 2�2�2�1「建設業足率(一般)」でみた足率の動

向にᙳ㡪をえていると考えられます。(ᅗ2�2�2�4) 

 

 

 

  次に、㈤㔠についてみていきます。ᮏ県の建設業の㈤㔠は、ඛにみたとおり、全国の73.5％と

なっており、全産業ᖹᆒよりも全国との᱁ᕪが大きくなっています。(159࣌ーࢪ「産業ูᡤ定内

⤥㢠(業規模10人௨上、一般ປാ者)」参↷) 

  これを年間㈤㔠(ᡤ定内⤥㢠の 12 月分に年間賞㢠をຍえた㈤㔠)でみていくと、ᮏ県の࢝

建設業の年間㈤㔠は344万7,400円で㮵ඣ島県に次いでపく、全国ᖹᆒ511万8,500円の67.4％

の水準となっています。全国の中ኸ್である458万6,900 円とのẚ㍑では75.2％の水準となり、

㈤㔠が᭱も高い東ி㒔とẚ㍑すると51.9％と約༙分の水準にとどまっています。(ᅗ2�2�2�5) 

 

 

 ᮏ県建設業の業等のᡂᕤ事高に༨めるඖㄳ・ୗㄳᕤ事の割合をみると、ᮏ県のୗㄳᡂᕤ

事高の割合は 41.9％で、全国より 8.3 高く、東ᖹᆒからみてもࢺイン࣏ 4.3 高くなࢺイン࣏
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図2-2-2-㻡 ᘓタ業の㈤㔠（年㛫） 
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 このように㈤㔠、ປാ時間数、出᪥数などປാの条件についてみていくと、㈤㔠が全国᭱ప

水準であるのにຍえ、ປാ時間数と出᪥数は全国ᖹᆒ௨上となっています。㈤㔠やປാ時間か

らみると、このことが新規学༞者が県外に流出する一ᅉとなっているのではないかと考えられま

す。 

 

2 ㊊のప࠸⏘業ࡽのどⅬ 

��� ᘓタ業 

  ᮏ県の建設業の足率は10.6％で、全産業で᭱もపくなっています。(47࣌ーࢪ「産業ู足

率(青᳃県・௧ඖ年度)」参↷) 

  建設業のᚑ事者は、主に⌧場௦理人・┘╩(主௵)ᢏ⾡者であるᢏ⾡⫋と建設ᕤ事の┤接的な作

業を行う⫋人等のᢏ⬟⫋でᵓᡂされています。 

  一般⫋業紹介≧ἣにおける建設業の足率(足数¹新規求人数)をみると、東᪥ᮏ大㟈⅏の

興㟂要や東ிオリンピࢡࢵにకう建設㟂要による求人ቑなどから、ᖹᡂ24 年度(2012 年度)௨㝆

ୗ㝆ᖜが大きくなり、௧ඖ年度(2019年度)のᮏ県の足率は11.1％で、ᖹᡂ24年度(2012年

度)の5割௨ୗとなっています。全国、東ி㒔の足率もᮏ県とྠᵝにୗ㝆ഴ向にあり、さらにᮏ

県よりもపくなっていますが、足率のୗ㝆ᖜはᮏ県の方が大きくなっています。(ᅗ2�2�2�1) 

ᮏ県のᕤ業⣔学科の新規高等学ᰯ༞業者の就⫋≧ἣは、ඛにみたように県外就⫋率が高い≧ἣ

にあります。(145࣌ーࢪ「高等学 (ᰯ全᪥制・定時制ㄢ⛬)༞業者の学科ู就⫋者の≧ἣ(௧2年

3 月༞)」参↷)このうࡕ、ᅵ木建⠏⣔学科の就⫋ᕼᮃ者の内定≧ἣをみると、近年では県外建設

業への就⫋内定者数が大きくቑຍするとともに、建設業௨外の就⫋ᕼᮃ者数もቑຍしていま

す。この⤖ᯝ、県内建設業内定者数はῶᑡഴ向にあり、就⫋ᕼᮃ者数に༨める割合は20.0％と

なっています。(ᅗ2�2�2�2) 

 

 

 

 

就業ᵓ造基ᮏㄪᰝにより建設業有業者(ὀ：就業者とྠࡰ⩏)の年㱋ᵓᡂ割合をみると、ᮏ県

では50 ṓ௨上が49.5％で、全国の建設業やᮏ県の全産業とẚ㍑しても有業者の高㱋化が進ࢇで

いることがわかります。中でも、60㹼69ṓでは全国の建設業やᮏ県の全産業とのᕪが大きくなっ

ています。(ᅗ2�2�2�3) 

  このように高㱋化が進ࢇだ⤖ᯝ、特にᢏ⬟⫋において、㞳⫋者のうࡕ 60 ṓ௦௨上の割合が
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34.9％を༨めるようになっており、これがᅗ 2�2�2�1「建設業足率(一般)」でみた足率の動

向にᙳ㡪をえていると考えられます。(ᅗ2�2�2�4) 

 

 

 

  次に、㈤㔠についてみていきます。ᮏ県の建設業の㈤㔠は、ඛにみたとおり、全国の73.5％と

なっており、全産業ᖹᆒよりも全国との᱁ᕪが大きくなっています。(159࣌ーࢪ「産業ูᡤ定内

⤥㢠(業規模10人௨上、一般ປാ者)」参↷) 

  これを年間㈤㔠(ᡤ定内⤥㢠の 12 月分に年間賞㢠をຍえた㈤㔠)でみていくと、ᮏ県の࢝

建設業の年間㈤㔠は344万7,400円で㮵ඣ島県に次いでపく、全国ᖹᆒ511万8,500円の67.4％

の水準となっています。全国の中ኸ್である458万6,900 円とのẚ㍑では75.2％の水準となり、

㈤㔠が᭱も高い東ி㒔とẚ㍑すると51.9％と約༙分の水準にとどまっています。(ᅗ2�2�2�5) 

 

 

 ᮏ県建設業の業等のᡂᕤ事高に༨めるඖㄳ・ୗㄳᕤ事の割合をみると、ᮏ県のୗㄳᡂᕤ

事高の割合は 41.9％で、全国より 8.3 高く、東ᖹᆒからみてもࢺイン࣏ 4.3 高くなࢺイン࣏
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図2-2-2-㻡 ᘓタ業の㈤㔠（年㛫） 
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り、ୗㄳᕤ事の割合が高いことがうかがえます。(ᅗ2�2�2�6) 

 ྠᵝに建設業1業等当たりのᡂᕤ事高をみると、ᮏ県の業では全国や東ᖹᆒよりもᑡ

なく、全国ᖹᆒとẚ㍑すると1億1,130万円、東ᖹᆒとẚ㍑しても2,500万円ᑡなくなってい

ます。(ᅗ2�2�2�7) 

 

 

 

  次に、㈤㔠の支払い基準をみると、ᢏ⾡者ではᮏ県、全国ともに月⤥制の割合が高く、ともに

8 割を㉸えています。一方、ᢏ⬟者はᮏ県、全国ともに᪥⤥月⤥制の割合が高く、ᮏ県では全国

より᪥⤥月⤥制の割合が高くなっており、全国が44.5％であるのに対し、ᮏ県は59.5％と約6割

が᪥⤥月⤥制となっています。(ᅗ2�2�2�8) 

  ᪥⤥月⤥制ではධがົ᪥数に連動するため、᪥⤥月⤥制の割合の高さは、年間の休᪥᪥数

にもᙳ㡪しており、全国ではᢏ⾡者、ᢏ⬟者とも㐌休1.5᪥(4㐌6休)௨上に相当する年間休᪥

᪥数 81 ᪥௨上の割合が 6 割近くあるのに対し、ᮏ県においてはᢏ⾡者で 46.3％、ᢏ⬟者では

31.3％にとどまっています。(ᅗ2�2�2�9) 

  また、᪥⤥月⤥制の割合が高いことが、161࣌ーࢪ「産業ู出᪥数(事業ᡤ規模5人௨上、一

般ປാ者)」でもみたように、ᮏ県の建設業の出᪥数が多くなっている一ᅉであると考えられま

す。 

 

 

  

  ᮏ県の建設業で㐌休2᪥制をᑟධするに当たってのㄢ㢟をみると、「条件の良い時期(㝆雪前な

ど)にᕤさせたいため」が34.7％、「受ὀᕤ期が▷いため、ᕤ期ኚ᭦がཝしいため」が27.8％と
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高い割合となっていることから、㝆雪というᮏ県特有の気ೃもᙳ㡪していると考えられます。(ᅗ

2�2�2�10) 

 

 

  ᮏ県の建設業では、ᢏ⬟⫋の高㱋化が他産業より進ࢇでいるために、高㱋ᚑ事者の定年㏥⫋等

にకう担い手足が進ࢇでいます。さらに、東᪥ᮏ大㟈⅏からの興㟂要、東ிオリンピࢡࢵ・

パラリンピࢡࢵの建設㟂要による全国的な求人ቑにకい、建設業は人ᮦの取り合いがひっ㏕して

いる産業とゝえます。 

ᮏ県の建設業では㈤㔠がపい上に、ປാ時間が全国や他産業よりも多く、ᚅ㐝᱁ᕪが大きく、

足率のప㏞が続く≧ἣとなっているものの、⅏ᐖの多い近年において、ᮏ県のインࣇラをಖᣢ

していく上でも、建設業が⦰小していくことは㑊けなければなりませࢇ。ᮏ県の建設業をാく場

として㑅ࢇでもらうためには、休᪥᪥数を他産業୪みの4㐌8休や、全国୪みの4㐌6休にቑや

していくなど業内におけるᚅ㐝᱁ᕪのᨵၿがᛴົとなります。ేせて、発ὀのᖹ準化や㐺ṇな

ᕤ期の設定が、ᢏ⬟者の月⤥制のಁ進や建設業ᚑ事者の休᪥のቑຍにつながっていくことを、発

ὀ者側においても考えていく必要があります。 

 

�2� ㆤࢫࣅ࣮ࢧ業 

  次に、介ㆤࢧービス業についてみていきます。 

65ṓ௨上人口の割合は全国的に高まっており、これにకい介ㆤࢧービスの㟂要も高まり、⪁人

福♴・介ㆤ事業ᡤ数とᚑ業者数はቑຍしています。ᖹᡂ24 年(2012 年)からᖹᡂ28 年(2016 年)

の事業ᡤ数とᚑ業者数をẚ㍑すると、いずれも全国のఙび率がᮏ県のఙび率を上回っています。

(ᅗ2�2�2�11) 
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り、ୗㄳᕤ事の割合が高いことがうかがえます。(ᅗ2�2�2�6) 
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このような需要の高まりに対して、就業者数の増加は追いついておらず、一般職業紹介状況に

おける医療・福祉の充足率(充足数÷新規求人数)をみると、令和元年度(2019年度)の本県の充足

率は23.1％で、平成24年度(2012年度)から4割程度低くなっています。全国、東京都の充足率

も本県と同様に下降傾向にあり、さらに本県よりも低くなっています。(図2-2-2-12) 

 

 

 

平成 30 年(2018 年)に厚生労働省が公表した介護職員の需給推計では、高齢化に伴って介護職

員の需要が増えることにより、本県の2025 年(令和 7 年)における介護職員の不足数は3,649 人

と見込まれています。(図2-2-2-13) 

一方で、本県の介護福祉士養成施設の入学者数の推移をみると、減少傾向が続いており、令和

元年(2019年)の入学者数は、平成21年(2009年)の24.3％まで減少しています。(図2-2-2-14) 
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図2-2-2-11 老人福祉・介護事業の事業所数と従業者数 

図2-2-2-12 医療・福祉充足率（一般） 
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 介ㆤࢧービス業のᚑ業員がᢪくാく上でのᝎみ、安、‶等についてみると、「人手が足りな

い」、「仕事内ᐜのわりに㈤㔠がపい」、「㌟体的㈇担が大きい」、「⢭神的にきつい」の回⟅割合が

高く、これら4㡯目を含む、10㡯目中7㡯目でᮏ県が全国よりも高い割合となっています。(ᅗ

2�2�2�15) 

 

 

 

  次に、介ㆤ関係の仕事をやめた理⏤をみると、ᮏ県においては、「⫋場の人間関係に問㢟があっ
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図2-2-2-11 老人福祉・介護事業の事業所数と従業者数 

図2-2-2-12 医療・福祉充足率（一般） 
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 介ㆤࢧービス業のᚑ業員がᢪくാく上でのᝎみ、安、‶等についてみると、「人手が足りな

い」、「仕事内ᐜのわりに㈤㔠がపい」、「㌟体的㈇担が大きい」、「⢭神的にきつい」の回⟅割合が

高く、これら4㡯目を含む、10㡯目中7㡯目でᮏ県が全国よりも高い割合となっています。(ᅗ

2�2�2�15) 

 

 

 

  次に、介ㆤ関係の仕事をやめた理⏤をみると、ᮏ県においては、「⫋場の人間関係に問㢟があっ

たため」、「⤖፧・ዷፎ・出産・育ඣのため」の割合が高く、全国とのᕪが大きくなっています。

また、「他に良い仕事・⫋場があったため」、「ධがᑡなかったため」などが㞳⫋理⏤の上位にあ

げられています。(ᅗ2�2�2�16) 

 

これに対して、事業者側での᪩期㞳⫋㜵Ṇや定╔ಁ進のための方策についてみると、「ṧ業をᑡ
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資料）බ┈㈈ᅋἲேㆤປാᏳᐃ䝉䞁䝍䞊「令和ඖ年ᗘㆤປാᐇែ調査」

図2-2-2-13 ㆤ職ဨの㟂⤥᥎ィ（㟷᳃┴） 図2-2-2-1㻠 ㆤ⚟♴ኈ㣴ᡂタの入Ꮫ者ᩘの᥎⛣ 

図2-2-2-1㻡 ാ䛟ୖでのᝎ䜏、Ᏻ、‶等について（」ᩘᅇ⟅・ୖ1㻜 㡯┠） 

167



168 

 

なくする、有⤥休ᬤを取りやすくする等のປാ条件のᨵၿに取り組ࢇでいる」、「ᮏ人のᕼᮃにᛂ

でいる」の割合が高く、ປാ時間やົ体制ࢇたົ体制にする等のປാ条件のᨵၿに取り組ࡌ

を始めとしたປാ条件のᨵၿに多くの事業ᡤが取り組ࢇでいることが見受けられます。一方で、

介ㆤ関係の仕事をやめた理⏤で᭱も割合の高かった「⫋場の人間関係に問㢟があったため」の対

ᛂ策として考えられる「⫋場内の仕事上のコミࣗࢽケーションの円化をᅗっている」や、「㈤㔠

水準を向上させている」、「⬟力や仕事ࡪりをホ౯し、㈤㔠などのฎ㐝にᫎしている」などの

ධ㠃に対しての取組は、全国よりపい割合となっています。 (ᅗ2�2�2�17) 

 

 

 

 

介ㆤࢧービスᚑ業者は、᭱近ではエࢭࢵンシࣕルワー࢝ーと呼ばれています。全国的に高㱋化

がຍ㏿することにより、介ㆤ人ᮦの㟂要は高まり続けることが見込まれ、後は全国との人ᮦ⋓

ᚓ➇தが⃭化することが考えられます。 

  そのような中で、ᮏ県の雇用を確ಖし、若年者等がりとᕼᮃをᣢって県内で生活できる環ቃ

をᩚഛするためにも、介ㆤ⫋員の雇用環ቃのᨵၿに取り組むことが重要です。 

 

� 業ࡀồࡿࡵேᮦのࢳࢵ࣐ࢫ࣑ 

  弘前大学がᖹᡂ27年(2015年)12月に弘前市内に事業ᡤを置く業(回⟅282社)を対㇟にᐇ

した「業の地ඖ大༞者の雇用ᐇែに関するព㆑ㄪᰝ」の⤖ᯝから、弘前大学が推ィした業規

模ูの᥇用人数ண と᥇用をᕼᮃする確率をみてみます。 

推ィの⤖ᯝ、ᚑ業者規模30人௨ୗの小業においては、᥇用をᕼᮃする確率は0.50をษって

おり、༙数௨上の業で大༞者の᥇用が期ᚅできないという≧ἣとなっています。また、᥇用人

数のண ್も第2次産業の場合は0.00、第3次産業と་⒪、福♴においても1をษっており、大

༞者の᥇用が期ᚅできない≧ἣと報࿌されています。 

ᚑ業者規模30㹼99名の中業では、第3次産業や་⒪、福♴産業において5割、7割の業で

大༞者の᥇用をᕼᮃしています。しかし、᥇用人数ண はᑡなく、いずれもᖹᆒ್で1をୗ回っ

ています。 

ᚑ業者規模100名௨上の大業では、᥇用をᕼᮃする確率は6割௨上の業であり、᥇用人数
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図2-2-2-16 ㆤ関ಀの仕事をやめた⌮⏤ 

         㻔」ᩘᅇ⟅・ୖ6 㡯┠㻕 

図2-2-2-1㻣 ᪩ᮇ㞳職㜵Ṇやᐃ╔ಁ㐍のための 
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も7名を㉸えていることから、大༞者の᥇用が大いに期ᚅできると報࿌されています。(表1)  

 

  

 ᮏ県のᚑ業者規模ู業数等をみると、ᚑ業者数29人௨ୗの業の割合が94.6％(全国94.3％)、

30㹼99人が4.0％(ྠ4.0％)、100人௨上が1.2％(ྠ1.6％)となっており、ᮏ県と全国で大きな

ᕪはみられませࢇ。一方、ᮏ県の新規学༞者が多数就業する東ி㒔とẚ㍑すると、ᚑ業者数29人

௨ୗの業割合でᮏ県が2.9 上回っており、特に1㹼4人では5.6ࢺイン࣏ 上回っていࢺイン࣏

ます。また、100 人௨上では、ᮏ県が1.9 ୗ回っています。このように規模の大きいࢺイン࣏

業がᑡないことが県内で大༞者の᥇用がᑡない一ᅉになり、大༞者が県外流出していることも考

えられます。 

県内において大༞者の雇用をᣑ大し、県外流出を㜼Ṇするためには、県内業の大部分を༨め

る中小業においても、᥇用活動時に大༞者の᥇用も᳨ウするなどの取組が求められます。(ᅗ2�

2�3�1) 

 

 

64.8

66.6

61.0

17.3

15.6

18.3

9.1

9.2

9.2

3.1

3.2

3.2

2.3

2.4

2.7

1.7

1.6

2.3

1.1

0.9

1.9

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ᅜ

㟷᳃┴

ᮾி㒔

ᚑ業者つᶍู業等ᩘ

1䡚㻠ே 㻡䡚㻥ே 1㻜䡚1㻥ே

2㻜䡚2㻥ே 3㻜䡚㻠㻥ே 㻡㻜䡚㻥㻥ே

1㻜㻜䡚2㻥㻥ே 3㻜㻜䡚㻥㻥㻥ே 1㻘㻜㻜㻜ே௨ୖ

ฟྥ・ὴ㐵ᚑ業者の䜏

資料）⥲ົ┬「ᖹᡂ2㻤年⤒῭䝉䞁䝃ス-活動調査」

※「㎰業、ᯘ業、⁺業にᒓするಶே⤒Ⴀの事業ᡤ」、「බົ」、「እᅜの♫」、「ἲேでないᅋ体」を㝖䛟䚹

ಶே事業をྵ䜐䚹

図2-2-3-1 ᚑ業者つᶍู業等  ᩘ

᥇⏝ேᩘண  ᥇⏝☜⋡ ᥇⏝ேᩘண  ᥇⏝☜⋡ ᥇⏝ேᩘண  ᥇⏝☜⋡

➨2ḟ⏘業 㻣㻚㻠㻜 㻜㻚6㻜 㻜㻚31 㻜㻚㻠㻠 㻜㻚㻜㻜 㻜㻚22

➨3ḟ⏘業 㻣㻚㻤㻤 㻜㻚6㻡 㻜㻚㻣㻥 㻜㻚㻡1 㻜㻚㻠㻤 㻜㻚26

་⒪・⚟♴ 㻣㻚㻤3 㻜㻚㻤㻠 㻜㻚㻣㻠 㻜㻚㻣㻠 㻜㻚㻠3 㻜㻚㻠㻥

䚷䚷䚷「ᘯ前ᕷ・つがるᆅᇦの大Ꮫ生・業の就職に関する意識調査ሗ࿌᭩」（ᖹᡂ2㻤年2月）

䚷䚷䚷※業つᶍ䚷䚷大業（ᘯ前ᕷ内の事業ᡤにᡤᒓするᖖ⏝ᚑ業者ᩘが1㻜㻜ே௨ୖの業）

資料）ᘯ前大Ꮫ≉ᐃ䝥ロ䝆䜵䜽䝖ᩍ⫱◊✲䝉䞁䝍䞊ᆅᇦᮍ来生䝉䞁䝍䞊

䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷୰業（ྠ䚷3㻜䡚㻥㻥ே）

䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷ᑠ業（ྠ䚷3㻜ே௨下）

大業 ୰業 ᑠ業

⾲1 業における大༞者᥇⏝ே 、ᩘ᥇⏝☜⋡のண   ್

168



168 

 

なくする、有⤥休ᬤを取りやすくする等のປാ条件のᨵၿに取り組ࢇでいる」、「ᮏ人のᕼᮃにᛂ

でいる」の割合が高く、ປാ時間やົ体制ࢇたົ体制にする等のປാ条件のᨵၿに取り組ࡌ

を始めとしたປാ条件のᨵၿに多くの事業ᡤが取り組ࢇでいることが見受けられます。一方で、

介ㆤ関係の仕事をやめた理⏤で᭱も割合の高かった「⫋場の人間関係に問㢟があったため」の対

ᛂ策として考えられる「⫋場内の仕事上のコミࣗࢽケーションの円化をᅗっている」や、「㈤㔠

水準を向上させている」、「⬟力や仕事ࡪりをホ౯し、㈤㔠などのฎ㐝にᫎしている」などの

ධ㠃に対しての取組は、全国よりపい割合となっています。 (ᅗ2�2�2�17) 

 

 

 

 

介ㆤࢧービスᚑ業者は、᭱近ではエࢭࢵンシࣕルワー࢝ーと呼ばれています。全国的に高㱋化

がຍ㏿することにより、介ㆤ人ᮦの㟂要は高まり続けることが見込まれ、後は全国との人ᮦ⋓

ᚓ➇தが⃭化することが考えられます。 

  そのような中で、ᮏ県の雇用を確ಖし、若年者等がりとᕼᮃをᣢって県内で生活できる環ቃ

をᩚഛするためにも、介ㆤ⫋員の雇用環ቃのᨵၿに取り組むことが重要です。 

 

� 業ࡀồࡿࡵேᮦのࢳࢵ࣐ࢫ࣑ 

  弘前大学がᖹᡂ27年(2015年)12月に弘前市内に事業ᡤを置く業(回⟅282社)を対㇟にᐇ

した「業の地ඖ大༞者の雇用ᐇែに関するព㆑ㄪᰝ」の⤖ᯝから、弘前大学が推ィした業規

模ูの᥇用人数ண と᥇用をᕼᮃする確率をみてみます。 

推ィの⤖ᯝ、ᚑ業者規模30人௨ୗの小業においては、᥇用をᕼᮃする確率は0.50をษって

おり、༙数௨上の業で大༞者の᥇用が期ᚅできないという≧ἣとなっています。また、᥇用人

数のண ್も第2次産業の場合は0.00、第3次産業と་⒪、福♴においても1をษっており、大

༞者の᥇用が期ᚅできない≧ἣと報࿌されています。 

ᚑ業者規模30㹼99名の中業では、第3次産業や་⒪、福♴産業において5割、7割の業で

大༞者の᥇用をᕼᮃしています。しかし、᥇用人数ண はᑡなく、いずれもᖹᆒ್で1をୗ回っ
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ᚑ業者規模100名௨上の大業では、᥇用をᕼᮃする確率は6割௨上の業であり、᥇用人数
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も7名を㉸えていることから、大༞者の᥇用が大いに期ᚅできると報࿌されています。(表1)  

 

  

 ᮏ県のᚑ業者規模ู業数等をみると、ᚑ業者数29人௨ୗの業の割合が94.6％(全国94.3％)、

30㹼99人が4.0％(ྠ4.0％)、100人௨上が1.2％(ྠ1.6％)となっており、ᮏ県と全国で大きな

ᕪはみられませࢇ。一方、ᮏ県の新規学༞者が多数就業する東ி㒔とẚ㍑すると、ᚑ業者数29人

௨ୗの業割合でᮏ県が2.9 上回っており、特に1㹼4人では5.6ࢺイン࣏ 上回っていࢺイン࣏

ます。また、100 人௨上では、ᮏ県が1.9 ୗ回っています。このように規模の大きいࢺイン࣏

業がᑡないことが県内で大༞者の᥇用がᑡない一ᅉになり、大༞者が県外流出していることも考

えられます。 

県内において大༞者の雇用をᣑ大し、県外流出を㜼Ṇするためには、県内業の大部分を༨め

る中小業においても、᥇用活動時に大༞者の᥇用も᳨ウするなどの取組が求められます。(ᅗ2�

2�3�1) 

 

 

64.8

66.6

61.0

17.3

15.6

18.3

9.1

9.2

9.2

3.1

3.2

3.2

2.3

2.4

2.7

1.7

1.6

2.3

1.1

0.9

1.9

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ᅜ

㟷᳃┴

ᮾி㒔

ᚑ業者つᶍู業等ᩘ

1䡚㻠ே 㻡䡚㻥ே 1㻜䡚1㻥ே

2㻜䡚2㻥ே 3㻜䡚㻠㻥ே 㻡㻜䡚㻥㻥ே

1㻜㻜䡚2㻥㻥ே 3㻜㻜䡚㻥㻥㻥ே 1㻘㻜㻜㻜ே௨ୖ

ฟྥ・ὴ㐵ᚑ業者の䜏

資料）⥲ົ┬「ᖹᡂ2㻤年⤒῭䝉䞁䝃ス-活動調査」

※「㎰業、ᯘ業、⁺業にᒓするಶே⤒Ⴀの事業ᡤ」、「බົ」、「እᅜの♫」、「ἲேでないᅋ体」を㝖䛟䚹

ಶே事業をྵ䜐䚹

図2-2-3-1 ᚑ業者つᶍู業等  ᩘ

᥇⏝ேᩘண  ᥇⏝☜⋡ ᥇⏝ேᩘண  ᥇⏝☜⋡ ᥇⏝ேᩘண  ᥇⏝☜⋡

➨2ḟ⏘業 㻣㻚㻠㻜 㻜㻚6㻜 㻜㻚31 㻜㻚㻠㻠 㻜㻚㻜㻜 㻜㻚22

➨3ḟ⏘業 㻣㻚㻤㻤 㻜㻚6㻡 㻜㻚㻣㻥 㻜㻚㻡1 㻜㻚㻠㻤 㻜㻚26

་⒪・⚟♴ 㻣㻚㻤3 㻜㻚㻤㻠 㻜㻚㻣㻠 㻜㻚㻣㻠 㻜㻚㻠3 㻜㻚㻠㻥

䚷䚷䚷「ᘯ前ᕷ・つがるᆅᇦの大Ꮫ生・業の就職に関する意識調査ሗ࿌᭩」（ᖹᡂ2㻤年2月）

䚷䚷䚷※業つᶍ䚷䚷大業（ᘯ前ᕷ内の事業ᡤにᡤᒓするᖖ⏝ᚑ業者ᩘが1㻜㻜ே௨ୖの業）

資料）ᘯ前大Ꮫ≉ᐃ䝥ロ䝆䜵䜽䝖ᩍ⫱◊✲䝉䞁䝍䞊ᆅᇦᮍ来生䝉䞁䝍䞊

䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷୰業（ྠ䚷3㻜䡚㻥㻥ே）

䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷ᑠ業（ྠ䚷3㻜ே௨下）

大業 ୰業 ᑠ業

⾲1 業における大༞者᥇⏝ே 、ᩘ᥇⏝☜⋡のண   ್

169



170 

 

一方で、大企業においては6～8割の企業で採用が期待できることが推計から明らかになり、採

用人数予測も7人を超えていることから今後の大卒者の採用が期待されることが分かったとされ

ています。 

  分析の結果から、大卒者の流出を食い止めるためには、中小企業でより積極的に採用できるよ

うな環境づくりが大事であると報告されています。 

 

4 働き方改革の推進に向けた取組 

  「少子化・高齢化による労働力人口の減少」や「育児や介護の両立など、働く方のニーズの多

様化」などの課題の解決のために、平成31年(2019年)4月に「働き方改革関連法」が施行されま

した。「有給休暇の取得義務化(年間5日)」や、令和2年(2020年)4月には「時間外労働の上限規

制」が中小企業にも適用されるようになりました。さらに、令和3年(2021年)4月からは「同一

労働同一賃金の実現」が中小企業にも求められます。 

これまでみてきたように、本県で就職するに当たっての労働条件は全国と比べて劣る場合が多

く、そのため人材の県外流出が進んでいる側面があるのは否定できないところです。 

これを改善するためには、働き方改革に積極的に取り組んでいく必要があります。そこで、本

県における働き方改革の状況についてみていきます。 

 

県では、企業における若者の雇用安定、女性の継続就業及び活躍推進、男性の家庭参画やワー

ク・ライフ・バランスの推進など働き方改革に積極的に取り組む企業を「あおもり働き方改革推

進企業」として認証しています。 

これにより、男女を問わず全ての労働者が働きやすい環境づくりを推進するとともに、労働者

の仕事と結婚から子育ての希望の実現への意欲を喚起し、男女共同参画社会づくりと少子化対策

の推進を目指すこととしています。 

  令和2年(2020年)12月末時点で138企業が認証を受け、働き方改革に取り組んでいます。(図

2-2-4-1) 

産業別にみると、認証企業の構成割合では建設業が 53.9％と最も多く、次いで医療、福祉

(14.5％)、卸売業、小売業(8.0％)の順に多くなっています。建設業での認証件数が多くなってい

るのは、認証を受けることで、県の建設工事の競争入札参加資格審査時に加点されるといったイ

ンセンティブが付与されるためと考えられます。(図2-2-4-2) 
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  認証を受けるためには、「若者の経済的安定」、「女性の活躍・継続就業」、「男性の家庭参画」、

「ワーク・ライフ・バランス」の4つの認定分野における15項目の取組のうち、5項目以上（常

時雇用する労働者が301人以上の企業は8項目以上）に該当し、かつ、ワーク・ライフ・バラン

スで1項目以上該当することが必要とされます。 

  認証企業の取組状況をみると、「その他ワーク・ライフ・バランスに向けた制度」が 98.6％と

最も高く、次いで「長時間労働是正」(77.5％)、「子の看護休暇取得(男性)」(55.1％)の順に高く

なっています。先にみた賃金の改善に向けた「最低賃金のアップ」(35.5％)は上から9番目とな

っています。(図2-2-4-3) 

  建設業と医療、福祉が認証件数で高い割合を占めていますが、これらは待遇面で全国との格差

が大きい産業でもあり、今後、これらの産業を始めとした様々な産業で認証企業が増えていくこ

とで、雇用における待遇改善が図られることが期待されます。 

 

 

 

次に、一般財団法人青森地域社会研究所(現あおもり創生パートナーズ株式会社)が令和 2 年

(2020年)1月に実施した働き方改革に関するアンケート調査の結果により、県内企業の働き方改

革への取組状況をみていきます。 
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割合は、「有給休暇の取得義務化」と「時間外労働の上限規制」で90％を上回りましたが、「同

一労働同一賃金」では83.8％にとどまっています。(図2-2-4-4) 
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外労働の上限規制」では建設業、運輸業以外は6割を超える事業所で社内対応が完了しています。

「同一労働同一賃金の実現」は、建設業とサービス業のみで50％台に達しています。サービス業

では、全ての項目で対応完了の割合が高くなっていますが、先にみたとおり出勤日数で全国との

格差が大きい建設業と運輸業では、働き方改革の対応の遅れが目立っています。(図2-2-4-5～7) 

 

 

 

 

 

 

 

  あおもり働き方改革認証企業の数では建設業が高い割合となっていましたが、これはあくまで

も県の建設工事の競争入札参加資格審査時に加点されるといったインセンティブの付与を目的と

したものと推測され、有給休暇の取得義務や時間外労働の上限規制での取組が他産業と比べて遅

れているため、実態として働き方改革が進んでいるとはいえない状況となっています。また、全

産業で労働時間数が最も多い運輸業においては、全ての項目において他産業と比べて取組が遅れ

ているため、人材の確保に向け、取組の加速化が求められます。 

  働き方改革の実現に向けた取組は全国で推進されています。全国との待遇格差を縮小し、新規

学卒者に働く場として選んでもらうためには、全国を上回るスピードで働き方改革を推進してい

くことが必要となります。 

また、労働者の労働生産性を高めるとともに、働き方改革の推進を通じて長時間労働を改善し

ていくことが、仕事と生活のバランスがとれたワーク・ライフ・バランスの実現につながると考

えられます。 
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ᮏ❶では、高ᰯ生、大学生等の⫋業㑅ᢥ時の動向、受けධれ側の県内業がᢪえるㄢ㢟、全国

的に推進されているാき方ᨵ㠉への取組≧ἣについてみてきました。 

 ᮏ県の雇用者㈤㔠は年௦が上がるにつれ全国との㈤㔠᱁ᕪが大きくなり、ಖㆤ者ୡ௦である35

㹼54ṓでは全国の70％ྎの水準までపୗします。 

  さらに、ᮏ県のປാ時間数は、特にᡤ定内ປാ時間数で全国より多いために、㈤㔠にຍえてປ

ാ時間についてもᚅ㐝をᨵၿしていく必要があります。国の主ᑟで進められているാき方ᨵ㠉を

ຍ㏿化し、全国とのᚅ㐝᱁ᕪを⦰小させていくことがᙉく求められます。 

また、高ᰯ生の大学等進学率の上᪼ഴ向が続いている中にあっても、ᮏ県においては大༞者を

᥇用する業がᑡなく、大学生が県内就⫋をᕼᮃしていても、᥇用する業がないため、雇用ඛ

を県外に求めࡊるをᚓない≧ἣもみられます。᪤存業においては、大༞者が活㌍できるような

仕事の内ᐜや✀㢮をቑやし大学生の᥇用に力をධれていくことがᮃまれるとྠ時に、業の創業・

㉳業等による雇用のᗏ上げも期ᚅされるところです。 
 

  ここまでは、新規学༞者が初めてാく場としてᮏ県を㑅ࡪためのㄢ㢟についてみてきました。

しかし、ാく場としてᮏ県を㑅ࢇでいるのは新規学༞者だけではありませࢇ。次⠇では、Ｕ・㹇・

Ｊターンや、ᮍ⤒㦂の業⏺や仕事に㌿⫋するࣕ࢟リ࢙ࢳンࢪの場としてᮏ県が㑅ばれている動

向と、新型コࣟナのឤᰁᣑ大によりຍ㏿化する多ᵝなാき方についてみていきます。 
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＜コラム3 無ព㆑ୗのᙧ≧グ᠈型ᛮ考プࣟࢭスからの⬺༷＞ 

青い᳃信用㔠ᗜ ⤒Ⴀ⏬部 部長 ➉村 ⚽   

 

業が⤒῭環ቃのኚ化をり㉺えていくためには、ኚ化に㡰ᛂする᩿のດ力がḞかせない。こ

の㡰ᛂ力には業毎のᕪがあるが、筆者はこれを「ᵓᡂ員のᛮ考のᰂ㌾性」のᕪと認㆑している。 

環ቃኚ化時の業行動は、「①ඖにᡠるまでそのままᚅつ、②事業㌿など自社が✚ᴟ的に進化

する、③ඖにᡠってもᡠらなくても対ᛂできるよう全方位視点でഛえる」の3パターンに大ูでき

る。①はでゝえば新型コࣟナが⤊ᜥしてඖの環ቃにᡠるまでᚅつという考え方で、ᮏ✏ではᙧ≧

グ᠈型ᛮ考と呼ࡪ。②の✚ᴟ進化ᛮ考は教科᭩的にṇゎであるものの㈇担が重く、後ᡠりできない

リスࢡもある。環ቃはඖにᡠるかもしれないし、全にはᡠらないかもしれない。いずれにしても

確ᐇなᑗ来ண はᅔ難であるため、ここでの⌧ᐇゎは③となろう。まずはఱよりも、จりᅛまって

ᰂ㌾なᛮ考をኻわないことが⫢要だ。 

この点に関し、信㔠中ኸ㔠ᗜの全国中小業景気動向ㄪᰝ㸦2020年9月㸧を見ると、コࣟナ対策

としてのົᙧែ・⫋場環ቃ、ㄪ達・ጤクඛ、生産・販売体制・ࣕࢳネル等の見┤しの有無につい

て、県内業の「ఱもᐇ・᳨ウしていない」とする割合は全国・東地༊よりも高かった。ここ

で見る限り、県内業はኚ化に対して◳┤的であるようだが、どのようなビࢪネスࣔࢹルもኚで

あり続けることは難しく一定の見┤しは㑊けられない。 

見┤しに㝿しては、「ᪧࣔࢹルを100％Ᏺるか、新ࣔࢹルに100％ኚえるか」という二ඖ論にᅃわ

れないようὀពしたい。もっとᰂ㌾に、ᪧを80％ṧしつつ新を20％ᑟධする方法や、ᪧ：新㸻80：

20でຠᯝが出なければᪧ：新㸻60：40に㋃み込む方法のように、部分的・ẁ㝵的な移行であれば㑅

ᢥのᖜも広がる。ඛ行する業では、「できるか」「できないか」ではなく、「どうすれば一Ṍでも前

に進めるか」とᰂ㌾にᛮ考している。௨ୗ、前述のㄪᰝでᚓられた対ᛂ例を紹介する。 

࠙建設  場⟶理者が事ົᡤで行っていた事ົ仕事を⌧場でできるようパソコンを支⤥しຠ率化⌧ࠚ

࠙〇造  ケ㸫ションも活性化ࢽル向上、コミࣗ࢟テランが若手教育にὀ力しス࣋受ὀῶᑡを機にࠚ

࠙〇造ࠚ௨前から要ᮃのあった┿✵パࢡࢵ化㸦食ရ㸧に取り組み受ὀがቑຍ 

࠙༺売ࠚ新しい商ရラインナࢵプや販売ࣕࢳネルᵓ⠏のために他業✀と連ᦠ 

࠙小売ࠚネࢺࢵや㹑㹌㹑の✚ᴟ利用など販売ᙧែを大ᖜに見┤し 

 プࢵて個々の⬟力ࡌ交௦ົによる休ᬤ社員の௦行を通ࠚービスࢧ࠙

࠙動産ࠚ新規㢳客の⋓ᚓと᪤存㢳客の取ᘬ⥔ᣢのため㹑㹌㹑を活用 

業のᰂ㌾性は、社員やパーࢺ等を含めᵓᡂ員の1人1人にまで「ኚえるきはኚえる」という

ព㆑がどこまで᰿いているかでỴまる。人は⥲ࡌて自社を㉳点に主観で環ቃを認㆑するഴ向にあ

るが、ṇしく≧ἣを認㆑するためには環ቃのうねりの中で自社をಠ▔する視点が必要だ。ここで自

社に㒔合の良い見通しにᇳ╔してしまうと、どうしても無ព㆑ୗでኚ化をᣄ⤯し、⌧≧⥔ᣢをṇ当

化してしまう。このようなᵓᡂ員のᙧ≧グ᠈型ᛮ考をいかにᰂ㌾化するか、⤒Ⴀ者のリーࢲーシࢵ

プが求められるところである。 

行政や㔠⼥機関は、業のᰂ㌾性向上を後ᢲしするため手厚い支メࣗࢽーを用ពしている。中

小業専㛛㔠⼥機関である信用㔠ᗜにおいても、資㔠⧞り支や⿵ຓ㔠等活用支は初動に㐣ࡂず、

その後の活動こそᮏ␒と位置づけている。信用㔠ᗜに㌟を置く筆者としてもその歴史的に㚷み、

内外のリソースを活用したక㉮型でᖜ広に業のᰂ㌾化を࣏ࢧーࢺしていきたい。 
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➨2❶ ປാຊの☜ಖࡵࡓࡴ⤌ࡾྲྀ 

第1❶、第2❶では有ຠ求人ಸ率が1ಸを㉸えるようになってからも、౫↛として続く新規学༞

者の就⫋による県外㌿出の動向とその要ᅉについてみてきました。しかし、県外に就⫋し、⤒㦂を

Ｕターン者や、ᮏ県にᡤ⦕がなくともᮏ県をാく場としてࡪに再びᮏ県でാくことを㑅ࡕだのࢇ✚

㑅ࢇでくれる㹇・Ｊターン者がいます。 

ᖹᆒ寿のᘏఙにより人生100年時௦と呼ばれる⌧௦において、業の雇用ᙧែが᪥ᮏ型の⤊㌟

雇用制から、⫋ົの内ᐜを᫂確にし⬟力重視で人ᮦを㉳用するḢ⡿型のࢪョブ型雇用に移行する動

きもみられます。就⫋から定年までྠࡌ業でാき続けるといったこれまでのാき方から、ᵝ々な

を✚み重ねることにより、年㱋にとらわれることなく人生100年時௦を見ᤣえたാき方にリࣕ࢟

ኚわっていくྍ⬟性もあります。 

ライࣇスタイルのኚ化にకい、ᚑ来型の㌿⫋にຍえ、これまでのࣕ࢟リを活かし新たな業✀に

㌿⫋するࣕ࢟リ࢙ࢳンࢪ、㉳業・創業、業の広がりなど、ライࣇスタイルに合わせた多ᵝなാ

き方がこれまで௨上に見られるようになってきました。 

ᮏ❶では、移住、創業、新規就農などの࢝ࢭンドࣕ࢟リの動向と、新型コࣟナのឤᰁᣑ大をき

っかけにຍ㏿しつつある多ᵝなാき方の動向についてみていくとともに、ᮏ県が࢝ࢭンドࣕ࢟リ

の場として㑅ばれるための視点について考ᐹしていきます。 
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� ⛣ఫ⪅の動向 

新型コࣟナのឤᰁᣑ大により、௧2年(2020年)後༙から、東ி㒔の人口は㌿出㉸㐣の≧ែが

続いていますが、それまでは、東ி一ᴟ集中の動きがᙉまる一方でした。これに対ᛂするため地

方においては、10年ど前から人口ῶᑡ対策の一環として移住者の受けධれに力をධれる動きが

広がっています。(ここでゝう移住者とは、Ｕターン者(ᮏ県出㌟者)や㹇・Ｊターン者(ᮏ県出㌟

者௨外)の合ィです。) 

青᳃県の移住相談❆口や移住関係イ࣋ンࢺを利用した移住相談件数と移住Ỵ定組数は、年々ቑ

ຍしています。㤳㒔ᅪにおける移住相談❆口となる青᳃ᬽらし࣏ࢧーࢭࢺンターがᖹᡂ 26 年

(2014年)に開設されてから、㤳㒔ᅪなどでの移住ࢭミナーや移住イ࣋ンࢺの開ദ回数はቑຍして

おり、これにకい移住に関する相談件数はቑຍしています。ᖹᡂ30 年度(2018 年度)から௧ඖ

年度(2019年度)にかけてはメールでの相談件数がቑえたことにより、相談件数が大ᖜにቑຍして

います。移住相談件数のቑຍとともに、移住Ỵ定組数もቑຍしています。(ᅗ3�1�1�1) 

௧ඖ年度(2019年度)の移住相談件数は1,804件、移住Ỵ定組数は68件となっており、いず

れも㐣ཤ᭱高となっています。これを移住者の年௦ูにみると、ാき┒りの30௦の方が相談に来

て移住をỴ定したケースが28件と᭱も多く、次いで、40௦(17件)、20௦(14件)が多くなってお

り、この3つのୡ௦で全体の87％を༨めています。(ᅗ3�1�1�2) 
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＜コラム3 無ព㆑ୗのᙧ≧グ᠈型ᛮ考プࣟࢭスからの⬺༷＞ 

青い᳃信用㔠ᗜ ⤒Ⴀ⏬部 部長 ➉村 ⚽   

 

業が⤒῭環ቃのኚ化をり㉺えていくためには、ኚ化に㡰ᛂする᩿のດ力がḞかせない。こ

の㡰ᛂ力には業毎のᕪがあるが、筆者はこれを「ᵓᡂ員のᛮ考のᰂ㌾性」のᕪと認㆑している。 

環ቃኚ化時の業行動は、「①ඖにᡠるまでそのままᚅつ、②事業㌿など自社が✚ᴟ的に進化

する、③ඖにᡠってもᡠらなくても対ᛂできるよう全方位視点でഛえる」の3パターンに大ูでき

る。①はでゝえば新型コࣟナが⤊ᜥしてඖの環ቃにᡠるまでᚅつという考え方で、ᮏ✏ではᙧ≧

グ᠈型ᛮ考と呼ࡪ。②の✚ᴟ進化ᛮ考は教科᭩的にṇゎであるものの㈇担が重く、後ᡠりできない

リスࢡもある。環ቃはඖにᡠるかもしれないし、全にはᡠらないかもしれない。いずれにしても

確ᐇなᑗ来ண はᅔ難であるため、ここでの⌧ᐇゎは③となろう。まずはఱよりも、จりᅛまって

ᰂ㌾なᛮ考をኻわないことが⫢要だ。 

この点に関し、信㔠中ኸ㔠ᗜの全国中小業景気動向ㄪᰝ㸦2020年9月㸧を見ると、コࣟナ対策

としてのົᙧែ・⫋場環ቃ、ㄪ達・ጤクඛ、生産・販売体制・ࣕࢳネル等の見┤しの有無につい

て、県内業の「ఱもᐇ・᳨ウしていない」とする割合は全国・東地༊よりも高かった。ここ

で見る限り、県内業はኚ化に対して◳┤的であるようだが、どのようなビࢪネスࣔࢹルもኚで

あり続けることは難しく一定の見┤しは㑊けられない。 

見┤しに㝿しては、「ᪧࣔࢹルを100％Ᏺるか、新ࣔࢹルに100％ኚえるか」という二ඖ論にᅃわ

れないようὀពしたい。もっとᰂ㌾に、ᪧを80％ṧしつつ新を20％ᑟධする方法や、ᪧ：新㸻80：

20でຠᯝが出なければᪧ：新㸻60：40に㋃み込む方法のように、部分的・ẁ㝵的な移行であれば㑅

ᢥのᖜも広がる。ඛ行する業では、「できるか」「できないか」ではなく、「どうすれば一Ṍでも前

に進めるか」とᰂ㌾にᛮ考している。௨ୗ、前述のㄪᰝでᚓられた対ᛂ例を紹介する。 

࠙建設  場⟶理者が事ົᡤで行っていた事ົ仕事を⌧場でできるようパソコンを支⤥しຠ率化⌧ࠚ

࠙〇造  ケ㸫ションも活性化ࢽル向上、コミࣗ࢟テランが若手教育にὀ力しス࣋受ὀῶᑡを機にࠚ

࠙〇造ࠚ௨前から要ᮃのあった┿✵パࢡࢵ化㸦食ရ㸧に取り組み受ὀがቑຍ 

࠙༺売ࠚ新しい商ရラインナࢵプや販売ࣕࢳネルᵓ⠏のために他業✀と連ᦠ 

࠙小売ࠚネࢺࢵや㹑㹌㹑の✚ᴟ利用など販売ᙧែを大ᖜに見┤し 

 プࢵて個々の⬟力ࡌ交௦ົによる休ᬤ社員の௦行を通ࠚービスࢧ࠙

࠙動産ࠚ新規㢳客の⋓ᚓと᪤存㢳客の取ᘬ⥔ᣢのため㹑㹌㹑を活用 

業のᰂ㌾性は、社員やパーࢺ等を含めᵓᡂ員の1人1人にまで「ኚえるきはኚえる」という

ព㆑がどこまで᰿いているかでỴまる。人は⥲ࡌて自社を㉳点に主観で環ቃを認㆑するഴ向にあ

るが、ṇしく≧ἣを認㆑するためには環ቃのうねりの中で自社をಠ▔する視点が必要だ。ここで自

社に㒔合の良い見通しにᇳ╔してしまうと、どうしても無ព㆑ୗでኚ化をᣄ⤯し、⌧≧⥔ᣢをṇ当

化してしまう。このようなᵓᡂ員のᙧ≧グ᠈型ᛮ考をいかにᰂ㌾化するか、⤒Ⴀ者のリーࢲーシࢵ

プが求められるところである。 

行政や㔠⼥機関は、業のᰂ㌾性向上を後ᢲしするため手厚い支メࣗࢽーを用ពしている。中

小業専㛛㔠⼥機関である信用㔠ᗜにおいても、資㔠⧞り支や⿵ຓ㔠等活用支は初動に㐣ࡂず、

その後の活動こそᮏ␒と位置づけている。信用㔠ᗜに㌟を置く筆者としてもその歴史的に㚷み、

内外のリソースを活用したక㉮型でᖜ広に業のᰂ㌾化を࣏ࢧーࢺしていきたい。 
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ライࣇスタイルのኚ化にకい、ᚑ来型の㌿⫋にຍえ、これまでのࣕ࢟リを活かし新たな業✀に

㌿⫋するࣕ࢟リ࢙ࢳンࢪ、㉳業・創業、業の広がりなど、ライࣇスタイルに合わせた多ᵝなാ

き方がこれまで௨上に見られるようになってきました。 

ᮏ❶では、移住、創業、新規就農などの࢝ࢭンドࣕ࢟リの動向と、新型コࣟナのឤᰁᣑ大をき

っかけにຍ㏿しつつある多ᵝなാき方の動向についてみていくとともに、ᮏ県が࢝ࢭンドࣕ࢟リ

の場として㑅ばれるための視点について考ᐹしていきます。 

 

➨�⠇ ⛣ఫࠊ業ࠊ᪂つᑵ㎰⪅࡞のࣜࣕ࢟ࢻࣥ࢝ࢭの動向 

 

� ⛣ఫ⪅の動向 

新型コࣟナのឤᰁᣑ大により、௧2年(2020年)後༙から、東ி㒔の人口は㌿出㉸㐣の≧ែが

続いていますが、それまでは、東ி一ᴟ集中の動きがᙉまる一方でした。これに対ᛂするため地

方においては、10年ど前から人口ῶᑡ対策の一環として移住者の受けධれに力をධれる動きが

広がっています。(ここでゝう移住者とは、Ｕターン者(ᮏ県出㌟者)や㹇・Ｊターン者(ᮏ県出㌟

者௨外)の合ィです。) 

青᳃県の移住相談❆口や移住関係イ࣋ンࢺを利用した移住相談件数と移住Ỵ定組数は、年々ቑ

ຍしています。㤳㒔ᅪにおける移住相談❆口となる青᳃ᬽらし࣏ࢧーࢭࢺンターがᖹᡂ 26 年

(2014年)に開設されてから、㤳㒔ᅪなどでの移住ࢭミナーや移住イ࣋ンࢺの開ദ回数はቑຍして

おり、これにకい移住に関する相談件数はቑຍしています。ᖹᡂ30 年度(2018 年度)から௧ඖ

年度(2019年度)にかけてはメールでの相談件数がቑえたことにより、相談件数が大ᖜにቑຍして

います。移住相談件数のቑຍとともに、移住Ỵ定組数もቑຍしています。(ᅗ3�1�1�1) 

௧ඖ年度(2019年度)の移住相談件数は1,804件、移住Ỵ定組数は68件となっており、いず

れも㐣ཤ᭱高となっています。これを移住者の年௦ูにみると、ാき┒りの30௦の方が相談に来

て移住をỴ定したケースが28件と᭱も多く、次いで、40௦(17件)、20௦(14件)が多くなってお

り、この3つのୡ௦で全体の87％を༨めています。(ᅗ3�1�1�2) 
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また、移住の形態別にみると、Ｕターン者が37組(54.4％)、Ｉ・Ｊターン者のうち何らかの形

で本県と所縁のある移住者が19組(28.0％)、本県と所縁のないＩ・Ｊターン者が12組(17.6％)

と本県出身者や何らかの形で本県と所縁のある方の移住が多い傾向にあります。 

移住理由をみると、「地元で暮らしたい」が最も多く、Ｕターン者の多くがこの理由を選んでい

ます。第2章第1節の大学生の動向でみたように、県外就職希望者が県外就職後の見通しで、将

来的には青森県に戻りたいと考えている学生が多いことからも(152 ページ参照)、一度は都会に

出て都会での生活を経験した後に戻ってきたいという地元回帰の傾向が強くみられます。次に多

かったのは「新たな仕事をはじめたいから」で、新たなキャリアの新天地の場として本県を選ん

でいることがうかがわれます。次いで、「自然に囲まれて生活がしたいから」、「都会での生活スタ

イルを変えたいから」が多く、本県の豊かな自然や風土でのライフスタイルや仕事と生活のバラ

ンスがとれたワーク・ライフ・バランスが移住決定のポイントになっている傾向がうかがわれま

す。(図3-1-1-3) 

移住後の仕事の状況をみると、企業等への就職が最も多くなっていますが、次に多かったのは

求職中で、仕事を決める前に移住を決めるケースも少なくないことがうかがえます。また、地域

おこし協力隊、創業・起業といった、新たなキャリアに挑む場として本県に移住するケースも多

くみられます。(図3-1-1-4) 
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新型コロナの感染拡大をきっかけに、地方移住への関心は高まってきています。内閣府の「第

2 回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査調査」の結

果から、東京圏在住者で地方移住に関心がある人の動向をみると、地方移住への関心理由として

最も高かったのは「人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を感じた」で、「ライフスタイルを都市

部での仕事重視から地方での生活重視に変えたい」といった、地方特有のライフスタイルが改め

て見直されている傾向がうかがえます。また、「テレワークによって地方でも同様に働けると感じ

た」、「買物・教育・医療等がオンラインによって同様にできると感じた」といった割合も高く、

新型コロナの感染拡大をきっかけに拡大したテレワークの普及やオンラインの利用といった生活

行動様式の変化が、地方移住への関心を高めることにつながっています。(図3-1-1-5) 

一方で、地方移住にあたっての懸念をみると、「仕事や収入」、「買物や公共交通等の利便性」、

「人間関係やコミュニティ」といった割合が高く、その土地の情報が少ないために移住後の生活

に不安を持っていることが強くうかがわれます。その結果、新型コロナの拡大と相まって東京都

は転出超過となっているものの、近隣3県(埼玉県、千葉県、神奈川県)への転出が中心になって

いるとみられており、本県を含めた地方圏への移住は、必ずしも進んでいる状況にはありません。

(図3-1-1-6) 

 

 

 

 

人口減少が進む地方では、各県において移住施策が推進されており、人材の取り合いとも言え

る状況の中で、本県を移住先として選んでもらうためには、本県で暮らすことの魅力をＰＲする

ことや移住相談者の不安を解消するための体制の構築が必要なのはもちろんですが、何よりも移

住者が一定レベルの生活水準を維持できる程度の働く場としての魅力が必要です。 

また、県外就職した県出身者の中には、将来的なＵターンを考えている人も数多くいることが

推測されます。Ｕターンのための環境の整備を進めるとともに、特に、若年者等への積極的な情

報発信により潜在的なＵターン希望者に働きかけることで、本県がセカンドキャリアの場として

選ばれる可能性が高まってきます。 
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来的には青森県に戻りたいと考えている学生が多いことからも(152 ページ参照)、一度は都会に

出て都会での生活を経験した後に戻ってきたいという地元回帰の傾向が強くみられます。次に多

かったのは「新たな仕事をはじめたいから」で、新たなキャリアの新天地の場として本県を選ん

でいることがうかがわれます。次いで、「自然に囲まれて生活がしたいから」、「都会での生活スタ

イルを変えたいから」が多く、本県の豊かな自然や風土でのライフスタイルや仕事と生活のバラ

ンスがとれたワーク・ライフ・バランスが移住決定のポイントになっている傾向がうかがわれま
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新型コロナの感染拡大をきっかけに、地方移住への関心は高まってきています。内閣府の「第
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て見直されている傾向がうかがえます。また、「テレワークによって地方でも同様に働けると感じ
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行動様式の変化が、地方移住への関心を高めることにつながっています。(図3-1-1-5) 

一方で、地方移住にあたっての懸念をみると、「仕事や収入」、「買物や公共交通等の利便性」、

「人間関係やコミュニティ」といった割合が高く、その土地の情報が少ないために移住後の生活

に不安を持っていることが強くうかがわれます。その結果、新型コロナの拡大と相まって東京都

は転出超過となっているものの、近隣3県(埼玉県、千葉県、神奈川県)への転出が中心になって

いるとみられており、本県を含めた地方圏への移住は、必ずしも進んでいる状況にはありません。

(図3-1-1-6) 
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図3-1-1-6 地方移住にあたっての懸念（東京圏 

在住で地方移住に関心のある人、上位6 項目） 
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2 創業者の動向 

県では、創業希望者がスムーズに創業できるよう、様々な支援を行うため、平成18年度(2006

年度)の弘前市を皮切りに、平川市、つがる市を除く県内の 8 市に、創業支援拠点を開設しまし

た。 

これらの創業支援拠点を利用した創業者数と新規利用者数の推移をみると、増加傾向にありま

す。令和元年度(2019年度)の創業者数は142名となり、最初の創業支援拠点が設置された平成18

年度(2006年度)以降最多を記録し、平成28年度(2016年度)から4年連続で100名を超えるとと

もに、新規利用者数についても平成30年度(2018年度)から2年連続で500名を上回るなど、高

い水準を維持しています。(図3-1-2-1) 

 

 

創業者の類型をみると、まず、男女別では男性の割合が高く、令和元年度(2019年度)に男性が

占める割合は59.9％となっています。(図3-1-2-2) 

また、年代別にみると、働き盛りの30代と40代での創業者が多い傾向にあります。令和元年

度(2019年度)では、30代が38.0％、40代が34.5％と30～40代で約7割を占め、一定の経験を

積んだのちに、創業するといった傾向がうかがえます。さらには、20代の創業者も10％前後で推

移しています。(図3-1-2-3) 
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業種別にみると、飲食が最も多く、令和元年度(2019 年度)では全業種の 31.7％を占めていま

す。続いて、生活関連サービス業(19.7％)、卸売・小売(16.9％)と、対人サービスを主とした第

3次産業での創業が多い傾向にあります。(図3-1-2-4) 

さらに、令和元年度(2019 年度)の創業者数のうちＵ・Ｉ・Ｊターン者数は17 人となり、創業

者数の約1割を占めています。(図3-1-2-5) 

 

 

 

このように創業者数が増加しているのは、創業支援拠点が増えたことで、身近な場所で相談で

きるようになり、創業するための環境が向上したことも一因と考えられます。今後も創業者が増

えることにより、若年層やＵ・Ｉ・Ｊターン者の活躍する場が増加していくことが期待されます。 

 

3 新規就農者の動向 

全国的に農林水産業の経営体数や就業人口が減少を続ける中で、「攻めの農林水産業」を掲げ、

農業を成長産業として積極的に支援してきた本県においても、農家の高齢化や後継者不足により、

近年の農業経営体数と農業就業人口は減少傾向にあります。(34 ページ「農業経営体数の推移」、

「基幹的農業従事者数(個人経営体)の推移」参照) 

このような中、近年の新規就農者数は高水準で推移しています。  

年代別にみると15～29歳が最も多く、令和元年度(2019年度)は42.8％を占めています。次い

で、30～39歳(27.7％)、40～49歳(20.2％)と若い世代が多い傾向にあります。(図3-1-3-1) 
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新規就農者数のうࡕ、農業法人への就⫋者数は農業⤒Ⴀ体数のቑຍとともに年々ቑຍഴ向にあ

り、௧ඖ年度(2019 年度)は、┤近10年間で᭱も多い110人となりました。農業法人就農者数

のうࡕ、㠀農家出㌟者数3の割合が高く、他産業から就農に⮳るケースが多くみられます。(ᅗ3�

1�3�2) 

農業法人への就⫋者がቑຍしている要ᅉとしては、初期ᢞ資や農地取ᚓが要で農業に参ධし

やすいことにຍえ、健康ಖ㝤や厚生年㔠ಖ㝤など社会ಖ㝤の㐺用といった福利厚生㠃が手厚いこ

となどが考えられます。 

また、ＪＡࢢループでは、௧2年度(2020 年度)⌧在、県内10かᡤの農協で農作業ᚑ事者無

ᩱ⫋業紹介ᡤを開設し、求人側と求⫋者とのࢳࢵ࣐ンࢢをቑやすことで、ປാ力足を⿵う取組

を行っています。 

 

 

 

ᮏ県の農業⤒Ⴀ体で雇用されている農業ປാ力のうࡕ、常雇と⮫時雇いのᘏ人数の相関を

みると、ᮏ県は他県にẚて⮫時雇いの割合がᅽಽ的に高くなっています。(ᅗ3�1�3�3) 

これは、ᮏ県の主力作物であるりࡈࢇやながいも、にࢇにくの栽培・✭作業の㐣⛬で多くの

人手を要する㠃、㝆雪により期間の生産がᑡないことで 12㹼3 月までは人手を要しないこ

となどから、必要な時期だけ⮫時雇用するといったことが背景にあるためです。 

くᯝᶞ栽培をしている長野県、山ᙧ県、ḷ山県でも⮫時雇いの割合がẚ㍑的高いഴ向にࡌྠ

ありますが、長野県では⮫時雇いと常雇がྠࡌくらいの割合となっています。ここではᮏ県とྠ

ᵝに㝆雪地域でりࡈࢇ栽培の┒ࢇな長野県で常雇が多い理⏤について、ᮏ県とのẚ㍑からみて

みます。 

 

 

 

 

 

 

 

                         
3 㠀農家出㌟者 ͐就農前に農業௨外の産業にᚑ事していた者または農業研ಟ後に就農した者のうࡕ、㠀農家出㌟

者。 
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ᮏ県のᖹᡂ30年(2018年)の農業産出㢠は3,222億円で、長野県は2,616億円と606億円のᕪ

があります。 

農業産出㢠をẚ㍑してみると、主要産ရでは、野菜とⰼきは長野県が上回っていますが、⡿、

ᯝᐇ、␆産はᮏ県が上回っており、特に␆産は約3ಸとなっています。(ᅗ3�1�3�4) 

次に農業⤒Ⴀ体数でẚ㍑してみるとᮏ県が2万9,022⤒Ⴀ体(農林水産┬「2020年農林業ࢭン

ス」(ᴫ数ࢧ )್)であるのに対し、長野県は4万2,806⤒Ⴀ体で全国3位の⤒Ⴀ体数となってい

ます。 

また、雇いධれた1⤒Ⴀ体当たりの雇用者数をみると、ᮏ県の179.0人᪥に対し、常雇の割合

の高い長野県では208.1人᪥と29.1人᪥のᕪがあります。(ᅗ3�1�3�5) 

⤒Ⴀ体全体でみると、ᮏ県が520万人᪥であるのに対し、長野県は891万人᪥と、約1.7ಸの

ᕪとなります。 
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新規就農者数のうࡕ、農業法人への就⫋者数は農業⤒Ⴀ体数のቑຍとともに年々ቑຍഴ向にあ

り、௧ඖ年度(2019 年度)は、┤近10年間で᭱も多い110人となりました。農業法人就農者数

のうࡕ、㠀農家出㌟者数3の割合が高く、他産業から就農に⮳るケースが多くみられます。(ᅗ3�

1�3�2) 

農業法人への就⫋者がቑຍしている要ᅉとしては、初期ᢞ資や農地取ᚓが要で農業に参ධし

やすいことにຍえ、健康ಖ㝤や厚生年㔠ಖ㝤など社会ಖ㝤の㐺用といった福利厚生㠃が手厚いこ

となどが考えられます。 

また、ＪＡࢢループでは、௧2年度(2020 年度)⌧在、県内10かᡤの農協で農作業ᚑ事者無

ᩱ⫋業紹介ᡤを開設し、求人側と求⫋者とのࢳࢵ࣐ンࢢをቑやすことで、ປാ力足を⿵う取組

を行っています。 

 

 

 

ᮏ県の農業⤒Ⴀ体で雇用されている農業ປാ力のうࡕ、常雇と⮫時雇いのᘏ人数の相関を

みると、ᮏ県は他県にẚて⮫時雇いの割合がᅽಽ的に高くなっています。(ᅗ3�1�3�3) 

これは、ᮏ県の主力作物であるりࡈࢇやながいも、にࢇにくの栽培・✭作業の㐣⛬で多くの

人手を要する㠃、㝆雪により期間の生産がᑡないことで 12㹼3 月までは人手を要しないこ

となどから、必要な時期だけ⮫時雇用するといったことが背景にあるためです。 

くᯝᶞ栽培をしている長野県、山ᙧ県、ḷ山県でも⮫時雇いの割合がẚ㍑的高いഴ向にࡌྠ

ありますが、長野県では⮫時雇いと常雇がྠࡌくらいの割合となっています。ここではᮏ県とྠ

ᵝに㝆雪地域でりࡈࢇ栽培の┒ࢇな長野県で常雇が多い理⏤について、ᮏ県とのẚ㍑からみて

みます。 

 

 

 

 

 

 

 

                         
3 㠀農家出㌟者 ͐就農前に農業௨外の産業にᚑ事していた者または農業研ಟ後に就農した者のうࡕ、㠀農家出㌟

者。 
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ᮏ県のᖹᡂ30年(2018年)の農業産出㢠は3,222億円で、長野県は2,616億円と606億円のᕪ

があります。 

農業産出㢠をẚ㍑してみると、主要産ရでは、野菜とⰼきは長野県が上回っていますが、⡿、

ᯝᐇ、␆産はᮏ県が上回っており、特に␆産は約3ಸとなっています。(ᅗ3�1�3�4) 

次に農業⤒Ⴀ体数でẚ㍑してみるとᮏ県が2万9,022⤒Ⴀ体(農林水産┬「2020年農林業ࢭン

ス」(ᴫ数ࢧ )್)であるのに対し、長野県は4万2,806⤒Ⴀ体で全国3位の⤒Ⴀ体数となってい

ます。 

また、雇いධれた1⤒Ⴀ体当たりの雇用者数をみると、ᮏ県の179.0人᪥に対し、常雇の割合

の高い長野県では208.1人᪥と29.1人᪥のᕪがあります。(ᅗ3�1�3�5) 

⤒Ⴀ体全体でみると、ᮏ県が520万人᪥であるのに対し、長野県は891万人᪥と、約1.7ಸの

ᕪとなります。 
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一方、農産ຍᕤや農産物┤売ᡤなど 6 次産業化に関する農業生産関連事業の年間販売㢠をみ

ると、ᮏ県の284億6,200万円に対し、長野県は731億8,600万円と、ᮏ県は長野県の39.7％

にとどまっています。(ᅗ3�1�3�6) 

農業産出㢠に対する農業生産関連事業の年間販売㢠のẚ率をみると、ᮏ県では農産ຍᕤと農

産物┤売ᡤで 4％ྎとなっているのに対し、長野県では農産ຍᕤが 10.3％、農産物┤売ᡤが

15.3％と高い割合となっています。全国も長野県とྠᵝに 10％ྎにあることから、ᮏ県では 6

次産業化に関する農業生産関連事業が全国よりప水準にあることがわかります。(ᅗ3�1�3�7) 

 

 

 

 

次に、農業生産関連事業にᦠわる事業体数をみると、ᮏ県の 1,080 事業体に対し、長野県は

4,580事業体とᮏ県の4ಸ௨上となり、多くの事業者が6次産業化にᦠわっていることがうかが

えます。(ᅗ3�1�3�8) 

1事業体当たりの農業生産関連事業の販売㢠をみると、農産ຍᕤと農産物┤売ᡤはᮏ県の方が

高い販売㢠となっています。(ᅗ3�1�3�9) 

 

 

 

これらのことから、ᮏ県においては規模の大きい6次産業化が進ᒎしており、長野県では規模

は小さくとも多くの⤒Ⴀ体が6次産業化に取り組ࢇでいることがうかがえます。後は、規模の

大きい 6 次産業化を進めるとྠ時に、より多くの⤒Ⴀ体が 6 次産業化に取り組むことで、通年

雇用のቑຍにつながるのではないかと考えられます。 
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ᮏ県では、他産業から新たなࣕ࢟リの場として新規就農に⮳るケースが多く、ᑗ来的な農業

の担い手となる若年ᒙの新規就農者もቑえていることから、後継者の確ಖという観点では、大き

なᡂᯝをあげていると考えられます。しかしながら、「雇用の場」として農業の魅力を高めてい

くためには、長野県のようにより多くの農業⤒Ⴀ体が農業生産関連事業に進出し、そのことを通

 。て通年雇用をቑやしていくことが重要と考えられますࡌ

 

  ᮏ⠇では、移住者、創業者、新規就農者の動向をみてきました。社会人としてࣕ࢟リのあ

るＵ・㹇・Ｊターン人㈈は、県内業において༶ᡓ力となるだけでなく、多ᵝな⤒㦂や県外の

人的ネࢺࢵワーࢡを活かすことで、イ࣋ࣀーションや新たな࣐ーケティンࢢの創出、ປാ生産

性の向上も期ᚅされます。 

  県内業の求人報や県内のᬽらしの報、移住に係る支策などの報を✚ᴟ的に発信

し、ປാ力確ಖ策の一つとして人㈈㑏流をಁし、Ｕ・㹇・Ｊターン者の受けධれをさらに進め

ていくことが重要となってきます。 
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一方、農産ຍᕤや農産物┤売ᡤなど 6 次産業化に関する農業生産関連事業の年間販売㢠をみ
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➨2⠇ ከᵝ࡞ാࡁ᪉の動向 

 

 の動向➼ࢡ࣮࣡ࣞࢸ �

近年では、㹇㹁㹒(報通信ᢏ⾡)を利用し、時間や場ᡤを有ຠに活用できるᰂ㌾なാき方とし

てテレワーࢡのような新しいാき方がみられるようになってきましたが、般の新型コࣟナの

ឤᰁᣑ大をきっかけに、その動きが全国的にຍ㏿しています。 

東ி商ᕤリࢧーࢳのンケーࢺㄪᰝの⤖ᯝから、௧2年(2020年)4㹼10月までの在Ꮿ ・ົ

リࣔーࢺワーࢡのᐇ≧ἣをみると、全国では4㹼5月の⥭ᛴ事ែᐉゝୗでのᐇ率が50％ྎで

あるのに対し、ᮏ県では20％ྎにとどまっています。(ᅗ3�2�1�1) 

 

 

 

 

ᮏ県において在Ꮿົを取りやめた、またはᐇしない理⏤としては、「業ົがリࣔーࢺワー

に㐺していない」がࢡ 55.6％で᭱も多く、次いで「必要᭩㢮(契約᭩含む)が電子化されていな

い」(11.7�)、「報ࣗ࢟ࢭリティに安がある」(7.8％)などとなっており、全国においても「業

ົがリࣔーࢺワーࢡに㐺していない」(86.6％)の割合が高いことから、在Ꮿົのㄢ㢟は全国と

 ようなഴ向にあると考えられます。(ᅗ3�2�1�2)ࡌྠ
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次に、内㛶ᗓの全国ㄪᰝにより、テレワーࢡ⤒㦂者がឤࡌるテレワーࢡのメリࢺࢵとࢹメリࢵ

としては、「通が要になる」(82.6％)、「休᠁時間・㝽間時間を有ຠ活ࢺࢵをみると、メリࢺ

用できる」(58.3％)、「ᜥᢤきや気分㌿がしやすい」(44.6％)と、時間的なࡺとりをメリࢺࢵ

としているഴ向がうかがわれます。(ᅗ3�2�1�3) 

一方で、ࢹメリࢺࢵとしては、「社内での気軽な相談・報࿌がᅔ難」(38.4％)、「取ᘬඛ等との

やりとりがᅔ難」(31.6％)、「⏬㠃を通ࡌた報のみによるコミࣗࢽケーション足やスࢺレス」

(28.2％)と、コミࣗࢽケーションの取りにくさがࢹメリࢺࢵとなっているഴ向がうかがわれま

す。さらに、東ி商ᕤリࢧーࢳのㄪᰝとྠᵝに、「テレワーࢡできないཪは合わない⫋✀である」

(40.0％)が᭱も多い⤖ᯝとなっています。(ᅗ3�2�1�4) 
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図3-2-1-2 ᅾᏯົをྲྀ䜚やめた、ᐇしない⌮⏤㻔」ᩘᅇ⟅㻕 

図3-2-1-3 䝔䝺䝽䞊䜽の䝯䝸䝑䝖 

㻔䝔䝺䝽䞊䜽⤒㦂者、ୖ6 㡯┠㻕 

図3-2-1-㻠 䝔䝺䝽䞊䜽の䝕䝯䝸䝑䝖㻔౽なⅬ㻕 

㻔䝔䝺䝽䞊䜽⤒㦂者、ୖ6 㡯┠㻕 
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次に、内㛶ᗓの全国ㄪᰝにより、テレワーࢡ⤒㦂者がឤࡌるテレワーࢡのメリࢺࢵとࢹメリࢵ
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さらに、テレワーࢡ⤒㦂者の⫋場で取り組まれた業ົᨵၿとしては、「社内のᡴ合せやពᛮỴ

定の仕方のᨵၿ」(38.9％)、「᭩㢮のやりとりを電子化、࣌ーパーレス化」(31.7％)、「社内シス

テムのࢭࢡスᨵၿ」(30.0％)の回⟅割合が高くなっています。 

 

ᮏ県ではテレワーࢡによるാき方がまだ多くないものとᛮわれますが、テレワーࢡのᑟධが

全国的に普及することで、㤳㒔ᅪの業に在⡠しながら県内にᒃ住してാくことがྍ⬟となり

ます。 

また、県内においても、例えば介ㆤが必要なぶとྠᒃしながら通がᅔ難な市町村の事業ᡤに

在⡠しാくといったこともྍ⬟となります。 

これまで、家᪘の介ㆤや育ඣなどの理⏤によりやむなく㏥⫋や休業をవなくされていたປ

ാ者も、テレワーࢡのᑟධによりࣕ࢟リを中᩿することなくാくことができるようになるྍ

⬟性もあります。 

新型コࣟナをきっかけとした新たなാき方の一つとして、ᮏ県においてもテレワーࢡのᑟධ

に向けた環ቃᩚഛを進めていく必要があると考えられます。 

 

2 副業の動向 

テレワーࢡとྠᵝに業も新たなാき方の一つとして、ὀ目されています。 

有業者(ὀ：就業者とྠࡰ⩏)のうࡕ業をᣢつ人の割合となる業者ẚ率をみると、ᮏ県は

4％前後で推移し、全国とのᕪは大きくありませࢇ。そのうࡕ、ṇ規の⫋員・ᚑ業員が業をᣢ

つ業者ẚ率では、ᮏ県の方が高いのに対し、㠀ṇ規の⫋員・ᚑ業員の業者ẚ率では、全国の

方が高くなっています。(ᅗ3�2�2�1) 

業者のうࡕ農業・林業を業、若しくは農業・林業をᮏ業とし他産業を業とする人のẚ率

は、ᮏ県ではいずれも全国より高く、中でも農業・林業を業とする割合が高くなっています。

特に農家はව業農家の割合も高く、農林水産業就業者の多いことが、ᮏ県における農業・林業で

の業が多いことの要ᅉだとᛮわれます。(ᅗ3�2�2�2)  

 

 

 

次に、新型コࣟナのឤᰁᣑ大前とẚ㍑して、就業者の⫋業の㑅ᢥ、業等のᕼᮃがどうኚ化し

たかをみた内㛶ᗓの全国ㄪᰝによると、௧2年(2020年)12月のㄪᰝでは「まだල体的ではな

いがᑗ来の仕事やධについて考えるようになった」(21.0％)、「新たに業を᳨ウしはࡌめた」

4
3.8

2.7 2.5

4.4 4.4

0

1

2

3

4

5

6

7

H24 2㻥年

副業者ẚ⋡

㟷᳃┴ ⥲ᩘ 㟷᳃┴ う䛱ṇつの職ဨ・ᚑ業ဨ

㟷᳃┴ う䛱㠀ṇつの職ဨ・ᚑ業ဨ ᅜ ⥲ᩘ

ᅜ う䛱ṇつの職ဨ・ᚑ業ဨ ᅜ う䛱㠀ṇつの職ဨ・ᚑ業ဨ

（％）

資料）⥲ົ┬「就業ᵓ㐀ᇶᮏ調査」

15.4

16.8

40.0 35.7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

H24 2㻥年

副業者に༨める㎰ᯘ業者のẚ⋡

㟷᳃┴ ᮏ業が㎰業・ᯘ業 㟷᳃┴ 副業が㎰業・ᯘ業

ᅜ ᮏ業が㎰業・ᯘ業 ᅜ 副業が㎰業・ᯘ業

（％）

資料）⥲ົ┬「就業ᵓ㐀ᇶᮏ調査」

図3-2-2-1 副業者ẚ⋡ 図3-2-2-2 副業者ᩘに༨める㎰業・ᯘ業ᚑ事者の  ྜ

187 

 

(5.9％)、「新たに㌿⫋を᳨ウしはࡌめた」(4.7％)と、⫋業に関してのఱかしらのព㆑ኚ化がみ

られています。しかし、新型コࣟナに関する㆙ᡄឤがᙉかった௧ 2 年(2020 年)6 月ㄪᰝとẚ

㍑すると大ᖜに率がపୗしている㡯目もあり、⫋業の㑅ᢥ、業等のᕼᮃのኚ化が一㐣性のもの

なのかどうか継続してみていく必要があります。(ᅗ3�2�2�3) 

 

 

   ᮏ県においても、新型コࣟナによりᚑ業者の雇用にⱞ៖している事業者と深้な人ᮦ足に

┤㠃している事業者を支するため、௧2年(2020年)12月に「あおもり業・ව業報ࢧイ

 。を開設し、県内業の人ᮦ確ಖと、業・ව業ᕼᮃ者への就ປ支を行っています「ࢺ

 

ᚑ来の業は、ᮏ業のධ足分を⿵ሸするためであったり、ᮏ県のように農業・林業での

業が一般的となっていました。しかし、近年ではධ⿵ሸだけではなく、自㌟のス࢟ルࢵプや、

人的ネࢺࢵワーࢡの開ᣅ・ᣑ大、ᚓព分野の活用、他産業でのᣮᡓといった、✚ᴟ的な理⏤によ

り業をᣢつ方が見受けられるようになっています。さらには、仕事で培ったス࢟ルを社会㈉⊩

に活かすプࣟࣀ࣎や、業から複数の仕事をこなすパラレルワー࢝ー(複業)といった新たなാ

き方も⪺かれるようになってきました。 

業においても➇合分野௨外で業をᐜ認するといった社会的な動きもあり、後は、自㌟の

やりたいことや、なりたい自分を目指すための業であったり、プࣟࣀ࣎のように社会㈉⊩や地

域㈉⊩のための多ᵝな業がቑえてくるものと考えられます。 

 

ᮏ⠇では、新型コࣟナをきっかけにຍ㏿するテレワーࢡや業などの多ᵝなാき方について

みてきました。 

雇用ᙧែの多ᵝ化や㹇㹁㹒の発ᒎにより、ാき方に対する౯್観も多ᵝ化し、人㈈はより流動

的になっていくことがண されます。 
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テレワーࢡのᑟධを進めることで、ᮏ県への移住ಁ進や県外への人㈈流出に一定のṑṆめが

かかり、業をᐜ認することで、ປാ力足が深้な産業で人手を確ಖすることがྍ⬟となって

きます。 

多ᵝなാき方を推進し、多ᵝな人㈈にᮏ県を㑅ࢇでもらえるような取組や支を行っていく

ことが必要と考えられます。 

 

＜コラム4 住民の主体性と地域ブランド：福島県西会津町のミネラル野菜と地域づくり＞ 

弘前大学大学院 地域社会研究科 教授 佐々木 純一郎   

 

福島県西会津町は、東側を「喜多方ラーメン」で有名な福島県喜多方市に接し、西側を新潟県と

接する。人口約６千人であるが、町内にある道の駅にしあいづは2004年にオープンし、年間60万

人の利用者がある。その内3,4割が新潟県であり、連休期間には関東からの来客も多い。2016年8

月、この道の駅に隣接して「ミネラル野菜の家」がオープンしている。町役場の担当者から、ミネ

ラル野菜と地域づくりについて興味深い話を聴いたので、このエピソードを中心に紹介したい。 

①健康長寿を目指したミネラル野菜の取組と地域づくり:当初の契機は町の健康長寿への取組で

あり、1997年にその一環として行われた中嶋農法の創始者・中嶋常允(なかしまとどむ)氏の講演会

にて健康ミネラル野菜を知ることになる。翌年、家庭菜園を作っていた5名の女性が中嶋氏の講演

に共鳴し、ミネラル野菜の栽培に取組始めた。この５名を中心とした女性19名が2008年に住民の

主体的組織「にしあいづ健康ミネラル野菜普及会」を発足させた(2014年度、「豊かなむらづくり全

国表彰 農林水産大臣賞」受賞)。ミネラル野菜の生産農家は117戸あり、ミネラル野菜は2019年

度、1億1,085万 9千円の出荷高である。このようなミネラル野菜の取組は、雇用創出、移住そし

て新規就農など、地域自体の存続に向けた動きにつながっている。 

②地域住民の主体性と行政(町)の推進体制の組合せ:①の背景には、住民と行政の濃厚な信頼関

係がある。例えば町議会では毎回、全議員による1人1時間の一般質問が行われるが、難視聴対策

のケーブルテレビによる議会中継は高視聴率である。気軽に住民が役場に電話相談する関係性もあ

る。また町は「ミネラル野菜栽培基準」を設け、2004年からミネラル野菜のハウスを、町で建設し

農家が分割支払いする仕組みを設け、安定生産を支えている(「耐雪型パイプハウスリース事業」)。 

③観光における歴史的背景と地理的条件:新潟県から参拝客を集める大山祇神社の存在等、歴史

的に貴重な社寺があるだけでなく、新潟県との交流人口を呼び込む地理的位置にあることも大きい。 

④食の魅力の発信:道の駅でミネラル野菜の販売や食事を提供する他、町内にＵターンによる複

数の洋食店が開業している。このような食の焦点化は、他地域の観光分野とも共通する論点である。 

⑤健康、観光、交流の一体化:ミネラル野菜の取組や観光だけでなく、沖縄県の子供達との相互

ホームスティなどの継続的な交流も特筆でき、これらが無理なく一体化しているといえる。 

西会津町の取組から参考となるのは次の2点であろう。第一に、小規模自治体の小回りの良さと

交流の輪である。上述の「にしあいづ健康ミネラル野菜普及会」の会員は、2014年時点で63名(人

口の１％)であり、専業農家の若手女性も含まれる。また活動は、町民やＪＡ青年部、酒造関係者や

流通関係者、飲食店関係者との交流など、町内だけでなく県外にまで広がり、後に続く人を育てる

「ものづくり・ひとづくりの輪」につながっている。第二に、歴史的背景や地理的条件の確認が必

要である。どの地域も必ず特徴や個性があるはずであり、それを活用する視点が大事になる。地域

ブランドは「ナンバーワン」ではなく「オンリーワン」を目指す取組である。「ないものねだり」で

はなく、地域の資産や資源を再発見し、人づくり等で磨き上げることがあらためて求められよう。 

*参考 佐々木純一郎(2021.3)「民間地域商社、自治体出資地域商社そして観光協会:有限会社漂

流岡山、株式会社東近江あぐりステーション、有限会社南相木村故郷ふれあい公社、一般社団法人

志賀町観光協会、一般社団法人喜多方観光物産協会、そしてにしあいづ観光交流協会」、『弘前大学

大学院地域社会研究科年報』第17号 
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第2部では、第1❶でປാ市場を取りᕳく⌧≧とᮍ来のປാ㟂⤥ண について、第2❶で求⫋者

側・求人側それࡒれからみた新規学༞者の就⫋をᕠる≧ἣについて、そして、第3❶では᭱近のാ

き方のኚ化や、それを㋃まえて࢝ࢭンドࣕ࢟リに関する考え方がどのようにኚ化してきているの

かについてみてきました。 

これらでみてきたㄢ㢟で共通するのは、ᮏ県のປാ市場におけるミスࢳࢵ࣐です。人口ῶᑡや高

㱋化が進み、ປാ力人口のῶᑡが続くと見込まれる中で、ᮏ県⤒῭が一定௨上の水準を⥔ᣢしてい

くためには、ປാ市場における⫋✀やᚅ㐝を始めとしたあらࡺるミスࢳࢵ࣐をゎᾘしていく必要が

あります。それにより、若年ᒙの県外流出のᢚ制、県外からの人㈈の㑏流、₯在的なປാ力の活用

など、ᮏ県が「ാく場として㑅ばれる」ことにつながっていくと考えられます。 

さらに、このようなミスࢳࢵ࣐のゎᾘはປാ生産性の向上につながり、このປാ生産性の向上が

ᐇ⌧することで、⤒῭水準が⥔ᣢされていくことになります。 

第4❶ではこれらを㋃まえた上で、ᮏ県が内外の人㈈からാく場として㑅ばれるために、どの

ようなㄢ㢟があり、それをどうᨵၿすきなのかについて、考ᐹしていきます。 

 

� ⫋✀のࢳࢵ࣐ࢫ࣑ゎᾘ 

かつては仕事そのものがᑡなく、有ຠ求人ಸ率が 0.2㹼0.5 ಸの間を推移していたᮏ県のປാ

市場ですが、近年では、県内の有ຠ求人ಸ率が1ಸを㉸えるようになってきました。しかし、産

業によって足率は大きく␗なっており、ミスࢳࢵ࣐が生ࡌていることがわかります。また、௨

前は 1 ಸをᑡし上回る⛬度で推移していた新規高等学ᰯ༞業者の県内求人ಸ率も、ᖹᡂ 27 年

(2015年)௨㝆は2ಸを㉸えるようになりましたが、新規高等学ᰯ༞業者や大学༞業者等の県外就

⫋割合は౫↛として高いഴ向にあります。 

第2❶でみたように、就⫋活動がᮏ᱁化する前までは、県内就⫋をᕼᮃする高ᰯ生は多いഴ向

にありますが、就⫋活動期にධると、就⫋ᕼᮃ者がῶᑡするとともに、県内から県外就⫋ᕼᮃに

にษり᭰えるケースがみられます。 

就⫋ඛを県内から県外にษり᭰える大きな要ᅉとして、大学生が県内就⫋をᕼᮃしても就きた

い仕事の内ᐜや✀㢮がᑡない、あるいは、ᕤ業⣔の高等学ᰯ༞業生等の専㛛性を活かせるような

求人が県内にはᑡない、といった「⫋✀のミスࢳࢵ࣐」があることが、県外就⫋割合を高めてい

る要ᅉの一つと考えられます。 

 

⫋✀のミスࢳࢵ࣐は、ᕼᮃする⫋✀がᮏ当に県内に存在していない場合、ᮏ当は存在している

にもかかわらず認㆑されていない場合、雇用条件等がᢡり合わない場合の大きく3つが考えられ

ます。 

まず、⫋✀の有無について考ᐹしていきます。ᮏ県の産業ูᚑ業者数ᵓᡂẚをみてみると、ま

ず全国とẚ㍑した場合、建設業の割合が高く、〇造業の割合がపいという特徴はあるものの、他

の産業ではᴟ➃に大きな㐪いはみられず、ᮏ県の産業ᵓ造自体がミスࢳࢵ࣐のཎᅉとはいえない

Ẫ場として選ばれるために 第 ᵒ 章 
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とも考えられます。一方、県外就⫋者の就業ඛとして大きなẚ率を༨める東ி㒔とẚ㍑してみる

と、ᮏ県や全国とẚ第3次産業の割合が高く、とりわけ、報通信業やࢧービス業(他に分㢮さ

れないもの)などの割合がかなり高くなっています。また、その他の第3次産業もᴟ➃に割合がప

いものはᑡなく、バランスの良いᵓ造となっています。 (ᅗ4�1) 

 

 

 

「産業ู足率(青᳃県・௧ඖ年度)」(47࣌ーࢪ)をみると、近年ではいずれの産業において

も足率(足数¹新規求人数)が 100％をୗ回っており、一部の産業でᴟ➃に求人がᑡないとい

う≧ἣではありませࢇ。 

これらのことから、ᮏ県ではいずれの産業においても仕事の㔞としての求人数はあるものの、

仕事の内ᐜや✀㢮がᑡないといったことが考えられ、「㔞」ではなく「質」がㄢ㢟となっているこ

とがうかがわれます。大学生等のព㆑ㄪᰝで、「県外就⫋をᕼᮃする理⏤」(150࣌ーࢪ)からみら

れるように、「自分がᕼᮃする会社や仕事があるから」、「ᮏ当は青᳃県内に就⫋したいが、青᳃県

内には良い求人がないから」といった理⏤で県外就⫋をᕼᮃする学生は、を㏉せば、ᕼᮃする

仕事の内ᐜや✀㢮があることで県内定╔に⮳るྍ⬟性が高くなるものと考えられます。 

 

次に、⫋✀が認㆑されていない、または条件がᢡり合わないྍ⬟性についてみていきます。 

県では、若者の県内定╔・㑏流に向け、௧2㹼3 年度(2020㹼2021 年度)に「県民みࢇなが考

える『いいよね青᳃』推進事業」をᐇしています。第2❶第1⠇で紹介した「若者のᑗ来㑅ᢥ

に関するンケーࢺㄪᰝ」のか、県内の大学生と▷大生を対㇟に、学生ྠኈの話し合いやඛ㍮

社会人へのインタビࣗーを通ࡌて、40௦の自分のᬽらし方やാき方をイメーࢪし、౯್観のᖜを

広げ「青᳃の良さ」を再発見するきっかけづくりを目的としたワーࢡショࢵプを開ദしたところ、

参ຍした学生からは「地ඖと東ிの㐪いを再確認できた」、「自分の人生を長期的に考える視点を
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第2部では、第1❶でປാ市場を取りᕳく⌧≧とᮍ来のປാ㟂⤥ண について、第2❶で求⫋者

側・求人側それࡒれからみた新規学༞者の就⫋をᕠる≧ἣについて、そして、第3❶では᭱近のാ

き方のኚ化や、それを㋃まえて࢝ࢭンドࣕ࢟リに関する考え方がどのようにኚ化してきているの

かについてみてきました。 

これらでみてきたㄢ㢟で共通するのは、ᮏ県のປാ市場におけるミスࢳࢵ࣐です。人口ῶᑡや高

㱋化が進み、ປാ力人口のῶᑡが続くと見込まれる中で、ᮏ県⤒῭が一定௨上の水準を⥔ᣢしてい

くためには、ປാ市場における⫋✀やᚅ㐝を始めとしたあらࡺるミスࢳࢵ࣐をゎᾘしていく必要が

あります。それにより、若年ᒙの県外流出のᢚ制、県外からの人㈈の㑏流、₯在的なປാ力の活用

など、ᮏ県が「ാく場として㑅ばれる」ことにつながっていくと考えられます。 

さらに、このようなミスࢳࢵ࣐のゎᾘはປാ生産性の向上につながり、このປാ生産性の向上が

ᐇ⌧することで、⤒῭水準が⥔ᣢされていくことになります。 

第4❶ではこれらを㋃まえた上で、ᮏ県が内外の人㈈からാく場として㑅ばれるために、どの

ようなㄢ㢟があり、それをどうᨵၿすきなのかについて、考ᐹしていきます。 

 

� ⫋✀のࢳࢵ࣐ࢫ࣑ゎᾘ 

かつては仕事そのものがᑡなく、有ຠ求人ಸ率が 0.2㹼0.5 ಸの間を推移していたᮏ県のປാ
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⫋割合は౫↛として高いഴ向にあります。 

第2❶でみたように、就⫋活動がᮏ᱁化する前までは、県内就⫋をᕼᮃする高ᰯ生は多いഴ向
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就⫋ඛを県内から県外にษり᭰える大きな要ᅉとして、大学生が県内就⫋をᕼᮃしても就きた

い仕事の内ᐜや✀㢮がᑡない、あるいは、ᕤ業⣔の高等学ᰯ༞業生等の専㛛性を活かせるような

求人が県内にはᑡない、といった「⫋✀のミスࢳࢵ࣐」があることが、県外就⫋割合を高めてい

る要ᅉの一つと考えられます。 

 

⫋✀のミスࢳࢵ࣐は、ᕼᮃする⫋✀がᮏ当に県内に存在していない場合、ᮏ当は存在している

にもかかわらず認㆑されていない場合、雇用条件等がᢡり合わない場合の大きく3つが考えられ

ます。 

まず、⫋✀の有無について考ᐹしていきます。ᮏ県の産業ูᚑ業者数ᵓᡂẚをみてみると、ま

ず全国とẚ㍑した場合、建設業の割合が高く、〇造業の割合がపいという特徴はあるものの、他

の産業ではᴟ➃に大きな㐪いはみられず、ᮏ県の産業ᵓ造自体がミスࢳࢵ࣐のཎᅉとはいえない

Ẫ場として選ばれるために 第 ᵒ 章 
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とも考えられます。一方、県外就⫋者の就業ඛとして大きなẚ率を༨める東ி㒔とẚ㍑してみる
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ᚓられた」、「『ാく』だけでなく『生活』をᨵめて考える機会になった」などのព見があり、学生

のព㆑のኚ化がみられました。 

さらに、学生へのインタビࣗーを通ࡌ、学生が⫋業を㑅ᢥする㝿に、ಖㆤ者や教員௨外の大人

と話す機会がᑡないなど学生にはᛮった௨上に相談相手がいないこと、県内外のᐇを知る機会

はあまり無く、報が足する中で、あまり「知らない」ままにᑗ来のことをỴめている≧ἣな

どがわかってきています。これらの取組を通ࡌて見えてきたのは、学生が大人と話す機会や県内

の仕事を知る機会を作ることで、ᮏ県でാくこと、ᬽらすことに関し、これまで見えていなかっ

た、あるいは、気づいていなかったことがᵝ々な視点から再認㆑されるということです。 

ᖹᡂ 29 年度(2017 年度)におけるᮏ県の公❧高等学ᰯにおけるインターンシࢵプᐇ率は

77.6％で、全国ᖹᆒの84.8％にẚ࣏7.2インࢺపく、全国43位となっています。業の知名

度にかかわらず、求人報ではఏわらない仕事の内ᐜを、⫋業体㦂やඛ㍮社会人との対話などを

通ࡌて高ᰯ生や大学生等にఏえ、また、ᵝ々な፹体を通ࡌた報発信をᙉ化して県内に存在する

仕事の内ᐜや✀㢮を認㆑してもらうことが重要であり、学生の⫋業㑅ᢥのᖜを広げていくような

環ቃづくりを行政、教育機関、産業⏺において取り組ࢇでいく必要があると考えられます。 

 

かつては、第1次産業から第2次産業へ、そして第3次産業へと産業が㌿していくことを「産

業の高度化」と呼び、ᮏ県においてもこのような取組を進め、その⤖ᯝ、ᡤᚓ水準は向上し、雇

用の場も広がるなど、相ᛂのᡂᯝはあったと考えられます。 

しかし、⌧在においては、「産業の高度化」のព味は大きく␗なってきています。例えば、農業

についてみると、ࣟࢺࢵ࣎ᢏ⾡や㹇㹁㹒を活用して┬力化・⢭ᐦ化や高ရ質生産をᐇ⌧するス࣐

ーࢺ農業が推進されています。また、建設業についてみると、リࣔーࢭࢺンシンࢢを活用した 

㔞や、Ａ㹇を活用したインࣇラの⥔ᣢ⟶理などが᪤に取りධれられています。さらに、〇造業で

はプࣟテオࢢリ࢝ンなど知的㈈産にᡴࡕされたイ࣋ࣀーションによってຍ౯್の高い商ရ開

発や販㊰開ᣅが行われています。このように、これからはࣟࢺࢵ࣎ᢏ⾡や㹇㹁㹒、Ａ㹇、ඛ➃ᢏ

⾡等を活用しながら、それࡒれの産業自体が高度化していく、新たな取組が必要と考えられます。 

 

௧2年(2020年)௨㝆、新型コࣟナの発生をきっかけに、これまで当たり前と考えられていた

生活行動ᵝ式がኚᐜしました。ឤᰁᣑ大㜵Ṇのためにᑟධされたテレワーࢡやリࣔーࢺ会議など、

㹇㹁㹒ᢏ⾡の発ᒎとともに、新たな౯್観のもとでാき方がኚわりつつあります。さらに、Ꮿ㓄

㟂要のᣑ大やオンライン授業、コンࢧーࢺや演のオンライン㓄信、イ࣋ンࢺのオンライン開ദ

など、ライࣇスタイルのኚ化によって新たなࢧービスが創出し、それに㝶する産業では市場の

 。が高まってきていますࢬーࢽ

新型コࣟナは、ᮏ県⤒῭にとって大きな༴機ではありますが、これを一つのきっかけとしてᤊ

え、ᮏ県業においても、ᵝ々な市場ࢽーࢬに対ᛂしたビࢪネスのኚ㠉に✚ᴟ的に取り組むこと

により、若年者にとってാく場として魅力のある仕事の内ᐜや✀㢮を創出していくことが必要で

あると考えられます。 

 

さらに、こうしたാき方やライࣇスタイルのኚᐜにより、それまでの東ி一ᴟ集中から地方回

ᖐへの機㐠が高まってきています。新たな仕事の内ᐜや✀㢮を創出していくことは、若年者が高
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校や大学等で培った知識や技術を活かせるような産業やビジネスを創出し、若年者が個々の能力

を活かして活躍・成長・スキルアップできる場を生み出すことにつながり、ひいては、若年者の

県内定着やＵ・Ｉ・Ｊターンによる人財還流にもつながってくると考えられます。 

   

2 人財への投資 

ここまでみてきた中で、本県においては全国と比べて、賃金が低いことがわかりました。 

賃金について論じた著書として、エンリコ・モレッティ著「年収は『住むところ』で決まる 

雇用とイノベーションの都市経済学」によると、高技能者の割合が高い都市では、イノベーショ

ンが活発で、賃金水準も高くなるとされています。これは、高度な知識と技術を有する同僚と一

緒に働くと、他の労働者の生産性も向上するためと考えられています。併せて、高技能者がいる

と、企業が新しい高度なテクノロジーを導入しやすくなったり、高技能者と交流する人ほど生産

的で創造的になるといった人的資本の外部性が生まれるとされています。また、高技能者が多く

なることで、地域経済のあり方が根本から変わり、住民が就くことのできる仕事の種類が増え、

高技能者だけでなく、他の労働者の給料も高くなるとされています。 

 

高技能者としては、現に、若しくは将来的に専門的な知見やスキルを有することが期待される、

大学等卒業者や経験豊かなセカンドキャリア人財、専門学科の卒業者等が想定されますが、高技

能者の一例として有業者(注：就業者とほぼ同義)に占める大学・大学院卒業生の割合と所定内給

与額の相関をみてみます。有業者に占める大学・大学院卒業者の割合は全国平均で29.7％であり、

大学・大学院卒業生の割合が高くなるほど所定内給与額が高くなるという強い相関がみられます。

また、大学・大学院卒業者の割合は首都圏や関西圏で高く、宮城県を除く東北と福岡県を除く九

州各県では低い傾向にあり、本県についてみると、有業者に占める大学・大学院卒業生の割合は

15.8％と全国平均と比べて13.9ポイント低く、秋田県の14.9％に次いで全国で2番目に低い割

合となっており、所定内給与額は全国で最下位です。同じ地方圏においても北陸や中国、四国の

各県では、大学・大学院卒業者の割合は20％を超えています。(図4-2) 
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環ቃづくりを行政、教育機関、産業⏺において取り組ࢇでいく必要があると考えられます。 

 

かつては、第1次産業から第2次産業へ、そして第3次産業へと産業が㌿していくことを「産
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ーࢺ農業が推進されています。また、建設業についてみると、リࣔーࢭࢺンシンࢢを活用した 

㔞や、Ａ㹇を活用したインࣇラの⥔ᣢ⟶理などが᪤に取りධれられています。さらに、〇造業で

はプࣟテオࢢリ࢝ンなど知的㈈産にᡴࡕされたイ࣋ࣀーションによってຍ౯್の高い商ရ開
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௧2年(2020年)௨㝆、新型コࣟナの発生をきっかけに、これまで当たり前と考えられていた
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㹇㹁㹒ᢏ⾡の発ᒎとともに、新たな౯್観のもとでാき方がኚわりつつあります。さらに、Ꮿ㓄

㟂要のᣑ大やオンライン授業、コンࢧーࢺや演のオンライン㓄信、イ࣋ンࢺのオンライン開ദ

など、ライࣇスタイルのኚ化によって新たなࢧービスが創出し、それに㝶する産業では市場の

 。が高まってきていますࢬーࢽ

新型コࣟナは、ᮏ県⤒῭にとって大きな༴機ではありますが、これを一つのきっかけとしてᤊ

え、ᮏ県業においても、ᵝ々な市場ࢽーࢬに対ᛂしたビࢪネスのኚ㠉に✚ᴟ的に取り組むこと

により、若年者にとってാく場として魅力のある仕事の内ᐜや✀㢮を創出していくことが必要で

あると考えられます。 

 

さらに、こうしたാき方やライࣇスタイルのኚᐜにより、それまでの東ி一ᴟ集中から地方回

ᖐへの機㐠が高まってきています。新たな仕事の内ᐜや✀㢮を創出していくことは、若年者が高
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校や大学等で培った知識や技術を活かせるような産業やビジネスを創出し、若年者が個々の能力

を活かして活躍・成長・スキルアップできる場を生み出すことにつながり、ひいては、若年者の

県内定着やＵ・Ｉ・Ｊターンによる人財還流にもつながってくると考えられます。 

   

2 人財への投資 

ここまでみてきた中で、本県においては全国と比べて、賃金が低いことがわかりました。 

賃金について論じた著書として、エンリコ・モレッティ著「年収は『住むところ』で決まる 

雇用とイノベーションの都市経済学」によると、高技能者の割合が高い都市では、イノベーショ

ンが活発で、賃金水準も高くなるとされています。これは、高度な知識と技術を有する同僚と一

緒に働くと、他の労働者の生産性も向上するためと考えられています。併せて、高技能者がいる

と、企業が新しい高度なテクノロジーを導入しやすくなったり、高技能者と交流する人ほど生産

的で創造的になるといった人的資本の外部性が生まれるとされています。また、高技能者が多く

なることで、地域経済のあり方が根本から変わり、住民が就くことのできる仕事の種類が増え、

高技能者だけでなく、他の労働者の給料も高くなるとされています。 

 

高技能者としては、現に、若しくは将来的に専門的な知見やスキルを有することが期待される、

大学等卒業者や経験豊かなセカンドキャリア人財、専門学科の卒業者等が想定されますが、高技
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与額の相関をみてみます。有業者に占める大学・大学院卒業者の割合は全国平均で29.7％であり、

大学・大学院卒業生の割合が高くなるほど所定内給与額が高くなるという強い相関がみられます。

また、大学・大学院卒業者の割合は首都圏や関西圏で高く、宮城県を除く東北と福岡県を除く九

州各県では低い傾向にあり、本県についてみると、有業者に占める大学・大学院卒業生の割合は

15.8％と全国平均と比べて13.9ポイント低く、秋田県の14.9％に次いで全国で2番目に低い割

合となっており、所定内給与額は全国で最下位です。同じ地方圏においても北陸や中国、四国の

各県では、大学・大学院卒業者の割合は20％を超えています。(図4-2) 
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このように、大学・大学院༞業者の割合がపい要ᅉとして考えられるのは、大きく分けて2つ

あります。1 つは大学等進学率がపいこと、もう一つは県外大学༞業後にᮏ県にᡠって来ない、

若しくは県内大学༞業後に県外に㌿出する割合が高いということです。後者については、これま

でみたとおり事ᐇであることがわかっていますので、ここでは前者について確認してみます。 

 

まず、ᮏ県の௧2年(2020年)3月༞の高等学ᰯ༞業者(全᪥制・定時制ㄢ⛬)の大学等進学率

は46.6％で、全国ᖹᆒ55.8％とẚて9.2࣏インࢺపく、全国34位となっています。これまで

の推移をᮏ県と全国でẚ㍑してみると、ᖹᡂ14年(2002年)3月༞の大学等進学率は全国の44.8％

に対し、ᮏ県は32.8％で、そのᕪは12.0࣏インࢺありました。これが、ᖹᡂ29年(2017年)3月

༞になると全国の54.7％に対し、ᮏ県は44.6％でそのᕪは10.1࣏インࢺと、ᖹᡂ14年(2002年)

より1.9࣏インࢺ⦰小しています。 

一方で、有業者に༨める大学・大学院༞業者の割合の推移をᮏ県と全国でẚ㍑してみてみると、

ᖹᡂ14年(2002年)は全国の21.0％に対し、ᮏ県は10.7％で、そのᕪは10.3࣏インࢺありまし

た。これが、ᖹᡂ29 年(2017 年)になると全国の29.7％に対し、ᮏ県は15.8％でそのᕪは13.9

ᣑ大しました。このことから、有業者に༨めࢺイン࣏と、ᖹᡂ14年(2002年)より3.6ࢺイン࣏

る大学・大学院༞業者の割合がపい要ᅉは、大学等進学率のపさではなく、大学・大学院༞業者

の県内定╔がᑡないためであるということがわかります。(ᅗ4�3) 
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ඛ述したとおり、新規学༞者の県内定╔が進まない要ᅉとして、仕事の内ᐜや✀㢮のᑡなさや

㈤㔠のపさがㄢ㢟としてありますが、これをゎᾘしていくためには高度な知㆑やᢏ⾡をᣢつປാ

者が県内でാけるような場をቑやすこと、すなわࡕ、ミスࢳࢵ࣐をゎᾘするためのビࢪネスのኚ

㠉を進めていくことが必要であるということです。 

 

「東3県にᡤ在する大学のධ学者数と県内就⫋内定者数」(147࣌ーࢪ)でみたように、ᮏ

県は隣県のᒾ手県や⛅⏣県とẚ㍑して、大学生の数は多く、県内出㌟者ẚ率も高いという࣏テン

シࣕルがあることから、この࣏テンシࣕルを✚ᴟ的に活用していくことが期ᚅされます。 

そのためには、受けධれ側の業として、ປാ力の確ಖという考え方から人㈈へのᢞ資という

考え方への発の㌿が必要となります。その㝿には、大学・大学院༞業者や࢝ࢭンドࣕ࢟リ

人㈈、専㛛学科の学༞者など高ᢏ⬟者を人的資ᮏとᤊえ、これにᢞ資していくという考え方で、

県内業が✚ᴟ的に受けධれていくというព㆑ᨵ㠉が必要となります。 

 

ປാ⏕⏘ᛶの向ࡿࢀࡉࡽࡓࡶ࡚ࡗࡼのゎᾘࢳࢵ࣐ࢫ࣑ �  ୖ

1、2 でみたように、ᮏ県においてはປാ市場における仕事の内ᐜや✀㢮のミスࢳࢵ࣐があり、

それをゎᾘするためには、雇用を人㈈へのᢞ資という考え方でᤊえ、高ᢏ⬟者を᥇用するための

ാく場づくりが重要です。 

ඛ述のエンリコ・ࣔレࢵティのⴭ᭩では、高ᢏ⬟を有するປാ者がቑえることにより、ປാ者

全体のປാ生産性が向上し、その⤖ᯝ、他の一般のປാ者の⤥ᩱも上᪼していくとされており、

⤖ᯝ的に地域全体のᡤᚓ水準も向上することとなります。さらには、ປാ生産性が向上すること

によって、ᡤᚓ水準のみならず、ᮏ県のປാ条件のㄢ㢟となっている長時間ປാのゎᾘにもつな

がります。 

ᮏ県においてこれをᐇ㊶するためには、まず、高ᢏ⬟者が県内就⫋を㑅ᢥできるようになるた
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めのミスࢳࢵ࣐のゎᾘがᙉく求められます。 

このような、「ປാ生産性の向上」Ѝ「ᡤᚓの向上」Ѝ「地域全体へἼ及」Ѝ「さらなる生産性

の向上」というዲᚠ環を生み出すことにより、ᮏ県はാく場として㑅ばれることになるのです。 

 

これらのዲᚠ環を生み出すためには、長期的かつ複合的な取組が必要となりますが、その間、

新型コࣟナ⚝にあっても手をこまねいているわけにはいきませࢇ。そこで▷期的な取組として、

高ᰯ生や大学生等に対しては、⫋業体㦂や社会人との対話や報発信のᙉ化などを通ࡌ、生活㠃

を含めてࢺータルで就⫋ඛを考えてもらうための環ቃづくりのか、業においては有⤥休ᬤの

取ᚓ⩏ົ化や長時間ປാの๐ῶ、ྠ一ປാྠ一㈤㔠のᑟධといったാき方ᨵ㠉を推進していくこ

とが求められます。また、₯在的なＵ・㹇・Ｊターン者に向けた✚ᴟ的な報発信や移住後も含

めたᵝ々な支が必要となってきます。 

このような取組を進めつつ、中長期的な取組として、新たな時௦に求められる産業を創出する

ことにより、若年者にとって魅力のある仕事の内ᐜや✀㢮をቑやすとともに、大学・大学院༞業

者や࢝ࢭンドࣕ࢟リ人㈈、専㛛学科の学༞者といった高ᢏ⬟者など人㈈へのᢞ資が重要となり

ます。こうした取組によって、ປാ生産性がపいと長年ゝわれ続けたᮏ県のㄢ㢟ᨵၿがᅗられ、、

ᑗ来的に若年者やＵ・㹇・Ｊターン者からാく場として㑅ばれることにつながっていくものと考

えられます。 
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ここまで、新規学༞者を始めとした若年者と県外㌿出者から、ᮏ県がാく場として㑅ばれるため

の方向性について考ᐹしてきました。 

Ｊ㹇㹊㹎㹒のປാ㟂⤥の推ィによると、⤒῭ᡂ長とປാ参ຍが一定⛬度進む࣋ースラインシナリ

オでは、ᮏ県のປാ力人口は、ᖹᡂ29年(2017年)の66万6千人から௧22年(2040年)には44万

8千人となり、約3分の2の水準までⴠࡕ込むと見込まれています。ᮏ県のປാ力人口とྠࡌ規模

のᒾ手県やឡ県とẚ㍑しても、ᴟめて大きなῶᑡᖜとなっています。これは、高等学ᰯ༞業者の

県外就⫋率が全国で᭱も高いことなど、若年者の県外流出の多さがᙉくᙳ㡪していることがうかが

われます。 

ᮏ県では有ຠ求人ಸ率が長い間0.5ಸをୗ回っていた⤒⦋があり、「青᳃県には仕事がない」と࿚

ᩥのようにゝわれた⤒㦂が、ᑡなからずㄡにでもあるのではないでしࡻうか。ᖹᡂ15年度∧青᳃県

社会⤒῭ⓑ᭩̿人口ῶᑡ社会への対ᛂ̿では、就業機会を求めての人口移動が青᳃県の人口ῶᑡの

一ᅉであると分ᯒしていますが、᪥では、新規高等学ᰯ༞業者の求人ಸ率は2ಸを㉸え、1 人に

対し2つ௨上の求人がある時௦となっています。一般求人においても有ຠ求人ಸ率が1ಸ前後で推

移しており、ᑡなくとも「㔞」の観点においては、一᫇前のᮏ県とは␗なる≧ἣにあります。しか

し、౫↛として㈤㔠やປാ時間などのᚅ㐝㠃においては、全国᭱పࢡラスのままであり、後は「質」

を高めていく必要があります。 

 

新型コࣟナのᙳ㡪により、足ୗの雇用ໃは一時とẚ㍑するとᙅ含ࢇでいますが、中長期的にみ

ると、後も人手足の≧ἣは続き、景気回期にධると、一気に人手足ឤがᙉまることも定

されることから、できる対策を╔ᐇに進めていくことが必要です。 

ᮏ県では、「人は青᳃県にとっての『㈈(たから)』である」という基ᮏ的考えから、人ᮦのことを

「人㈈」と表グし、育ᡂに取り組ࢇでいますが、全国的に人手足ឤがᙉまっている中においては、

人㈈はᮏ県の㈈(たから)であるだけではなく、他の㒔道ᗓ県からみても貴重なᐆであることは間㐪

いありませࢇ。 

་⒪・福♴分野などでは、後㤳㒔ᅪを始めとした大㒔市ᅪで大ᖜな人手足になることが見込

まれる中で、ᮏ県がാく場として㑅ばれるということは、他の㒔道ᗓ県との⃭しい人㈈⋓ᚓ➇தを

ࡕᢤく必要があるということです。また、ᮏ県には新規学༞者等が就きたい仕事の内ᐜや✀㢮が

ᑡない等のミスࢳࢵ࣐の問㢟もあることから、就業ᕼᮃ者が個々の⬟力を活かしていける、時௦の

ኚ化に対ᛂした、ാく場として魅力ある産業を育ᡂしていくことが求められます。᪤存の業にお

いても、専㛛知㆑をᣢつ者の活用を通ࡌて生産性を向上させていくという視点をᣢって、人㈈にᢞ

資していくことが求められます。さらに、新型コࣟナのᙳ㡪でኚわりつつあるാき方を定╔させて

いく等、時௦のኚ化にᰂ㌾に㐺ᛂしていくことも求められます。いずれにせよ、ᮏ県産業のᵓ造の

ኚ㠉をᅗりつつ、業の生産性向上をᅗっていくことが必要です。 

個々の業が「はまだ人手が足りている」、「ఱとかしたいが難しい」などとゝっているうࡕに、

取り㏉しのつかない≧ἣに㝗るྍ⬟性もྰ定できませࢇ。 

「ാく場として㑅ばれる」ためには、行政、産業、教育など、ᵝ々な機関が知ᜨを出し合って、

この難ᒁをりษっていかなければならないのです。 
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新型コࣟナのᙳ㡪で、これまでの東ி一ᴟ集中のഴ向にはኚ化がみられるようになり、ᑡなから

ず地方回ᖐは㏣い㢼を受けています。これまでの౯್観がኚわりつつあるこそ、若者を定╔させ

るࣕࢳンスともゝえます。これまでも、行政を始め、ᵝ々な主体が若者の定╔に向けた取組を行っ

てきましたが、さらに後は、ᮏ県のビࢪネスのኚ㠉を通ࡌて、若者の定╔をᅗるという視点をຍ

え、人㈈へのᢞ資を行いながら、業の生産性向上のᡂຌ事例を創出し、全体にἼ及させていく取

組をಁ進していくことが必要だとᛮわれます。 

若年者の地方回ᖐ・県内定╔をᅗっていくためには、雇用・就業環ቃのᨵၿによるാきやすさの

みならず、ఱよりもそこで生活していきたいとᛮうᬽらしやすさが重要となります。県では、「㈙っ

てよし、ゼれてよし、住ࢇでよし」の青᳃県を目指したᵝ々な取組を進めています。県、市町村、

県内業、県民一人ひとりのあらࡺる主体が、この取組を推進し、安心してᬽらせる地域をつくっ

ていく必要があることはゝうまでもありませࢇ。 

＜コラム5 新型コロナ禍における経済構造の変化と地域経済の適応力＞ 

日本銀行青森支店 支店長 森本 喜和   

新型コロナ禍が県内経済に与えた影響は、通常の景気悪化局面と異なっています。それは、感染

リスクを警戒する個人や企業が行動様式を変えたことで、需要構造自体が短期的にせよ変化したと

いうことです。例えば、外食から内食へのシフトや、買い物のネット通販へのシフトのほか、各種

会議等への出張参加からオンライン参加へのシフト（運輸・宿泊需要からパソコン・通信機器等の

需要へのシフト）などです。このため、全ての業種・企業が同じように売上減少に見舞われた訳で

はなく、明暗が分かれました。 

こうした需要構造の変化は、従来の供給構造とのミスマッチを招いていると考えられます。これ

は、貴重な人的資源をはじめとする県内経済の潜在力を十分に活かしきれていないことを意味しま

す。 

このため、県内経済の成長力を取り戻し、強化していく上では、こうした需要構造の変化に対し

て企業がうまく適応できるかどうか――「環境変化への適応力」――が重要になってきます。 

この点に関し、例えば小売業界では、ネット通販を強化する動きや、さらに進んで、ネット通販

サイトを通じて得た顧客のビッグデータを活かしてより効果的・効率的な販促手法を開発しようと

する動きもみられます。また、業種を問わず、ＩＴを活用してオンライン営業を強化したり、テレ

ワーク環境を整備したりするなど、環境変化に上手く適応しようという動きもみられます。当県の

企業が環境変化に適応し、活力を高めていけるかどうかは、長年の課題である若者の県内就職やＵ

ターン・Ｉターンを促すためにも重要と思われます。 

また、企業だけでなく個人も、環境変化への適応力が重要になっていると言えます。足もとでは、

飲食等の対面型サービス業の求人が落ち込む一方、ＩＴ人材等の不足感が強まっているほか、医療・

福祉等での人手不足感も続いていますが、異なる業種への転職は容易でないため、少なからぬ人が

十分に活躍できない状況に置かれています。こうした雇用のミスマッチを解消していくには、個人

の側としても、世の中のニーズの変化に応じて新たなスキルを習得できるよう、何らかの形で動機

付けや後押しを行うことが重要と考えられます。 

なお、今後の新型コロナの感染状況次第では、意外に早く元の職業に戻ることになり、せっかく

習得したスキルを発揮する機会がすぐには訪れないかもしれません。ただ、今後もどのような経済

ショックに見舞われるか分からない以上、習得したスキルは無駄になるわけではないと思われます。

また、副業をしやすい社会になりつつある中で、普段から副業として従事するという選択肢もある

かもしれません。 

さらに、企業や個人が環境変化に適応していく上では、地域金融機関の役割も重要です。新型コ

ロナ禍のもとで、これまで地域金融機関は、主に企業や家計の資金繰り支援――いわば「輸血」―

―を通じて地域経済を支えてこられました。今後は、企業の事業構造自体の見直しなど、いわば「体

質改善」の支援へと役割の重点が移っていくと予想されます。 

こうした中で、地域金融機関は、地域に密着する存在ならではの地に足の着いたコンサルティン

グ機能を発揮すること等を通じて、企業等の環境変化への適応をサポートすることが期待されます。 

以上のとおり、新型コロナ禍の影響を受けた県内経済の成長力を取り戻し、さらに強化していく

上では、県内の幅広い関係者が、それぞれの立場で、環境変化に上手く適応していくことが重要で

すし、また期待されるところです。 
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新型コࣟナのᙳ㡪で、これまでの東ி一ᴟ集中のഴ向にはኚ化がみられるようになり、ᑡなから

ず地方回ᖐは㏣い㢼を受けています。これまでの౯್観がኚわりつつあるこそ、若者を定╔させ

るࣕࢳンスともゝえます。これまでも、行政を始め、ᵝ々な主体が若者の定╔に向けた取組を行っ

てきましたが、さらに後は、ᮏ県のビࢪネスのኚ㠉を通ࡌて、若者の定╔をᅗるという視点をຍ

え、人㈈へのᢞ資を行いながら、業の生産性向上のᡂຌ事例を創出し、全体にἼ及させていく取

組をಁ進していくことが必要だとᛮわれます。 

若年者の地方回ᖐ・県内定╔をᅗっていくためには、雇用・就業環ቃのᨵၿによるാきやすさの

みならず、ఱよりもそこで生活していきたいとᛮうᬽらしやすさが重要となります。県では、「㈙っ

てよし、ゼれてよし、住ࢇでよし」の青᳃県を目指したᵝ々な取組を進めています。県、市町村、

県内業、県民一人ひとりのあらࡺる主体が、この取組を推進し、安心してᬽらせる地域をつくっ

ていく必要があることはゝうまでもありませࢇ。 

＜コラム5 新型コロナ禍における経済構造の変化と地域経済の適応力＞ 

日本銀行青森支店 支店長 森本 喜和   

新型コロナ禍が県内経済に与えた影響は、通常の景気悪化局面と異なっています。それは、感染

リスクを警戒する個人や企業が行動様式を変えたことで、需要構造自体が短期的にせよ変化したと

いうことです。例えば、外食から内食へのシフトや、買い物のネット通販へのシフトのほか、各種

会議等への出張参加からオンライン参加へのシフト（運輸・宿泊需要からパソコン・通信機器等の

需要へのシフト）などです。このため、全ての業種・企業が同じように売上減少に見舞われた訳で

はなく、明暗が分かれました。 

こうした需要構造の変化は、従来の供給構造とのミスマッチを招いていると考えられます。これ

は、貴重な人的資源をはじめとする県内経済の潜在力を十分に活かしきれていないことを意味しま

す。 

このため、県内経済の成長力を取り戻し、強化していく上では、こうした需要構造の変化に対し

て企業がうまく適応できるかどうか――「環境変化への適応力」――が重要になってきます。 

この点に関し、例えば小売業界では、ネット通販を強化する動きや、さらに進んで、ネット通販

サイトを通じて得た顧客のビッグデータを活かしてより効果的・効率的な販促手法を開発しようと

する動きもみられます。また、業種を問わず、ＩＴを活用してオンライン営業を強化したり、テレ

ワーク環境を整備したりするなど、環境変化に上手く適応しようという動きもみられます。当県の

企業が環境変化に適応し、活力を高めていけるかどうかは、長年の課題である若者の県内就職やＵ

ターン・Ｉターンを促すためにも重要と思われます。 

また、企業だけでなく個人も、環境変化への適応力が重要になっていると言えます。足もとでは、

飲食等の対面型サービス業の求人が落ち込む一方、ＩＴ人材等の不足感が強まっているほか、医療・

福祉等での人手不足感も続いていますが、異なる業種への転職は容易でないため、少なからぬ人が

十分に活躍できない状況に置かれています。こうした雇用のミスマッチを解消していくには、個人

の側としても、世の中のニーズの変化に応じて新たなスキルを習得できるよう、何らかの形で動機

付けや後押しを行うことが重要と考えられます。 

なお、今後の新型コロナの感染状況次第では、意外に早く元の職業に戻ることになり、せっかく

習得したスキルを発揮する機会がすぐには訪れないかもしれません。ただ、今後もどのような経済

ショックに見舞われるか分からない以上、習得したスキルは無駄になるわけではないと思われます。

また、副業をしやすい社会になりつつある中で、普段から副業として従事するという選択肢もある

かもしれません。 

さらに、企業や個人が環境変化に適応していく上では、地域金融機関の役割も重要です。新型コ

ロナ禍のもとで、これまで地域金融機関は、主に企業や家計の資金繰り支援――いわば「輸血」―

―を通じて地域経済を支えてこられました。今後は、企業の事業構造自体の見直しなど、いわば「体

質改善」の支援へと役割の重点が移っていくと予想されます。 

こうした中で、地域金融機関は、地域に密着する存在ならではの地に足の着いたコンサルティン

グ機能を発揮すること等を通じて、企業等の環境変化への適応をサポートすることが期待されます。 

以上のとおり、新型コロナ禍の影響を受けた県内経済の成長力を取り戻し、さらに強化していく

上では、県内の幅広い関係者が、それぞれの立場で、環境変化に上手く適応していくことが重要で

すし、また期待されるところです。 
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